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労災疾病臨床研究事業費補助金
総括研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究
研究代表者　大久保利晃　（公財）放射線影響研究所　顧問研究員

【研究要旨】
東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故対応作業において、平成 23

年 3 月 14 日から同年 12 月 16 日まで、緊急被ばく線量限度が 100mSv から
250mSv に引き上げられた。この間、約 2 万人が作業に従事し、174 人が通
常作業の 5 年間の線量限度である 100mSv を超えて被ばくしたと推定されて
いる。本研究の目的は、これら約 2 万人の緊急作業従事者全員を対象として、
低線量被ばくの健康影響を生涯にわたり追跡調査することである。

＊平成 26 〜 28 年度の調査概要
平成 26 年度は、福島県在住の緊急作業従事者を対象に先行調査を行い、

臨床調査（調査概要の説明、インフォームド・コンセント（以下、「IC」と
いう。）の取得、健康診断（以下、「健診」という。）、生物試料収集等）の標
準化の課題を明らかにし、全国規模での本格調査開始に備えた。

平成 27 年度は、臨床調査実施体制の構築、研究対象者に対する研究参加
の働きかけを重点的に行った。全国に分布する研究対象者に対し、一定水準
以上の臨床調査を継続的に実施するため、全国労働衛生団体連合会（以下、「全
衛連」という。）の会員機関を中心に、全国 70 カ所の研究協力機関網を構築し、
平成 28 年 1 月より臨床調査を開始した。各分科会は研究計画の立案、研究
開始の準備を行い、心理的影響調査分科会の心の健康に関する質問票調査を
臨床調査と同時に開始した。

平成 28 年度は、研究対象者に対する研究参加の働きかけを継続し、健診
希望者には臨床調査を順次実施するとともに、研究協力機関の増設を図った。
情報ネットワークシステムの整備をすすめ、ウェブ上で健診予定等を管理す
る「健診スケジュールシステム」等のアプリケーションを完成・稼働させた。
平成 28 年 12 月より検体検査を一元化し、検体採取から輸送、最終的な放射
線影響研究所（以下、「放影研」という。）のロボットフリーザーでの冷凍保
存までの体制を確立した。各分科会は継続して研究計画の立案、研究開始の
準備を行い、心理的影響調査分科会は構造化面接調査、甲状腺がん調査分科
会は甲状腺超音波検査をそれぞれ、検査担当者の研修およびシステム開発を
経て開始した。

＊平成 29 年度調査研究概要
平成 29 年度は、研究第一周期（はじめの 5 年間）でのコホート確立に向け、

研究対象者へより一層の働きかけを行った。個人宛の郵便による働きかけに
加え、緊急作業時の所属企業を通じての働きかけ、情報発信および参加申請
のためのウェブサイト開設等を実施した。平成 30 年 1 月 15 日時点で、研究
対象者 19,808 名中、研究参加者 6,873 名（34.7％）、参加拒否者 3,432 名（17.3％）、
未返信者 7,392 名（37.3％）、宛先不明者 1,685 名（8.5％）であった。

臨床調査（健診）分科会では、全国 74 か所の研究協力機関において継続
実施し、平成 29 年 12 月までに合計 3,991 名が健診を受診した。健診に先立っ
て IC を取得し、健診と同時に将来の研究利用のために生体試料の採取・保
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存も実施した。IC 取得状況および検査結果を集計し、健診受診者の研究に対
する意識およびベースラインの健康状態の傾向を検討した。また、本研究は
放射線被ばくの長期的な健康影響の調査であり、現在把握している喫煙や飲
酒等の生活習慣に関する因子に加え、就労条件、生活背景、医療受領環境等
の社会的因子も修飾因子、交絡因子となることが想定されるため、今後、情
報収集することが望ましい社会的因子について検討した。

白内障ワーキンググループ（以下、「WG」という。）では、原子力施設等
における緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針に基づき平成 25

年より実施している、緊急作業時の実効線量が 50mSv 以上の東電社員に対
する白内障に関する検査を含む眼科検診を引き続き行った。加えて、緊急作
業時の実効線量が 50mSv 未満の東電社員および東電社員以外の緊急作業従
事者に対する白内障調査として、日本白内障学会、日本眼科医会を通じて協
力依頼した全国の眼科クリニックにおける眼科検診の研究計画を作成、眼科
検診開始の準備を進めた。

放射線生物学研究 WG では、将来的には研究対象者において放射線、特に
低線量放射線の影響を調べるためのバイオマーカーを同定することを目標と
しているが、平成 29 年度も引き続き、マウスおよび培養細胞を用いた実験
を行い、分子生物学的、遺伝学的な観点から放射線適応応答や放射線感受性
の個体差等を解析し、低線量被ばくのバイオマーカーとなりうる因子を検討
した。

甲状腺がん調査分科会では、甲状腺超音波検査の精度を一定水準以上とす
るため精度管理委員会を設置し、検査技師に対する講習会、検査結果の一元
的な判定を継続して行った。二次検査受け入れ機関を全国に 130 機関設け、
二次検査結果収集の仕組みを構築した。平成 29 年 12 月までに 1,819 名分を
判定し、二次検査の結果 60 名分を収集した。また、研究対象者の過去の甲
状腺超音波検査歴や甲状腺に関する病歴等の情報収集のため、平成 25 年度
厚生労働科学研究費補助金特別研究事業「東京電力福島第一原発作業員の甲状
腺の調査等に関する研究」のデータや受診医療機関、所属企業が別々に保有す
る甲状腺に関する情報を本研究へ集約するために必要な手続きを進めた。

心理的影響調査分科会では、平成 30 年 1 月までの健診受診者のうち、心
の健康に関する質問票に回答した 3,000 名において、精神的健康度（不安・
抑うつ）、アルコール関連問題等の精神健康度およびスティグマ、社会的支
援等の主なストレス関連因子それぞれの回答・得点を集計し、各精神健康度
とストレス関連因子の相互間の関連を検討した。また、平成 30 年 1 月まで
の健診受診者のうち、構造化面接実施の協力が得られた 1,380 名において、
うつ病有病率やうつ病の既往と災害後の発症率の関連、質問票および構造化
面接のそれぞれの結果の相関を検討した。

死因・がん罹患調査分科会では、各所への情報照会で必要となる追跡およ
び死因情報・がん罹患情報の収集に関する同意が、研究参加者ではほぼ全員
で得られていることを確認した。また、研究対象者のうち調査開始後に死亡
したと考えられる者が約 200 名となったため、人口動態調査死亡票による死
因調査を開始した。

線量評価分科会では、内部被ばく線量に関しては、個人の甲状腺重量を考
慮した甲状腺吸収線量の評価方法を考案した。外部被ばく線量に関しては、
個人線量計（電子式線量計）の指示値から実効線量や種々の組織の吸収線量
を算定するための換算表を作成し、保護マスクを着用していた場合は水晶体
の等価線量にγ線はほとんど影響しないことを実験により確認した。
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研究組織

研究代表者
大久保　利晃

（公益財団法人放射線影響研究所　顧問
研究員）

研究分担者
明石　真言

（国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構　執行役）

大石　和佳
（公益財団法人放射線影響研究所　広島
臨床研究部長）

岡﨑　龍史
（産業医科大学産業生態科学研究所　放
射線健康医学研究室　教授）

小笹　晃太郎
（公益財団法人放射線影響研究所　広島
疫学部長）

笠置　文善
（公益財団法人放射線影響協会　放射線
疫学調査センター　センター長）

河井　一明
（産業医科大学産業生態科学研究所　職
業性腫瘍学　教授）

喜多村　紘子
（公益財団法人放射線影響研究所　広島
臨床研究部　副主任研究員）

栗原　治
（国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構　放射線医学総合研究所　計測・
線量評価部　部長）

児玉　和紀
（公益財団法人放射線影響研究所　主席
研究員）

佐々木　洋
（金沢医科大学眼科学講座　教授）

重村　淳
（防衛医科大学校精神科学講座　准教授）

数藤　由美子
（国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構　放射線医学総合研究所　計測・
線量評価部　チームリーダー）

祖父江　友孝
（大阪大学大学院医学系研究科　社会環
境医学講座環境医学　教授）

谷口　信行
（自治医科大学臨床検査医学講座　教授）

廣　尚典
（産業医科大学産業生態科学研究所　精
神保健学研究室　教授）

星　北斗
（公益財団法人星総合病院　理事長）

宮川　めぐみ
（国家公務員共済組合連合会虎の門病院
　内分泌代謝科　医長、健康管理室長）

染色体 WG では、生物学的遡及的な生物学的線量推定に必要な安定形染色
体の異常識別を行う画像解析ソフトウェアの開発、遡及的線量評価法のプロ
トコールの標準化を行った。
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百瀬　琢麿
（国立研究開発法人日本原子力研究開発
機構　バックエンド研究開発部門　核燃
料サイクル工学研究所　副所長兼放射線
管理部長）

吉永　信治
（国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構　放射線医学総合研究所　放射線
防護情報統合センター　リスク評価チー
ムリーダー）

A．研究目的
東京電力株式会社（以下、「東電」という。）

福島第一原子力発電所の事故対応作業におい
て、平成 23 年 3 月 14 日から同年 12 月 16 日まで、
緊急被ばく線量限度が 100mSv から 250mSv に
引き上げられた。この間、約 2 万人が作業に従
事し、174 人が通常作業の 5 年間の線量限度で
ある 100mSv を超えたと推定されている。本研
究では、これら約 2 万人の緊急作業従事者を対
象として、低線量被ばくの健康影響を生涯にわ
たり追跡調査することを目的としている。

本研究の対象集団は、被ばく線量が 100mSv

未満の者が大部分を占めることから、信頼性の
高い疫学調査が実施できれば、低線量放射線被
ばくリスクおよびその機序に関する新知見が得
られることが期待される。また、従来の放射線
被ばくによる健康リスクの研究は主として原爆
被爆から得られた知見であり、放射線被ばく形
態は瞬間的被ばくであった。一方、本研究の対
象集団の被ばく形態は主として低線量率放射線の
反復被ばくであり、本研究により線量・線量率効
果に関する新知見が得られることも期待される。

B．研究方法
1）研究対象者および研究デザイン

研究対象者は、厚生労働省（以下、「厚労省」
という。）の「東電福島第一原発作業員の長期
的健康管理システム」に登録されている、緊急

作業従事者約 2 万人全員である。
研究デザインは、研究対象者を生涯にわたり

追跡調査する前向きコホート研究である。本研
究はこの悉皆調査を基盤とし、将来、研究対象
者の全部あるいは一部を対象としたコホート研
究やケース・コントロール研究、ネステッド・
ケース・コントロール研究などの形で、多角的
な個別研究が計画されることを前提として行う
ものである。
2）既存資料の取得および研究期間

本研究の開始にあたっては、緊急作業時の被
ばく線量やこれまでに事業者が実施した健康診
断等、既存資料の提供を受ける。加えて、将来、
これら関係機関が収集する調査対象者の放射線
被ばくや健康に関する情報を継続的に入手でき
る仕組みを構築する。本研究開始後は、定期的
な住所地照会、臨床調査、面接調査等を継続す
ることにより、研究対象者の生涯にわたる消息
を把握し、放射線被ばくとその健康影響に関連
する情報を収集するとともに、将来、個別研究
が計画された際に活用できる形で資・試料を保
管する。

研究期間は、第一周期を 5 年間（2019 年 3 月
末まで）とし、この間にコホートの完成を目標
とする。本研究は対象者の生涯追跡を目標とす
るが、5 年間ごとに厚労省が設置する専門家か
らなる第三者委員会の評価を受ける。
3）評価対象となる健康影響

本研究で、評価対象とする健康影響の範囲は
次のとおりである。
a）悪性腫瘍（白血病、甲状腺がん等）
b）非がん性疾患（循環器系疾患、白内障、甲

状腺疾患等）
c）心理的影響（PTSD、適応障害、うつ病等）
d）放射線の健康影響機序を評価する生体指標
（免疫老化の指標、慢性炎症指標等）および
分子生物学的指標（一塩基多型、ゲノム配列
分析、DNA 付加体等）

e）上記 a）〜 d）以外で、研究実施中に必要性
が明らかになったもの

f）上記 a）〜 e）の健康指標を評価するに際し
て必要な交絡要因となる健康状態
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4）放射線ばく露の評価
a）緊急作業時の個人被ばく線量に関する情報

は、厚労省の「東電福島第一原発作業員の長
期的健康管理システム」より提供を受ける。
その情報を基に、本研究では全研究対象者に
ついて被ばく線量の再検討を行う。緊急作業
の放射線管理を担当してきた東電等から被ば
く線量再構築に必要な一次資料の提供を受け
るとともに、緊急作業従事者の健康管理を
行ってきた産業医科大学の医師団等の協力を
得て、安定ヨウ素剤の摂取状況や作業実態に
関する詳細な情報の入手に努め、被ばく線量
再構築の精度を上げる。

b）緊急作業就業前およびそれ以降の放射線業
務従事による個人被ばく線量に関する情報
は、放射線影響協会の放射線業務従事者中央
登録センターから提供を受ける。

c）放射線業務以外の放射線被ばくとして最も
重要な医療被ばくによる線量推定について
は、治療用放射線被ばくや腹部 CT 検査等被
ばく線量の大きい検査について、受療した医
療機関への照会により被ばく線量の推定に努
める。生活被ばく情報に関しては対象者より
面接時に聴取する。

d）臓器別被ばく線量の推定計算を行う。
e）血液の染色体検査等による生物学的被ばく

線量推定を行う。
f）放射線関連疾患の放射線以外のリスク因子（交

絡因子）に関する情報を収集する。心理的影
響のリスク因子は、自記式または面接による
質問票調査によって収集・評価する。業務上
の有害物質ばく露歴等にも留意する。

5）対象者の追跡および結果指標の収集
全国に分布する対象者と直接接触し、研究の

説明や IC 取得、健診等を行う拠点として、放
射線取扱いを含む産業保健業務に精通している
公益社団法人全国労働衛生団体連合会（以下、

「全衛連」という。）の会員機関を中心に、都
道府県毎に 1 〜数カ所の機関を選定し、研究関
連業務を委託する。なお、全衛連会員機関のな
い県、研究対象者数に比して選定された全衛連
会員機関数の少ない県については、別途、適切

な機関を選定する。選定された機関は研究協力
機関と呼ぶ。研究協力機関に所属する保健師ま
たは看護師の中から、対象者と継続的に接触す
る固定的な担当者（本研究においてはリサーチ
コーディネーターと呼ぶ、以下、「RC」という。）
を 1 〜 2 名選任する。

転居等により研究対象者の連絡先が不明と
なった場合等は、住民登録情報を利用して追跡
する。また、人口動態調査を利用した死因調査、
全国がん登録を利用したがん罹患情報取得の際
にも住民登録情報を参照する。

事業者責任で行われる定期健診との整合性に
配慮しつつ、臨床情報収集のために定期的な健
診を行い、質問票調査、診察、検査、生体試料
採取等を行う。事業者が保有する健診情報の提
供も受ける。
6）研究体制

研究を効率的に実施するために、研究組織と
して運営委員会と分科会を設け、必要に応じて
その中にワーキンググループ（以下、「WG」と
いう。）を設ける。研究班全員で研究方法や研
究成果、今後の研究方針などを協議するために、
年 1 回以上は研究班会議を開催する。
a）運営委員会：研究全体を統括する。研究計画、

研究倫理、研究組織、資・試料の保管・利用、
研究費の配分、研究発表、外部評価等、本研
究執行上のすべての重要事項に関する審議を
行う。

b）解析・評価分科会：調査結果の解析および
評価を行う。

c）臨床調査（健診）分科会：臨床調査（健診）
を企画・実施しその管理を行う。健診委託の
細部を検討し、実際の委託契約締結、情報の
収受などの責任を担う。また、臨床検査、面接、
診察、採血、保存用試料の調整・輸送などの
標準化を図り精度管理に万全を期す。

d）白内障 WG：白内障調査を実施し、その管
理とデータおよび解析結果の評価を行う。本
研究開始以前に実施された厚労省科学研究費
補助金による研究班で実施した先行研究の対
象者のうち、本研究対象者から収集された
データ（個人ごとの生データ）は、既存資料
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として本研究に承継する。
e）甲状腺がん調査分科会：甲状腺がん調査を

実施し、その管理とデータおよび解析結果の
評価を行う。本研究開始以前に実施された厚
労省科学研究費補助金による研究で実施した
先行研究の対象者のうち、本研究対象者から
収集されたデータ（個人ごとの生データ）は、
既存資料として本研究に承継する。

f）心理的影響調査分科会：心理的影響調査を実
施し、その管理とデータおよび解析結果の評
価を行う。本研究開始以前に実施された厚労
省科学研究費補助金による研究で実施した先
行研究の対象者のうち、本研究対象者から収
集されたデータ（個人ごとの生データ）は、
既存資料として本研究に承継する

g）死因・がん罹患調査分科会：厚労省の「東
電福島第一原発作業員の長期的健康管理シス
テム」に記録されている、研究対象者の定期
的な現況調査（住民票照会を含む）の情報を
取得する。前記の情報で調査対象者の現住所
が不明の場合や連絡が取れない場合には、研
究当初に対象者から得た同意に基づいて、勤
務先企業や市町村住民台帳への照会によって
追跡に必要な住所情報を取得する。これらの
情報により、研究対象者の生死を確認する。
死亡者については、定期的に人口動態調査の
目的外使用手続きにより、死因等の情報を収
集する。定期的に対象者の居住する都道府県
地域がん登録または 2016 年以降は全国がん
登録との照合を行って、がん罹患情報を収集
する。

h）線量評価分科会：内部被ばく線量に関して
実測データの検証と摂取シナリオの再構築を
通した比較検討を行うとともに、染色体分析
による評価も実施して、多角的な個人被ばく
線量の再構築を目指す。具体的には、内部被
ばくについて、シミュレーション等による実
測データの検証、安定ヨウ素剤等の修飾因子
を考慮した個人の行動記録に基づく摂取シナ
リオの構築などをもとに、不確かさを考慮し
た線量評価を行う。この目的のため、既存の
被ばく情報や行動記録情報を格納しつつ線量

計算を可能とする被ばく情報管理・線量計算
システムを開発する。被ばく線量が 70mSv
を超えたとされる研究対象者においては転座
染色体頻度（経年変動はほぼ無し）の解析に
よる被ばく線量評価を実施する。

i）放射線生物学研究 WG：健診で得られた生体
試料を用いた放射線生物学的研究を企画・実
施する。

7）倫理面への配慮
本研究の研究全般（基本部分）研究計画は、

放射線影響研究所（以下、「放影研」という。）
倫理審査委員会の審査を受け、承認された。研
究分担者が企画する個別研究は、研究課題ごと
に必要に応じてそれぞれが所属する機関の倫理
審査を受ける。本研究は、「人を対象とする医
学系研究に関する倫理指針」ならびに「ヒトゲ
ノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」を遵
守して実施する。
a）資・試料の取り扱い

研究対象者の情報は、国が定めた基準（個人
情報保護法、「人を対象とする医学系研究に関
する倫理指針」など）に従って厳重に保護・管
理する。本研究のための資・試料は、厚労省そ
の他の資・試料を保有する機関、健診や調査を
行った健診機関、個別研究を実施した共同研究
者等から、個人同定可能な情報として放影研に
提供され、個々の対象者ごとに関連付けを行っ
たうえで、一元的に保管される。研究に供され
る場合、承認された研究計画に従い、放影研に
おいて匿名化したうえで研究責任者へ提供され
る。連結のための対応表は、放影研が指名する
特定の責任者が厳重に保管する。資・試料は施
錠可能な部屋・保管庫に保管し、個人同定可能
な資料はさらに施錠可能な保管庫に保管する。
電子資料は、施錠可能な部屋に設置された専用
サーバーに保存し、許可された者のみが操作す
る。資料は原則として研究期間（当面の計画と
して 30 年間）が終了するまで保存する。生体
試料（血液・尿等）は、保存に必要な前処理を
行ったうえで、複数の保管用チューブに分注し、
連結可能匿名化番号を付したうえで、目的に応じ 

− 80 度、−196 度の保管庫で保管する。保管庫
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およびそれを設置する部屋は二重に施錠する。
すべての研究期間終了後の資・試料の取り扱

いは、その時点で他の研究に使用する必要性が
あると考えられれば、連結不可能匿名化の状態
で保存することを可能とする。

資・試料の廃棄は、個人同定資料を含む一次
資料、研究用匿名化資料、匿名化対応表のそれ
ぞれを別々に、紙資料は裁断、電磁資料は物理
的初期化を行って廃棄する。生体試料は、それ
ぞれ適切な方法で廃棄する（具体的内容は、個
別の研究計画書に記述する）。

研究期間中に対象者から資・試料廃棄の申し
出があった場合、所定の手続きで受け付け、透
明性のある方法で廃棄し、その結果を申請者に
適切に説明しその記録を残す。
b）対象者への説明と同意の取得

本研究計画に関して、研究の意義、目的、主体、
方法を説明したうえで、本研究への参加は自由
であることを伝え、研究に協力することの利益・
不利益、対象者の権利を説明したうえで、以下
の項目について同意を得る。なお、対象者の高
齢化や健康状態等により、当該対象者からイン
フォームド・コンセント（以下、「IC」という。）
を取得することが困難な場合には、代諾者から
の IC 取得も可とする。
①既存資料を保有する機関から情報提供を受け

ることへの同意
②健康診断を含む臨床調査への同意
③今後立案される個別研究計画への参加依頼を

行うことへの同意
c）研究に伴う対象者への利益とリスク

対面や自記式の質問票等を用いる調査、既存
資料および採取後の試料の分析においては、対
象者に対する利益およびリスクはない。身体的
侵襲を伴う検査・生体試料の採取等においては、
検査の種類・程度に応じた軽微な身体的リスク
が生じうる。質問票調査等の回答や検査または
生体試料分析結果等を対象者に通知する場合に
は、本人の健康管理等に役立つことに主眼を置く。

健診に関して、予想される有害事象に対応す
るための手順書はそれぞれの研究協力機関の持
つマニュアルを準用、または研究者があらかじ

め作成する。研究協力機関および研究者は、当
該事象が発生した場合には、ただちに適切な治
療を行って、回復および被害の拡大の防止を図
る。当該事象が発生した際には、研究協力機関
または研究者は速やかに、その内容を研究代表
者に連絡する。研究代表者はその内容を統括研
究機関の長（放影研理事長）に報告するととも
に、本研究の運営委員会委員および同様に健診
を担当している研究協力機関、必要な研究者に
連絡する。その後できるだけ早期に運営委員会
を開催して、当該事象およびその対応を報告し、
その後の対策について検討する。統括研究機関
の長は、当該事象について倫理審査委員会の意
見を聴き、必要な措置を講じる。個別の研究計
画に関しては、個別の研究計画書の中であらた
めて記述される。

本研究に伴う不利益が対象者に生じた場合に
は、適切な方法で補償する。
d）研究成果の公表方法

本研究に基づく学術的成果を公表する場合に
は、その学術的評価を得るため本研究の運営委
員会が定める指針に基づき設置される審査委員
会の承認を得た後、学術誌に発表する。
e）研究機関の長への報告および定期的な外部

評価
年に 1 回、研究の進捗状況について放影研の

長および科学諮問委員会に報告する。また、必要
に応じて倫理審査委員会の審査を受ける。研究が
ある程度進んだ段階で国際的な外部評価を受ける。
f）利益相反

本研究に関する利益相反の審査は、放影研利
益相反防止委員会が行い、研究代表者及び研究
分担者から所定の基準を超える経済的利益のな
いこと確認する。同委員会は、本研究の期間中、
本研究において公正かつ適正な判断が損なわれ
ることのないよう、継続的に利益相反の審査を
行う。
g）情報公開の方法

本研究の概要等の情報は、放影研の外部向け
ホームページに掲載する。本研究の対象者に対
して年に 1 回程度、研究の進捗状況について説
明する文書を届ける。研究対象者が研究計画書
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の閲覧を希望したときには、遅滞なく計画書を
開示する。
h）研究対象者からの相談等への対応

研究対象者からの相談は、まず、当該研究対
象者を担当する RC が受け、研究代表者または
適切な研究分担者・研究協力者に問い合わせて、
研究対象者に回答する。
i）研究対象者に対する経済的負担およびそれに

対する代償
健診の費用は本研究事業費補助金で賄われる

ため参加者の負担はない。健診を受診する研究
協力機関までの交通費は、通常の経路で最も経
済的な額を支払う。研究参加にかかる負担およ
び時間に応じて日当を支払う。

C．研究結果
調査対象者への働きかけ

現時点での最重要課題は、研究対象者に対し
て研究参加の呼びかけを行い、呼応した対象者
に対して臨床調査を実施する体制を整備し、精
度の高い調査を遂行できる体制を確立すること
である。研究参加の呼びかけとして、研究対象
者個々人への働きかけおよび広報活動を実施し
た。研究対象者個々人へは、昨年度までと同様
に個人宛の郵便による研究参加の働きかけに加
え、所属企業を通じた、特に未返信者に対する
返信勧奨の働きかけを行った。広報活動として
は、調査の進捗や健康情報を配信する「NEWS

健診だより」第 2 号を発刊した。また、本研究
の周知を目的としてウェブサイトを開設し、こ
のサイトへの誘導手段としてリスティング広告
を開始した。

2018 年 1 月 15 日時点で、研究対象者 19,808

人中、研究参加者 6,873 人、参加拒否者 3,432 人、
未返信者 7,392 人、宛先不明者 1,685 人であった。

臨床調査分科会
研究対象者 19,808 人中、平成 28 年 1 月から

平成 29 年 12 月までの累積の健診希望者は 6,398

名、健診受診者数は 3,991 名であった。健診時
に確認した生体試料の保存に関する同意は、将
来の調査研究に使用するための血液保存の同意

率は 99.6％、同目的の尿保存の同意率は 99.5％、
将来のヒトゲノム・遺伝子解析調査に使用する
ための血液保存の同意率は 98.3％であった。健
診受診者 3,991 名のうち、男性は 3,985 名、女
性は 5 名、男性から女性への性別適合手術後 1

名であった。受診時年齢の平均年齢は 52.1 歳（範
囲 20 歳〜 81 歳）であった。婚姻状況は既婚者
が最多で 82.4％、最終学歴は高等学校が最多で
43.9％であった。緊急作業で従事した時間が最
も長かった業務は、土木建築系（がれきの撤去、
原子炉建屋のカバーリング作業、汚染水対策等）
23.4％、原子炉制御業（冷却設備や電源機能の
回復、放水作業等）20.3％、線量管理（放射線
被ばく線量の管理）7.4％、資材管理（資材発注
や検収、在庫管理等）3.4％、その他（管理監督、
警備、庶務、その他前述 4 業務に含まれない作
業全て）45.3％であった。健診受診者 3,991 名
のベースラインの健康状態は、肥満者が多い傾
向が見られたが、生化学検査では集団として異
常値を示す項目はなく、年代ごとの平均値の変
化も、過去の知見と一致した。B 型肝炎ウイル
スの既往感染、甲状腺機能異常、便潜血陽性、
PSA 高値（基準値以上）の割合は年代が上がる
につれて高くなり、これらも過去の知見と一致
した。長期的な放射線被ばくの健康影響を評価
する上で考慮すべき生活習慣に関する因子で
は、喫煙習慣は、現喫煙 33.4％、前喫煙 40.3％、
非喫煙 26.2％であった。飲酒習慣は、月 1 回以
上の飲酒習慣ある者 83.7％、飲酒をやめた者
2.2％、飲酒しない者 14.1％であった。

臨床調査分科会では、放射線被ばくの健康影
響の交絡因子・修飾因子となりうる、就労・生
活背景及び健康管理状況等の社会的因子につい
ても検討を行ってきた。緊急作業従事者を雇用
していた複数の事業者からの聞き取り調査（作
業場所や作業時間等の就労状況、作業管理・作
業環境管理の状態、健康管理状況、食事や宿泊
等の生活環境、家庭環境等）の結果より、今後、
具体的に研究対象者より収集したい情報として
①震災・原発事故による被災・避難生活の有無、
②緊急作業に従事した際の雇用形態、の 2 点を
抽出した。
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白内障 WG
原子力施設等における緊急作業従事者等の健

康の保持増進のための指針（以下、「大臣指針」
という。）に基づき平成 25 年より実施している、
緊急作業時の実効線量が 50mSv 以上の東電社
員（実効線量 50mSv 以上に該当する研究対象
者の約 60％）に対する白内障に関する検査を含
む眼科検診を引き続き行った。平成 29 年度は
事故後 7 年目の検診で、567 名が受診した。

緊急作業時の実効線量が 50mSv 未満の東電
社員および東電社員以外の緊急作業従事者に対
する白内障調査として、日本白内障学会、日本
眼科医会を通じて協力依頼した全国の眼科クリ
ニックにおける眼科検診の研究計画を作成、眼
科検診開始の準備を進めた。平成 30 年 3 月時
点で 74 施設の協力が得られた。白内障の最終
診断は白内障 WG で一元的に行うことを予定し
ているが、各眼科クリニックの眼科医の診断の
統一性を保つために白内障診断マニュアルを作
成した。平成 30 年 4 月には、研究対象者へ眼
科検診の案内を送付予定である。

放射線生物学研究 WG
実験的に放射線照射できるマウスおよび培養

細胞を用いて、放射線適応応答と酸化ストレ
スおよび DNA 修復の関係の解析、放射線適応
応答に関連する miRNA の探索、放射線感受性
の個体差に関連する miRNA の探索、放射線誘
発甲状腺乳頭がんに関するバイオマーカーの探
索を行った。放射線適応応答の現象を捉える酸
化還元反応の差や、放射線適応応答の DNA 二
本鎖切断修復経路へ与える影響は見られなかっ
た。放射線適応応答に関連する miRNA、放射
線感受性の個体差に関連する miRNA はともに
特異的 miRNA 発現変動遺伝子群に標的を絞っ
て解析中である。不死化ヒト甲状腺上皮細胞で
は、5Gy の X 線照射のみでなく、0.1Gy、0.2Gy

等の低線量照射でもEML4-ALK 融合遺伝子を
誘導した。

甲状腺がん調査分科会
研究対象者に対する甲状腺超音波検査は、臨

床調査の健診と同時に研究協力機関で実施し
た。甲状腺超音波検査の精度を一定水準以上と
するため精度管理委員会を設置し、検査技師に
対する講習会、検査結果の一元的な判定を継続
して行った。精度管理委員会にて二次検査を推
奨された場合の二次検査受け入れ機関を全国に
130 機関設け、二次検査結果収集の仕組みを構
築した。平成 29 年 12 月までに精度管理委員会
にて 1,819 名分を判定し、二次検査の結果 60 名
分を収集した。また、研究対象者の過去の甲状
腺超音波検査歴や甲状腺に関する病歴等の情報
集約のため、研究対象者の一部が含まれる平成
25 年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業

「東京電力福島第一原発作業員の甲状腺の調査
等に関する研究」で取得したデータの放影研へ
の移管、東電が保有している甲状腺情報の提供
を受けるための、研究対象者からの情報提供に
関する同意取得に関して、それぞれ研究計画書
を作成し、倫理審査委員会の承認を経て、計画
を進めた。

心理的影響調査分科会
心理的影響の評価には質問紙調査と面接調査

を併用している。質問紙調査は、臨床調査の健
診受診者に質問紙調査への協力を依頼し、承諾
の得られた者に質問票を配布、郵送で回答を収
集した。平成 28 年 1 月から平成 30 年 1 月の健
診受診者のうち回答が返送された 3,000 名を対
象として、精神的健康度（不安・抑うつ）、ア
ルコール関連問題等の精神健康度およびスティ
グマ、社会的支援等の主なストレス関連因子そ
れぞれの回答・得点を集計し、各精神健康度と
ストレス関連因子の相互間の関連を検討した。
K6（精神的健康度（抑うつ・不安））、AUDIT（ア
ルコール使用障害）、AIS（睡眠障害）で評価し
た精神健康度（精神健康問題を有する割合）は、
我が国の労働者を対象とした先行研究の結果と
比べ、明らかな相違は見られなかった。精神健
康度 3 指標および PTSD 症状（IES-R で評価）と、
スティグマ、ライフイベント、日常生活におけ
る社会的支援等のストレス関連因子には有意な
関連が見られ、特に、スティグマとの強い関連
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が認められた。スティグマ尺度は、年齢区分で
は 30 歳代、最終学歴では高等学校、作業日数
では 101 日以上の作業（作業日数が長い）は高
得点であった。

構造化面接は、臨床調査の健診受診者に構造
化面接への協力を依頼し、承諾の得られた者に
実施した。平成 30 年 1 月 31 日までに検査を終
了し、集計が完了した 1,380 名を対象として解析
した。最近 1 か月、最近 12 か月および生涯の、
DSM- Ⅳにおける「大うつ病性障害」該当はそ
れぞれ 0.4％、2.2％、6.7％、ICD-10 における「精
神病症状を伴わない重症うつ病エピソード」該
当はそれぞれ 0.3％、1.4％、3.8％と判定された。
災害前にうつ病の既往があった群では、なかっ
た群に比べ、災害後のうつ病発症率が有意に高
かった。質問紙調査の K6 による評価結果と構造
化面接の結果には中等度の連関が認められた。

死因・がん罹患調査分科会
各所への情報照会で必要となる追跡および死

因情報・がん罹患情報の収集に関して、平成 29

年度 12 月までの健診受診者 873 名において、
ほぼ全員が追跡および主要な帰結把握に同意し
たことを確認した。
・緊急作業時の所属企業が保有する、緊急作業

の状況や被ばく線量および法定健診の結果に
関する資料の提供を受けること：862 人

・転居後の住所、婚姻等改名後の氏名等、およ
び生死の確認に必要な情報を得るため、法定
の手続きに従い住民票を照会すること：852 人

・地域がん登録、全国がん登録よりがん罹患情
報の提供を受けること：862 人

・過去、将来の放射線作業従事者法定健診の結
果を、健診実施機関より提供を受けること：
866 人

・甲状腺検査（血液検査、超音波検査、細胞診
など）を受けた医療機関より、精密検査結果
と関連情報の提供を受けること。ただし、照
会内容、照会先医療機関等に関しては、あら
かじめ個別に本人の同意を得る。（未受診者
には、今後、受診した場合を想定して回答を
求めた。）：864 人

研究対象者のうち調査開始後に死亡したと考
えられる者が約 200 名となったため、人口動態
調査死亡票による死因調査を開始した。統計法
に基づく人口動態調査死亡票の目的外使用を申
請し、平成 29 年 11 月 2 日付で許可を得た。照
合作業の準備中である。

線量評価分科会
内部被ばく線量評価に関しては、個人の甲状

腺重量を考慮した甲状腺吸収線量の評価方法を
考案した。甲状腺中に集積した 131I から放出さ
れるγ線、β線により甲状腺に付与されるエネ
ルギーとして、甲状腺における比実効エネル
ギー（Specific Effective Energy：SEE）を評価
したところ、SEE は甲状腺体積（あるいは重量）
の逆数を変数とする関数にほぼ一致することが
示され、個人の甲状腺重量を考慮した甲状腺吸
収線量は、放射性核種の摂取シナリオに変更が
なければ既存の甲状腺線量の評価値に個人の甲
状腺重量を 20g で除した逆数を乗じることで得
られることを示した。

外部被ばく線量評価に関しては、個人線量計
（電子式線量計）の指示値から実効線量や種々
の組織の吸収線量を算定するための換算表を作
成し、保護マスクを着用していた場合は水晶体
の等価線量にγ線はほとんど影響しないことを
実験により確認した。

染色体 WG では、生物学的遡及的な生物学的
線量推定に必要な安定形染色体の異常識別を行
う画像解析ソフトウェアの開発、遡及的線量評
価法のプロトコールの標準化を行った。

D．考察
調査対象者への働きかけ

平成 30 年 1 月 15 日時点で研究対象者 19,808

名中、研究参加者約 6,900 名（約 35％）にとど
まっている。未返信、参加拒否の割合を年代別
にみると若年層が高く、これらの人たちへの研
究参加勧奨方法をさらに検討する必要性が認め
られた。被ばく線量別（5mSv 未満、5mSv 以上
10mSv 未満、10mSv 以上 20mSv 未満、20mSv

以 上 50mSv 未 満、50mSv 以 上 100mSv 未 満、
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100mSv 以上 150mSv 未満、150mSv 以上の 7 区
分）では、線量の高い区分ほど参加割合が高かっ
たが、線量の高い区分ほど東電社員の占める割
合が高く、東電社員と東電社員以外では東電社
員の参加割合が高かったためと考えられた。ま
た、主要元請を介した返信勧奨の取り組みによ
り、すでに離職／退職した作業者の追跡フォロー
は相当困難であることがわかり、新たな研究参
加勧奨の取り組みの必要性が明確となった。

臨床調査分科会
研究協力に関する同意率は昨年までに続き、

全項目において 99％以上、生体試料の保存に関
する同意率も 98％以上と高い割合で、研究の目
的、意義を理解した上で協力が得られていると
考えられた。ベースラインの健康状態としては、
手段として目立った異常を示す項目はなかった
が、肥満者、現喫煙者（特に 20 代）、生活習慣
病のリスクを高める量を飲酒している者の割合
が高い傾向が観察されたため、今回の集計対象
はコホートの一部であるが、今後の追跡の中で
注意すべき点と考えられた。

社会的因子としては、福島県の県民健康調査
で、震災や原発事故に伴う避難生活およびその
体験（以下、「被災体験」という。）による健康
影響は長期的にも無視できないと捉えられてい
るが、現行の調査では被災体験の有無を問う質
問がないため、この情報を収集する必要がある
と考えた。また、緊急作業時の雇用形態と当時
の所得、被ばく線量、雇用期間には相互に関連
があると推測され、これらは長期的な健康状態
に影響を与える要因となる可能性も考えられる
ため、緊急作業時の雇用形態に関する情報も収
集する必要があると考えた。

白内障 WG
平成 25 年より実施している、緊急作業時の

実効線量が 50mSv 以上の東電社員に対する白
内障に関する検査を含む眼科検診では、放射線
被ばく量と水晶体混濁に有意な相関は認めてい
ないが、後嚢下中心の Vacuoles はその増加が今
後の白内障発症につながる可能性もあるため、

長期間の縦断的調査必要と考える。緊急作業時
の実効線量が 50mSv 未満の東電社員および東
電社員以外の緊急作業従事者に対する白内障調
査では、最終診断は白内障 WG で一元的に行う
が、診断の根拠および精度管理のためにも、水晶
体画像撮影のための簡易型徹照カメラを各眼科ク
リニックに設置する必要があると考えている。

放射線生物学研究 WG
放射線適応応答は低線量放射線の研究で唯一

科学的データを証明できる現象とされている
が、今回の解析した酸化ストレス、DNA 修復
ではともに放射線適応応答を捉えることはでき
なかった。放射線適応応答に関連する miRNA、
放射線感受性の個体差に関連する miRNA はと
もに特異的 miRNA 発現変動遺伝子群に標的を
絞って解析中であるため、その結果を待ちたい
と考える。不死化ヒト甲状腺上皮細胞で低線量
照射でも EML4-ALK 融合遺伝子が誘導された
ことから、EML4-ALK 融合遺伝子を甲状腺生
検試料や血液試料から検出することで、放射線
で誘導された可能性のある甲状腺乳頭がんを特
定することができる可能性が示唆された。

甲状腺がん調査分科会
研究対象者に対する甲状腺超音波検査は健診

受診時に実施しているが、他の検査、調査の実施
体制も考慮しながら、実施方法の検討を続ける必
要がある。また、2 回目以降の検査については、
大臣指針では実効線量が 100mSv を超える者では
3 〜 5 年に 1 回、甲状腺超音波検査を実施する
こととなっているため、検討する必要がある。過去
の甲状腺超音波検査の受診歴等の把握、研究対象
者の健診受診状況、質問票回答状況により、今後
の調査方法を検討する必要があると考える。
心理的影響調査分科会

緊急作業従事者の精神健康度は、強い心理的
ストレスや気分障害、不安障害の水準にある不
調が疑われた割合は、労働者を対象とした複数
の調査結果と同程度であった。アルコール使用
障害が疑われた割合は、一般人口を対象とした
過去の調査結果よりも高値であったが、飲酒に
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は労働者に限定しても業種や職種により使用状
況に大きな相違があることが知られており、結
果の解釈には注意が必要と考えた。睡眠障害が
疑われた割合は先行研究の結果と同程度であっ
た。災害、被災に関するスティグマは関係者に
ストレスをもたらすことが報告されているが、
本研究でも、研究対象者のメンタルヘルス（心
理的苦悩・PTSD 症状）や不眠、アルコール使
用障害との関連が見られたため、スティグマに
関しては特に詳細な検討が必要と考える。

構造化面接により判定されたうつ病の生涯有
病率は、一般人口における生涯有病率と比較し、
高値とは言えなかった。うつ病のある群では、
ない群に比して災害後のうつ病発症率が有意に
高値で、精神障害の既往のある者に対しては、
特にフォローアップおよび適宜の支援が重要と
考えられた。

死因・がん罹患調査
健診受診者における追跡および死因・がん罹

患把握に関する同意率は高いが、引き続き研究
対象者全員への同意取得を目標に、研究を進め
る必要がある。死亡情報の取得について、当方
で把握している氏名、住所、生年月日、死亡年
月日などの情報によって、人口動態統計資料と
の照合が正確に行えるかが今後の課題と考える。

線量評価分科会
内部被ばく線量評価に関しては、甲状腺体積

の個人差が大きいことが分かったため、健診受
診者では甲状腺超音波検査時に甲状腺のサイズ
を計測することで体積を概算し、今後の線量再
評価に使用する予定である。各企業からの緊急
作業時の作業情報等に関するデータを精査し、
放射性核種の摂取シナリオや安定ヨウ素剤の内
服状況等を確認する必要があると考える。外部
被ばく線量評価に関しては、緊急作業時に使用
された個人線量計は、外部被ばくによる実行線
量を適切に指示したことが示されたため、電子
式個人線量計の指示値（1cm 線量当量）を今回
作成した換算表を用いて、実効線量、臓器線量
の評価を行いたいと考える。

E．結論
調査対象者への働きかけ

平成 30 年 1 月 15 日時点で、6,873 名の研究
参加同意を得ることにはなったが、これは対象
者の 34.7％にすぎない。今後、研究対象者を増
加させるためには、未返信者約 7,400 名を減ら
すこと、参加拒否者約 3,500 名に研究参加再考
を促すことが必要となる。できる限りの研究参
加勧奨を行い、研究第一周期終了時には 9,000

名を超えるコホートを確保したいと考える。

臨床調査分科会
研究参加者の研究同意率は高く、研究目的、

意義の理解は得られていると考える。質問票調
査、各種検査結果から、他集団と大きく変わる
ことのない集団であることが示された。今後も
比較可能な方法で参加者数を増やし、統計的検
出力を高めたいと考える。

白内障 WG
研究開始当初より検討してきた、全国に散在

する緊急作業時の実効線量が 50mSv 未満の東
電社員および東電社員以外の緊急作業従事者を
対象とする調査計画が作成できた。平成 30 年
度 4 月より全国の眼科クリニックの研究協力を
得て、標準化された方法による調査を開始する。

放射線生物学研究 WG
低線量放射線の影響を反映するバイオマー

カーは知られていないため、引き続き miRNA

や EML4-ALK 融合遺伝子などを中心に、種々
の条件下で有効なバイオマーカーの探索を継続
実施する。

甲状腺がん調査分科会
研究対象者に対する甲状腺超音波検査は、標

準化した検査法で実施し、一元的に判定され、
検査判定ともに精度管理できていると考える。
今後も精度の高い検査、判定を行うとともに、
二次検査結果の収集や過去の甲状腺超音波検査
受診歴等の収集も継続して実施する。
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心理的影響調査分科会
質問紙調査ではスティグマやライフイベン

ト、日常生活における社会的支援など、緊急作
業従事者の精神健康度に影響を及ぼしている因
子が明らかになった。緊急作業が長期になる場
合の上司による支援の重要性が示唆され、重大
災害における安全衛生体制および事後対応の在
り方に関する重要な知見が得られた。

死因・がん罹患調査分科会
健診受診者では、追跡や主な帰結把握に関す

る同意は高率であったが、引き続き、研究対象
者全員からの同意取得を目標に研究を進める。
死亡者の死因情報の収集を開始した。

線量評価分科会
内部被ばく線量評価では、超音波エコーによ

る甲状腺サイズによって甲状腺重量を求め、こ
れを考慮した甲状腺吸収線量の評価方法を考案
した。甲状腺中 131I を対象とした体外計測は、
十分な精度で行われたことを確認した。外部被
ばく線量評価では、電子式個人線量計の外部被
ばく指示値から任意の臓器線量に換算する係数
を実験的に決定した。染色体異常を指標とした
遡及的線量評価手法については、解析に必要と
なる画像解析ソフトウェアの開発を行うととも
に、プロトコールの国際標準化を行った。

F．健康危険情報
なし

G．研究発表
なし

H．知的財産権の出願・登録状況
1．特許取得

なし
2．実用新案登録

なし
3．その他

なし
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委員会・分科会・WGの構成員

　１．【運営委員会】
役 割 氏　名 所　属

委　員 分 明 石 真 言 量子科学技術研究開発機構
〃 分 岡 﨑 龍 史 産業医科大学
〃 分 児 玉 和 紀 放射線影響研究所
〃 分 祖父江　友　孝 大阪大学
〃 分 廣 　 尚 典 産業医科大学
〃 分 星　　　北　斗 星総合病院

　（氏名の頭の文字は、代＝研究代表者、分＝研究分担者、協＝研究協力者を示す）

　２．【解析・評価分科会】
役 割 氏　名 所　属

委員長 代 児 玉 和 紀 放射線影響研究所
委　員 分 明 石 真 言 量子科学技術研究開発機構

〃 分 大 石 和 佳 放射線影響研究所
〃 分 小　笹　晃太郎 放射線影響研究所
〃 分 笠 置 文 善 放射線影響協会
〃 分 祖父江　友　孝 大阪大学
〃 分 廣 　 尚 典 産業医科大学
〃 協 古 川 恭 治 放射線影響研究所
〃 分 吉 永 信 治 量子科学技術研究開発機構

　３．【臨床調査分科会】
役 割 氏　名 所　属

委員長 代 大久保　利　晃 放射線影響研究所
委　員 分 大 石 和 佳 放射線影響研究所

〃 分 岡 﨑 龍 史 産業医科大学
〃 分 喜多村　紘　子 放射線影響研究所
〃 分 佐々木　　　洋 金沢医科大学
〃 分 祖父江　友　孝 大阪大学
〃 分 谷 口 信 行 自治医科大学
〃 分 星 　 北 斗 星総合病院
〃 協 水 野 光 仁 星総合病院
〃 協 森 　 晃 爾 産業医科大学

　白内障 WG
役 割 氏　名 所　属

分 佐々木　　　洋 金沢医科大学
協 長　田　ひろみ 金沢医科大学
協 初　坂　奈津子 金沢医科大学
協 飛　田　あゆみ 放射線影響研究所
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　放射線生物学研究 WG
役 割 氏　名 所　属

分 岡 﨑 龍 史 産業医科大学
分 河 井 一 明 産業医科大学
協 楠　　　洋一郎 放射線影響研究所
協 香 﨑 正 宙 産業医科大学
協 盛　武　　　敬 産業医科大学

　４．【線量評価分科会】
役 割 氏　名 所　属

委員長 分 明 石 真 言 量子科学技術研究開発機構
委　員 分 小　笹　晃太郎 放射線影響研究所

〃 分 笠 置 文 善 放射線影響協会
〃 分 栗 原 　 治 量子科学技術研究開発機構
〃 分 数　藤　由美子 量子科学技術研究開発機構
〃 分 百 瀬 琢 麿 日本原子力研究開発機構

協 阿 部 　 悠 福島県立医科大学
協 黒　須　由美子 福島県立医科大学
協 坂 井 　 晃 福島県立医科大学

　染色体 WG
役 割 氏　名 所　属

協 児 玉 喜 明 放射線影響研究所
分 数　藤　由美子 量子科学技術研究開発機構
協 阿 部 　 悠 福島県立医科大学
協 黒　須　由美子 福島県立医科大学
協 坂 井 　 晃 福島県立医科大学

　５．【死因・がん罹患調査分科会】
役 割 氏　名 所　属

委員長 分 小　笹　晃太郎 放射線影響研究所
委　員 協 片 山 博 昭 放射線影響研究所

〃 分 祖父江　友　孝 大阪大学
〃 分 吉 永 信 治 量子科学技術研究開発機構

　６．【甲状腺がん調査分科会】
役 割 氏　名 所　属

委員長 分 祖父江　友　孝 大阪大学
委　員 協 今 泉 美 彩 放射線影響研究所

〃 分 谷 口 信 行 自治医科大学
〃 分 宮　川　めぐみ 虎の門病院
〃 分 百 瀬 琢 麿 日本原子力研究開発機構
〃 分 吉 永 信 治 量子科学技術研究開発機構
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７．【心理的影響調査分科会】
役 割 氏　名 所　属

委員長 分 廣 　 尚 典 産業医科大学
委　員 分 重 村 　 淳 防衛医科大学校

〃 協 日　野　亜弥子 産業医科大学
〃 協 真 船 浩 介 産業医科大学
〃 協 山　田　美智子 放射線影響研究所
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Ⅱ． 分担研究報告（各分科会報告）



A．研究目的
本研究は、全国に分布する緊急作業従事者（以

下、「研究対象者」という。）を生涯にわたり追
跡調査する前向きコホート研究で、研究参加者
を確保しコホートを確定することおよび、生涯
追跡調査の枠組みの基本部分を確立すること
を、研究第一周期（研究開始からの 5 年間）の
目標としている。研究参加者確保の第一歩は、
研究参加を呼びかける研究対象者への働きかけ
である。本報告は、これまでの研究対象者への
働きかけを振り返り、参加状況および研究参加
者の特性をまとめ、今後の研究参加の呼びかけ
の要点を明らかにすることを目的とする。

B．研究方法
研究参加の呼びかけとして、研究対象者個々

人への働きかけおよび広報活動を行ってきた。

研究対象者個々人への働きかけは、対象 19,808

名のうち、東京電力株式会社（当時、現東京電
力ホールディングス株式会社、以下「東電」と
いう。）社員以外約 16,500 名と東電社員約 3,300

名とでは、企業側の協力体制が異なることから、
初回コンタクトの時期やその方法は別々とな
り、その後の研究参加の呼びかけも別の枠組み
で行ってきた。
1：東電社員以外の対象者への働きかけ

東電社員以外の対象者への初回コンタクト
は、平成 27 年 1 月に個人宛に郵送した「研究
開始のお知らせ」（資料 1）であった。その後、
主要元請企業の管理監督者に本研究への協力を
依頼する説明会を開催したのち、平成 27 年 7

〜 8 月に、対象者個人宛に「健診参加の意向調
査」（資料 2）を郵送した。健診参加の意向調査
に対し、参加希望の返信があった者へ順次、「参

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究 
研究対象者への働きかけ・研究対象者の特性分析

研究代表者　大久保利晃　公益財団法人放射線影響研究所　顧問研究員 

研究分担者　喜多村紘子　公益財団法人放射線影響研究所広島臨床研究部　副主任研究員

研究要旨
本研究は、全国に分布する緊急作業従事者（以下、「研究対象者」という。）

を生涯にわたり追跡調査する前向きコホート研究で、研究参加者を確保しコ
ホートを確定すること、および、生涯追跡調査の枠組みの基本部分を確立す
ることを、研究第一周期（研究開始からの 5 年間）の目標としている。本報
告では、これまでの研究対象者への働きかけを振り返り、参加状況および研
究参加者の特性をまとめた。研究参加の呼びかけとして、研究対象者個々人
への働きかけおよび広報活動を行ってきた。平成 30 年 1 月 15 日時点で、研
究対象者 19,808 名中、研究参加者 6,873 名（34.7％）、参加拒否者 3,432 名

（17.3％）、未返信者 7,392 名（37.3％）、宛先不明者 1,685 名（8.5％）であった。
今後、研究参加者を増加させるためには未返信者を減らすこと、参加拒否者
に研究参加再考を促すことが必要となる。それに加え、健診受診が困難な対
象者、一度参加拒否の意思を示した対象者をも取り込むため、繰り返して郵
便による研究参加勧奨を行うとともにウェブサイトやポスターなど、自然と
対象者の目に触れ、耳に入る受動的な情報発信による参加勧奨も強化する予
定である。このようにできる限りの研究参加勧奨を行い、研究第一周期終了
時には 9,000 名を超えるコホートを確保したいと考える。
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加申込書」（資料 3）を郵送した。平成 28 年 8

月には「参加申込書」未返信者、9 月には「健
診参加の意向調査」未返信者へ健診受診を呼び
かける「健診参加意向調査」（資料 4）を郵送し
た。平成 29 年 6 月には東京電力原子力保健安
全センター担当者を通し、福島第一原発安全衛
生推進協議会（協力企業の集まり）に加盟する
主要元請 14 社へ、本研究に関する連絡担当者
を選任し、研究事務局へ連絡いただけるよう依
頼した。10 社より選任された連絡担当者名の回
答があり、この方々に本研究への協力を依頼し
た。（資料 5）企業により実際の協力内容は異なっ
たが、8 社において、各社に関連する未返信者
に対して、返信を勧奨いただいた。平成 29 年
12 月には「健診参加の意向調査」で健診参加拒
否であった者、平成 30 年 1 月には「健診参加
意向調査」で健診参加拒否であった者へ健診参
加の再考を呼びかけるとともに、今すぐには健
診は受診しないが研究には協力する意思のある
研究対象者を掘り起こすため、「研究協力に関
する同意書」（資料 6）および「健診参加意向調
査」を郵送した。
2：東電社員の対象者への働きかけ

東電社員の対象者への研究参加勧奨は、東電
社内での本研究への協力に関する協議が終わる
まで延期され、初回コンタクトは東電社員以外
の対象者から 1 年以上遅れたが、平成 28 年 8

月に個人宛に郵送した「健診参加意向調査」で
あった。11 月には会社の協力を得て、8 月に郵
送した「健診参加意向調査」の未返信者に対し
て、「健診参加意向調査」を再度社内便にて配
布した。平成 29 年 4 〜 5 月には、会社の協力
のもと、比較的未返信者の多かった本店、福島
第一原発、柏崎刈羽原発で、事業場の健康診断
の機会に本研究への参加を呼びかける相談窓口
を設置し、対面で「研究協力に関する同意書」
および「健診参加意向調査」の提出を呼びかけ、
相談に応じた。9 月には、会社の協力を得て、
本店、福島第一原発、柏崎刈羽原発所属以外の
未返信者へ社内便で「研究協力に関する同意書」
および「健診参加意向調査」を配布した。平成
30 年 1 月には、これまでに「健診参加意向調査」

に健診参加拒否で回答した者へ研究協力および
健診受診再考の呼びかけを行うこととし、「研
究協力に関する同意書」および「健診参加意向
調査」を郵送した。
3：広報活動

平成 28 年 9 月に「NEWS 健診だより」を創
刊（資料 7）し、平成 29 年 9 月に第 2 号（資料 8）
を発刊した。NEWS 健診だよりには、健診受診
者の推移、本研究の健診項目の解説、健診受診
可能な全国機関の案内、健康に関するトピック
などを掲載した。NEWS 健診だよりの表紙は、
研究協力機関のうち、累積の健診受診者数が多
い機関から順に地域色のある写真提供を依頼し
ている。

本研究自体の周知および対象者の研究参加申
請窓口として、平成 29 年 9 月に本研究のウェ
ブサイトを開設した（資料 9）。平成 30 年 1 月
からは、対象者を本研究のウェブサイトへ誘導
する手段の一つとして、リスティング広告を開
始した。

リスティング広告は、インターネットの検索
エンジンにおいて、ユーザーが検索したキー
ワードに関連した広告を検索結果ページで表示
する広告手法である。主には商業目的で使われ
る手法であるが、今回は、不特定多数のインター
ネットユーザーの中に含まれる研究対象者を本
研究のウェブサイトへ誘導し、ウェブサイトか
ら研究参加申請を行うきっかけとなることを期
待し、リスティング広告を採用した。
（倫理面への配慮）「東電福島第一原発緊急作

業従事者に対する疫学的研究」の研究計画は、
放射線影響研究所　倫理審査委員会の承認を得
ている。

C．研究結果
研究開始当初、「研究参加＝健診受診」とし

て研究参加を呼びかけてきたが、現役で働いて
いる研究対象者が多く、研究の健診を受ける時
間がない、会社の健診があるため必要性を感じ
ない等の意見も聞かれ、本研究運営委員の合意
にて「今すぐには健診は受診しないが研究には
協力する」意思を示した研究対象者も研究参加
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者に含めることが決まり、平成 29 年 4 月以降は
研究参加者の定義が広がった集計となっている。
1：研究参加者、参加拒否者および未返信者、

宛先不明者等の推移
平成 30 年 1 月 15 日時点では、研究対象者

19,808 名（東電社員以外 16,623 名、東電社員
3,185 名）中、研究参加者 6,873 名（34.7％、東
電社員以外 4,943 名、東電社員 1,930 名）、参加
拒否者 3,432 名（17.3％、東電社員以外 2,846 名、
東電社員 586 名）、未返信者 7,392 名（37.3％、
東電社員以外 6,833 名、東電社員 559 名）、宛先
不明者 1,685 名（8.5％、東電社員以外 1,589 名、
東電社員 96 名）であった。平成 27 年 8 月以降

の研究参加者、参加拒否者の推移を東電社員以
外、東電以外に分けて示した。（図 1）

郵送や社内便、主要元請企業を介した返信勧
奨等により、研究参加者数は確実に増加した。
同時に、増加分の 1 ／ 5 程度ではあるが、参加
拒否者も増加した。未返信者、宛先不明者等は
徐々に減少し、平成 29 年 11 月にようやく、意
思表示のない対象者が 50％を下回った。（図 2）
2：研究参加者、参加拒否者、未返信者の特性

以下の検討は、平成 29 年 12 月末日の研究参
加状況、平成 30 年 1 月 1 日時点の年齢、平成
29 年 12 月末日の登録住所情報、所属企業情報、
厚生労働省緊急作業従事者等の長期的健康管理

図 1　研究参加者数、参加拒否者数の推移
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のためのデータベースに登録されている累積被
ばく線量（緊急作業時の累積の外部被ばく線量、
預託線量の合計）を用いて行った。

平成 29 年 12 月末日時点の研究参加者は 6,734

名で、男性 6,722 名、女性 11 名、その他 1 名で
あった。平均年齢は 51.6 歳（標準偏差、以下「SD」

という、10.5）、参加拒否者 3,551 名の平均年齢
は 51.8 歳（SD11.3）、未返信者 7,410 名の平均
年齢は 49.5 歳（SD11.6）であった。年齢区分（20

代〜 70 代以上の 6 カテゴリー）ごとの研究参
加者割合は、20 代 19.4％、30 代 27.4％、40 代
34.3％、50 代 38.1％、60 代 35.4％、70 代以上

図 2　研究参加状況の推移

図 3　研究参加者割合、参加者割合、未返信者割合の変化（年代別）

表 1　研究参加、参加拒否、未返信状況（年代別）
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31.3％であった。生年月日が不明の 8 名は除外
した。年代別の研究参加者割合、参加拒否者割
合、未返信者割合を示した。（表 1）

研究参加者割合、参加拒否者割合、未返信者
割合の年代による推移では、20 代〜 40 代は未
返信者割合、研究参加者割合、参加拒否者割合
の順に多いが、50 代、60 代では研究参加者割
合が未返信者割合を上回り、70 代以上で再度、
未返信者割合が研究参加割合よりも高い結果で
あった。（図 3）

研究参加者割合は、年代による差が有意に見
られた（χ2 検定：p ＜ 0.01）。50 代の研究参加
者割合は 60 代を除くその他の年代よりも有意
に高く、20 代の研究参加者割合は他のどの年代
と比較しても有意に低かった。（図 4）参加拒否
者割合も年代による差が有意に見られた（χ2 検
定：p ＜ 0.01）。参加拒否者割合は、60 代、70

代以上が 30 代、40 代よりも有意に高かった。（図
5）未返信者割合も年代による差が有意に見ら
れた（χ2 検定：p ＜ 0.01）。20 代の未返信者割

図 4　研究参加者割合の比較（年代別）

図 5　参加拒否者割合の比較（年代別）

図 6　未返信者割合の比較（年代別）
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合は 40 代、50 代、60 代、70 代以上と比較して
有意に高く、30 代の未返信者割合は 50 代、60

代よりも有意に高かった。（図 6）
登録住所による都道府県別では、福島県が最

多で 5,359 名、次いで東京都 2,436 名、神奈川県
1,991 名であった。福島県、東京都、神奈川県

の研究参加者割合はそれぞれ、28.8％、41.5％、
41.7％であった。都道府県別の研究参加者割合、
参加拒否者割合、未返信者割合を示した。（表 2）
住所地不明の 85 名は除外した。

所属企業別では、東電社員以外、東電社員の
それぞれの研究参加者割合は、29.3％、58.5％

表 2　研究参加、参加拒否、未返信状況（県別）
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であった。所属企業別の研究参加者割合、参加
拒否者割合、未返信者割合を示した。（表 3）い
ずれも、所属企業により有意な差が見られた（χ2

検定：p ＜ 0.01）。
研 究 参 加 者 6,625 名 の 平 均 被 ば く 線 量 は

15.9mSv（SD25.6）、参加拒否者 3,466 名の平均
被ばく線量は 12.6mSv（SD24.5）、未返信者 7,219

名の平均被ばく線量は 11.5mSv（SD18.1）であっ
た。線量を 5mSv 未満、5mSv 以上 10mSv 未満、
10mSv 以 上 20mSv 未 満、20mSv 以 上 50mSv

未満、50mSv 以上 100mSv 未満、100mSv 以上
150mSv 未満、150mSv 以上の 7 カテゴリーに区
分し、線量区分ごとの研究参加状況を検討した。
研究参加者割合は、5mSv 未満 33.0％、5mSv 以
上 10mSv 未満 33.1％、10mSv 以上 20mSv 未満
31.6％、20mSv 以上 50mSv 未満 35.8％、50mSv

以上 100mSv 未満 50.7％、100mSv 以上 150mSv

未満 66.2％、150mSv 以上 67.6％であった。線
量情報が得られなかった 483 名は除外した。線
量別の研究参加者割合、参加拒否者割合、未返
信者割合を示した。（表 4）

研究参加者割合は線量区分による差が有意に
見られた（χ2 検定：p ＜ 0.01）。100mSv 以上
150mSv 未満、150mSv 以上の研究参加者割合は
他の線量区分よりも有意に高かった。（図 7）参
加拒否者割合も線量区分による差が有意に見ら
れた（χ2 検定：p ＜ 0.01）。5mSv 未満の参加拒

否者割合は 5mSv 以上 10mSv 未満、10mSv 以
上 20mSv 未満、20mSv 以上 50mSv 未満の参加
拒否者割合よりも有意に高かった。（図 8）未返
信者割合も線量区分による差が有意に見られた

（χ2 検定：p ＜ 0.01）。5mSv 未満、5mSv 以上
10mSv 未満、10mSv 以上 20mSv 未満、20mSv

以上 50mSv 未満の未返信者割合は 50mSv 以
上 100mSv 未 満、100mSv 以 上 150mSv 未 満、
150mSv 以上と比較して有意に高かった。（図 9）
3：研究参加者の研究協力状況

平成 29 年 12 月末日までに取得できた同意
書 5,016 名分のうち、健診時に取得した同意書
は 4,622 名分、「今すぐには健診は受診しないが
研究には協力する」意思を示した対象者の同意
書は 394 名分であった。研究協力に関する意思
確認の項目では、1）東電、元請企業および緊
急作業時の所属企業等が保有する、緊急作業の
状況や被ばく線量および法定健診の結果に関す
る資料の提供を受けること（以下、「所属企業
等から緊急作業時の状況および被ばく線量、法
定健診結果の提供を受けること」という。）、2）
放射線影響協会の中央登録センターに記録され
ている、原発事故前も含めた被ばく線量に関す
る資料の提供を受けること（以下、「原発事故
前も含めた職業被ばく線量の提供をうけるこ
と」という。）、3）放射線を使用した検査や治
療を受けた医療機関や健康保険組合等より、医

表 3　研究参加、参加拒否、未返信状況（所属企業別）

表 4　研究参加、参加拒否、未返信状況（線量区分別）
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療放射線被ばく線量に関する情報の提供を受け
ること（以下、「医療機関での検査や治療によ
る医療放射線被ばく線量の提供を受けること」
という。）、4）将来転居した時の変更後の住所、
婚姻等により改名した時の変更後の氏名等、お

よび生死の確認・追跡を行うのに必要な情報を
得るために、法律で定められた手続きに従い、
住民票を照会すること（以下、「法律で定めら
れた手続きに従い、住民票を照会すること」と
いう。）、5）居住地の都道府県の地域がん登録、

図 7　研究参加者割合の比較（線量区分別）

図 8　参加拒否者割合の比較（線量区分別）

図 9　未返信者割合の比較（線量区分別）
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又は国立がん研究センターの全国がん登録より
がん罹患情報の提供を受けること（以下、「地
域がん登録、または全国がん登録よりがん罹患
情報の提供を受けること」という。）、6）放射
線作業従事者の法定健診の過去および将来の結
果を、健診実施機関より提供を受けること（以
下、「過去および将来の法定健診結果を、健診
実施機関より提供を受けること」という。）、7）
甲状腺検査（血液検査、超音波検査、細胞診など）
を受けた医療機関より、精密検査結果および関
連する診療情報の提供を受けること、ただし照
会内容、照会先医療機関等に関しては、あらか
じめ個別にあなたの同意を得ることとします。

（これまで受診されていない方は、今後、受診
された場合を想定してお答えください）（以下、

「甲状腺検査を受けた医療機関より、精密検査
結果および関連する診療情報の提供を受けるこ
と」という）、の 7 項目について意思を確認した。
同意割合は、97.0％〜 98.3％であった。（表 5）

D．考察
研究参加者を確保しコホートを確定すること

を第一周期の目標として取り組みを続けてき
た。平成 30 年 1 月 15 日時点で研究参加者は約
6,700 名となったが、研究対象者 19,808 名の約
35％に留まっている。

年代別では、20 代の特徴は、未返信者割合が
高い上に参加拒否者割合も高く、結果、研究参
加者が少ないことである。発送した郵便を見て
いない、開けていない研究対象者が多いと推測
される。また、健康不安のあまりない年代であ
り、積極的に健診を受診する動機づけとなるこ
とが少ないと考えられる。30 代の特徴は、未返

信者割合は 20 代についで高いが、参加拒否者
割合が全年代の中で最も低いことである。20 代
と同様に発送した郵便を見ていない、開けてい
ない研究対象者は多いと推測されるが、健康不
安はまだあまりない世代ではあるものの参加拒
否が少ないことに、婚姻状況や子供の有無など
が関係しているのではないかと考えられた。40

代は、未返信者割合は比較的高めであるが、参
加拒否者割合が比較的低めで、30％台の研究参
加者割合を保持した。50 代は、未返信者割合は
比較的低めで、研究参加者割合が全年代の中で
最も高いことが特徴である。40 代、50 代は研
究対象者数が多いため、この世代の研究参加者
割合が高いことはコホートを確保する上で、重
要である。研究参加者のうち、「今すぐには健
診は受診しないが研究には協力する」意思を示
した対象者は 336 名であったが、そのうち 108

名が 40 代、98 名が 50 代であり、40 代、50 代
は働き盛りで多忙ではあるが、本研究の意義、
目的を理解した上での研究参加者が多いと推測
された。60 代、70 代以上は、未返信者割合は
比較的低く、特に 60 代は全年代の中で最も低
いが、参加拒否者割合がともに高く、20％を超
えていた。参加拒否の意思表示をした当時は 50

代後半、60 代後半で、現役で働いており研究に
参加し健診を受けることは時間的に困難であっ
たため参加拒否された方も含まれると考えられ
るため、60 代、70 代以上の参加拒否者へは、
退職後の健康管理の 1 つとして、本研究の健診
受診を再考するよう促す取り組みを進めたいと
考えている。

線量別では、線量の高い区分ほど東電社員の
占める割合が高く、東電社員と東電社員以外で

表 5　研究参加者の研究協力状況
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は東電社員の方が、研究参加者割合が高いため、
線量の高い区分ほど研究参加者割合が高い結果
となったと考えられる。（表 6）

主要元請を介した返信勧奨では、対応範囲は
自社社員のみ、協力企業社員も含むなど、企業
により異なった。また、社内での返信勧奨も、
研究事務局から届いている封書へ返信すること
を社内メール等で案内する、必要書類を社内便
で配布する、提出用書類を社内で回収する、な
ど企業により異なった。実質、直接個人への返
信勧奨がなされた企業における返信割合は、対
未返信者数で 7.8％〜 57.8％まで幅があったが、
いずれの企業においても、すでに離職／退職し
た作業者の追跡フォローは相当困難であること
が分かった。（表 7）

企業担当者からは、以下のような現状の説明、
研究参加者が伸びないことに関する意見、提案
を頂いた。「似た名前の他機関による、似た名
前の研究に関する文書が会社宛、個人宛に送ら
れており、作業者は同じものと思い込み回答し
ていない可能性がある」「福島の住宅事情とし
て、居住先を変えている（単身で発電所近くに
居を構えている）作業者も多く、案内等が直接
本人へ渡っていない可能性がある」「作業者は
移動の頻度が高く、あまり期間が経つと作業が
終了し、所属会社から退社してしまう可能性が

高い」「建設業の場合、必要な技能を有してい
る作業者を必要な期間のみ雇用することが通常
であるため、契約の工事期間が終了した場合、
他の現場へ移ってしまう。一般の建設現場では、
日々現場が異なる作業者もいるくらいである。
製造業や研究職のように、1 か所でじっくり業
務に取り組むことは少ない」「福島第一原発の
事故当時、緊急作業として各所から必要な技能
を有している作業者に応援に来てもらったが、
緊急作業終了後には通常の業務に戻っている」

「緊急作業後、時間が経過していることもあり、
作業者の協力意識は極めて低いと予想される」

「自社内と言え、対象者が全国の他部門、他業
種に分散しており、放射線管理部門とコミュニ
ケーションがなくなっている。現時点で放射線
業務従事者でない場合は、放射線管理部門とし
て管理もできない。協力企業においては、社内
よりももっと顕著に、緊急作業当時の元請企業
の放射線管理部門とコミュニケーションがなく
管理できない」「もともと放射線業務を行う専
門の企業ではなく、放射線とは一切の関わりの
ない部署に所属する対象者が多く、緊急作業終
了後は元の部署に戻って仕事をしており、原発
事故や放射線に関する興味も情報も喪失してい
る」「大企業に属さない大半の対象者は業務を
抜けて研究協力に時間を費やせるほどめぐまれ

表 6　所属企業と線量区分

表 7　企業による返信勧奨の効果
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ていない。」「現在、福島第一原発へは大半の企
業は乗合バス等で通退勤しているため、個人が
作業途中に健診受診に向かうことは困難」「多
くの対象者は東電サイトで働いていると思われ
るため、福島第一、福島第二、柏崎刈羽にて健
診を実施することを提案する」

今後、研究参加者を増加させるためには未返
信者約7,400名を減らすこと、参加拒否者約3,500

名に研究参加再考を促すことが必要となる。こ
れまで、主に郵便による研究参加勧奨を行って
きたが、郵便は能動的に封筒を開封し、中の書
類を読んでもらわなければ情報が伝わらない。
未返信者、参加拒否者の能動的な行動はあま
り期待できず、意識はしていないが自然と目に
触れ、耳に入る受動的な情報発信、参加勧奨も
必要と考えている。情報発信として、ウェブサ

イトの有効活用は必須と考えている。日ごとの
ウェブサイト閲覧者数は、9 月 15 日の開設直後、
一時的に閲覧者数が増加した時もあったが、1

か月ほど経ってからは、閲覧者数はおおむね低
調に推移した。（図 10）一時的に増加した時は、
ウェブサイト開設の記事を載せた NEWS 健診
だより第 2 号が対象者の手元に届いた時期と推
測される。

平成 29 年 10 月以降の 1 日のウェブサイト閲
覧者数の平均は、10 月 8.9 人（新規閲覧者数 3.5

人）、11 月 3.9 人（新規閲覧者数 1.9 人）、12 月 8.2

人（新規閲覧者数 4.0 人）、平成 30 年 1 月 24.5

人（新規閲覧者数 20.9 人）で、閲覧数は少ない
中ではあるが、リスティング広告を開始してか
ら伸びを見せている。（図 11）

今後は、広告を表示させる検索ワードの精査

図 10　日ごとのウェブサイト閲覧者数の推移

図 11　ウェブサイト累積閲覧者数の推移
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と改訂、より効果的な広告手法の模索、本研究
のウェブサイトの内容充実を図り、閲覧者を増
やすとともに、ウェブサイトからの研究参加登
録者の増加も目指している。

E．結論
研究参加者を確保しコホートを確定すること

を研究第一周期（研究開始からの 5 年間）の目
標として、研究参加勧奨を継続してきた。平成
30 年 1 月 15 日時点で、研究対象者 19,808 名中、
研究参加者は 6,873 名（34.7％）となった。今後、
研究対象者を増加させるためには未返信者約
7,400 名を減らすこと、参加拒否者約 3,500 名
に研究参加再考を促すことが必要となる。仕事
を休んでの健診受診が困難な方や、現時点では
健診に魅力を感じない方などを研究協力という
形で取り込むことや、以前に参加拒否の意思表
示をされた方の就業状況や加齢による健康状態
の変化に伴う意思の変更をキャッチするために
も、参加拒否者、未返信者を対象とする郵便送
付を継続したいと考えている。同時に、自ら開
封し中の文書を読んでもらう必要のある郵便に
よる研究参加勧奨に加え、今後は、自然と目に
触れ、耳に入るウェブサイトやポスターなどの
受動的な情報発信、参加勧奨も検討する。この
ように、できる限りの研究参加勧奨を行い、研
究第一周期終了時には 9,000 名を超えるコホー
トを確保したいと考えている。

G．研究発表
なし

H．知的財産権の出願・登録状況
なし
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 「東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究」の「健診のご案内」をご覧に

なって、健診への参加のご意向を次の１～７の中からひとつ選び、同封の返信封筒にて

　今後ともなにとぞよろしくお願いいたします。

ご返送いただければ幸いです。なお、下の枠内に記載されている

是非参加したい1.

参加したい2.

参加してもよい3.

参加したくない4.

どちらでもよい5.

わからない6.

もう少しくわしく知りたい7.

（ ）

(フリガナ) ﾎｳｴｲｹﾝ　ﾀﾛｳ
お名前 放影研　太郎

732-0815ご住所 広島市南区比治山公園5-1

082-261-3131

勤務先 放射線影響研究所

広島市南区比治山公園5-1

732-0815

（ 別　紙 ）

放影研　太郎  様

〒

（ ）

〒

固定電話

携帯電話

連絡の取れる時間帯 　　　曜日、午前　　　　時、　午後　　　　時　頃

勤務先住所

備　考

記入日 年　　　　　　月　　　　　　日

ご連絡先に間違いや変更がある場合にはご訂正いただきますようお願いいたします。

ご都合の良い曜日と

〒

〒

８月 ○ 日(○)までに

〒
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謹啓 盛夏の候、貴社ますますご盛栄のこととお慶び申し上げます。

さて、私どもは平成 26 年度より厚生労働省労災疾病臨床研究事業補助金を受け、「東電

福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究」を実施しております。本研究の第一ス

テップとして、緊急作業従事者の方々へ、これまで繰り返し研究参加のご案内を郵送して

参りましたが、残念ながら約 2 万人の対象者のうち、一度も返信のない方が約 9,500 人に

のぼる現状でございます。

信頼性のある疫学的研究を進めるために、現時点での最大の課題は、研究参加者を増や

すことになっております。このための試みとして平成 29 年 3～5 月には、東京電力ホール

ディングス株式会社において、未返信の対象者に対し、社内便を用いて研究参加のご案内

を送付したうえで、一斉メールによる回答の推奨、定期健康診断の場を利用した研究担当

者による回答回収窓口の設置などを行っていただきました。その結果、約 6 割の方より何

らかの回答を得ることができ、個人への郵送では返信が得られていない対象者においては、

会社を通してのアプローチは効果的な手段ではないかと考えております。

平成 27年度に本調査へのご協力をお願いする会議にご出席いただいておりますが、この

たび、御社の具体的なご協力を賜りたく、お願い申し上げる次第でございます。

つきましては、未返信の対象者へ会社を通してアプローチすることにご協力いただける

かどうか、また、ご協力いただける場合の詳細につきましてお尋ねしておりますので、次

頁の各項目につきご検討のうえ、ご回答のほどよろしくお願いいたします。

敬白 

公益財団法人 放射線影響研究所 顧問研究員

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究

研究代表者 大久保 利晃
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ご回答用紙 

 
会社名：        
 
①未返信の対象者へ会社を通してアプローチすることに、ご協力いただけるかどうかご回答くだ

さい。 
１）御社について：（ 協力する ・ 協力出来ない ） 
 
２）緊急作業当時の御社関連（下請け）企業への働きかけ：（ 協力する ・ 協力出来ない ） 
  複数の関連企業がある場合には企業によってご回答が変わると予想されます。 
  私どもから関連企業に対しお願いの手紙などを送付するあて先や担当者名などをご教示いた 

だける場合には、併せてご回答のほどよろしくお願いいたします。 
 
 
②御社がご協力いただける場合、以下の１）～４）の可否、また、御社の事情に合わせて、より 
良い方法でのご協力がいただける場合は、その内容を５）その他へご回答ください。 

１）疫学調査の事務局から提供する、貴社関連の未返信者リストについて、現在も所属する社員 
であるかどうかを調べていただくこと。（ 協力する ・ 協力出来ない ） 
 

２）現在御社に所属している未返信の対象者へ、これまでに郵送されている参加意向調査に、何 
らかの回答するように勧奨していただくこと。（ 協力する ・ 協力出来ない ） 

 
３）現在御社に所属している未返信の対象者へ、社内便で参加意向調査を配布していただくこと

（返送は返信用封筒使用）。（ 協力する ・ 協力出来ない ） 
 
４）現在御社に所属している未返信の対象者へ、社内便で参加意向調査を配布いただいたうえで

研究担当者がお伺いし、説明、相談し、回答を回収する機会を設けていただくこと。 
  （ 協力する ・ 協力出来ない ） 
 
５）その他 
 
 
 
 お時間をいただける場合、今回お願いしたい内容をご説明に、御社へお伺いいたします。ご検 
討のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 
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A．研究目的
平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災後の東京

電力福島第一原子力発電所（以下、「東電福島
第一原発」という。）事故対応のための緊急作
業にあたり、国は同年 3 月 14 日から同年 12 月
16 日まで、緊急被ばく線量限度を 100mSv から
250mSv に引き上げた。本研究は、この期間に
東電福島第一原発での緊急作業に従事した労働
者（以下、「緊急作業従事者」という。）約 2 万
人を対象に、1）生涯にわたる定期的な健康診

断（1 回／ 3 〜 5 年）により長期的かつ総合的
に健康状態を継続調査するとともに、緊急作業
の実態を個人別に詳細に把握することで、より
正確な被ばく線量の推定を行い、比較的低い線
量の継続的な放射線被ばくの健康影響を調査す
ること、2）がん検診を含む健康診断を定期的、
継続的に実施し、緊急作業従事者の健康管理に
役立てること、などを目的としている。臨床調
査は単に健康診断を実施するだけでなく、研究
参加希望者に継続して健康診断を受診いただく

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究 
臨床調査分科会

研究代表者　大久保利晃　公益財団法人放射線影響研究所　顧問研究員 

研究分担者　喜多村紘子　公益財団法人放射線影響研究所広島臨床研究部　副主任研究員 

研究分担者　児玉　和紀　公益財団法人放射線影響研究所　主席研究員 

研究分担者　大石　和佳　公益財団法人放射線影響研究所広島臨床研究部　部長 

研究分担者　岡﨑　龍史　産業医科大学産業生態科学研究所放射線健康医学研究室　教授 

研究分担者　佐々木　洋　金沢医科大学眼科学講座　教授 

研究分担者　祖父江友孝　大阪大学大学院医学系研究科社会環境医学講座環境医学　教授 

研究分担者　谷口　信行　自治医科大学臨床検査医学　教授 

研究協力者　森　　晃爾　産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学研究室　教授

研究要旨
臨床調査分科会では、平成 29 年度は平成 28 年度に引き続き、年間を通し

て健康診断を実施した。健康診断に先立ってインフォームド・コンセントを
取得し、健康診断と同時に将来の研究利用のために生体試料の採取・保存も
実施した。本報告では、平成 28 年 1 月から平成 29 年 12 月までに健康診断
を受診した 3,991 名のインフォームド・コンセント取得状況および検査結果
を集計した。健診受診者における研究協力に関する同意率は全項目において
99.8％以上、生体試料の保存に関する同意は血液保存、尿保存は 99％以上、
将来のヒトゲノム・遺伝子解析調査に使用するための血液保存も 98.3％と高
い割合であったことから、研究の目的、意義を理解した上で協力が得られて
いると考えられた。ベースラインの健康状態として現時点で集団として目
立った異常を示す項目はなかったが、肥満者、現喫煙者（特に 20 代）、飲酒
習慣のある者が多く、生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者が多
い、などの傾向が観察された。本研究はコホートをはじめの 5 年間で確立す
ることを予定しており、今回の集計対象はコホートの一部であるが、今後の
追跡の中で注意すべき年代別、作業区分別の生活習慣および健康状態に関す
る知見が得られた。
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ための動機づけの場、個別に緊急作業時の情報
を得る機会でもあり、対象者との重要な接点と
なるため、臨床調査の充実、着実な実施は本研
究において大変重要である。

平成 29 年度は、健診受診希望者の健康診断
を進め、継続調査のベースラインとなる情報を
蓄積した。本報告では、平成 28 年 1 月から平成
29 年 12 月までに健康診断を受診した 3,991 名
の結果を集計し、健診受診者のベースラインの
健康状態の傾向を把握することを目的とする。

B．研究方法
平成 29 年度は平成 28 年度に引き続き、年間

を通して健康診断を実施した。各研究協力機関
においては、健康診断に先立ってインフォーム
ド・コンセント（以下、「IC」という。）を取得し、
健康診断と同時に将来の研究利用のために生体
試料の採取・保存も実施した。研究事務局は、
IC、健康診断、保存のための生体試料の採取に
際し研究協力機関が参照する「疫学研究協力機
関の手引き」や「健診マニュアル」等を作成し
ているが、必要に応じて適宜改訂を加え、健康
診断の精度管理に努めた。

IC は、①本研究自体の理解に関する項目（背
景、目的、方法、費用、個人情報保護、参加・
参加中止の自由、利益相反など）、②研究協力

（放影研が外部機関から個人情報を受けて研究
に利用することに同意すること）に関する意思
確認の項目（所属企業や放射線影響協会、医療
機関からの情報提供、全国がん登録制度の登録
情報や住民票の照会など）、③健康診断の各検
査および同時に実施する他の分科会の検査（甲
状腺超音波検査、構造化面接、心の健康に関す
る質問紙調査）の実施に関する意思確認の項目

（健康診断結果の研究利用含む）、④生体試料の
保存およびその研究使用に関する意思確認の項
目、について取得した。IC に関しては、健診時
の対面で取得するのみでなく、平成 29 年度か
ら郵送やウェブサイトで研究協力に関する同意
取得を開始したが、本報告では健診時に取得し
た IC の結果を報告する。

健康診断では、①診察、生理学的検査（心電
図検査）、②検体検査（血液、尿、便潜血、喀痰）、
③画像検査（胸部 X 線検査、腹部超音波検査）
を実施し、同時に事前記入を依頼してある④自
記式の質問紙調査「健康と生活習慣に関する質
問票」を取得した。（資料 1）健康診断項目には
平成 28 年度から変更はなかった。（資料 2）

（倫理面への配慮）
「東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫
学的研究」の研究計画は、放射線影響研究所

（以下、「放影研」という。）倫理審査委員会の
承認を得ている。

C．研究結果
（1）健康診断実施体制および実施状況

平成 29 年度は新規追加の研究協力機関はな
く、74 機関体制で健診を実施した。各研究協力
機関には、健康診断遂行のキーパーソンとなる
担当者（本研究ではリサーチコーディネーター
と呼んでいる。以下、「RC」という。）の選任
を依頼しており、RC は健診希望者へのコンタ
クトや研究協力機関内での体制構築などの役を
担っている。平成 29 年度は、6 月 21 日に第 4

回目の RC 会議（各研究協力機関の RC が集まり、
現場の課題を共有したり、情報交換を行ったり
する会議。毎年 1 回は開催している）を開催し、
66 機関より 68 名の RC が参加した。

平成 28 年 1 月から平成 29 年 12 月までの累
積の健診希望者は6,414名、健診受診者数は4,007

名であったが、平成 29 年に厚生労働省（以下、
「厚労省」という。）による緊急作業従事者の見
直しにより、健診受診者のうち 16 名が本研究
の対象外となったため、本報告では健診受診者
3,991 名を集計対象とした。緊急作業従事者の
居住地に偏りがあるため、研究協力機関ごとの
健診希望者数、健診受診者数にも偏りが見られ
た。健診希望者数、健診受診者数ともに福島県
いわき市にある福島県労働保健センターいわき
好間コミュニティ健診プラザが最も多く、それ
ぞれ 1,036 名、637 名であった。（表 1）
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（2）マニュアル等の作成・改訂
主に、平成 28 年度までに作成した「疫学研

究協力機関の手引き」や「健診マニュアル」に
おいて、ウェブサイトでの研究協力に関する同

 

研究協力機関名 所在県
健診

希望者数
健診

受診者数
健診

待ち人数

北海道労働保健管理協会 北海道 97 51 46

八戸市総合健診センター 青森 114 42 72

岩手県予防医学協会 岩手 39 32 7

杜の都産業保健会一番町健診クリニック 宮城 34 29 5

宮城県成人病予防協会仙台循環器病センター 宮城 41 30 11

宮城県成人病予防協会中央診療所 宮城 65 48 17

日本健康管理協会山形健康管理センター 山形 14 10 4

福島県労働保健センター 福島 106 85 21

星総合病院 福島 213 124 89

福島県労働保健センターいわき好間コミュニティ健診プラザ 福島 1,036 637 399

三春町立三春病院 福島 13 8 5

南相馬市立総合病院 福島 113 80 33

茨城県総合健診協会 茨城 141 90 51

日立健康管理センタ 茨城 130 90 40

栃木県保健衛生事業団 栃木 134 97 37

日本健康管理協会伊勢崎健診プラザ 群馬 104 78 26

埼玉県健康づくり事業団 埼玉 111 55 56

ちば県民保健予防財団 千葉 266 142 124

君津健康増進センター 千葉 3 3 0

聖隷佐倉市民病院健診センター 千葉 15 0 15

健康医学協会東都クリニック 東京 148 77 71

東京都予防医学協会 東京 515 442 73

日本予防医学協会付属診療所ウェルビーイング毛利 東京 115 38 77

同友会春日クリニック 東京 297 232 65

こころとからだの元氣プラザ 東京 374 252 122

綜友会高戸橋クリニック 東京 111 61 50

綜友会第二臨海クリニック 東京 88 43 45

神奈川県予防医学協会 神奈川 591 427 164

神奈川県結核予防会 神奈川 47 37 10

新潟県労働衛生医学協会プラーカ健康増進センター 新潟 38 25 13

新潟県労働衛生医学協会アクアーレ長岡健康増進センター 新潟 107 29 78

健康医学予防協会新潟健診プラザ 新潟 45 10 35

健康医学予防協会長岡健康管理センター 新潟 170 107 63

北陸予防医学協会高岡総合健診センター 富山 3 2 1

北陸予防医学協会健康管理センター 富山 6 6 0

石川県予防医学協会 石川 21 12 9

福井県労働衛生センター 福井 21 16 5

福井県予防医学協会 福井 1 0 1

中部公衆医学研究所 長野 11 9 2

岐阜県産業保健センター 岐阜 5 4 1

ぎふ綜合健診センター 岐阜 23 18 5

聖隷福祉事業団健康診断センター 静岡 24 16 8

聖隷福祉事業団健康サポートセンターShizuoka 静岡 54 32 22

聖隷福祉事業団予防検診センター 静岡 2 2 0

愛知健康増進財団 愛知 12 8 4

オリエンタル労働衛生協会 愛知 21 13 8

半田市医師会健康管理センター 愛知 4 4 0

日本予防医学協会東海事業部 愛知 34 30 4

三重県産業衛生協会 三重 21 13 8

滋賀保健研究センター 滋賀 1 1 0

京都工場保健会 京都 13 10 3

愛仁会総合健康センター 大阪 92 59 33

兵庫県予防医学協会 兵庫 41 30 11

NSメディカル・ヘルスケアサービス 和歌山 8 8 0

表 1　研究協力機関ごとの健診希望者数、健診受診者数、健診待ち人数
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意取得開始に伴う新規事項や変更事項、新規シ
ステム導入に伴う変更事項、日々の健康診断実
施時に発生した問題への対処方法などを踏まえ
て、作成・改訂した。作成・改訂したマニュア
ル等は各研究協力機関の RC へ送付し、各研究
協力機関の関係者への周知を依頼した。

（3）検体検査の一元化および生体試料の系統的
な収集・保存
検体検査は、研究開始当初より一機関での一

元的な測定を目指していたが調整に時間を要
し、平成 28 年 1 月から 11 月までの 11 か月間
は、各研究協力機関の通常の方法で測定された
結果を放影研へ収集した。競争入札を経て平成
28 年 12 月より株式会社江東微生物研究所（以
下「江東微研」という。）へ一括して委託した。
全国の研究協力機関から江東微研の微研中央研
究所つくば（以下「中央研究所」）へ検体を集
約し、検査および生体試料保存のための血球、
血清、尿の分注、マイナス 80 度のディープフリー
ザーでの一時保存を行っている。凍結された生
物試料は放影研へ輸送され、放影研のロボット
フリーザーへ格納される。全国の研究協力機関
からの検体が中央研究所へ到着するまでの時

間、中央研究所到着から検査までの時間、中央
研究所到着からディープフリーザー格納までの
時間等は定期的に確認し、できるだけ短時間で
ディープフリーザー格納までが済むよう、打ち
合わせを行っている。凍結された生物試料を放
影研は輸送する際の温度モニタリングも定期的
に実施し、生物試料が溶けるような温度上昇が
ないことを確認している。

（4）インフォームド・コンセントの取得状況
本報告書における集計対象は、平成 28 年 1

月から平成 29 年 12 月までに健康診断を受診し
た 3,991 名である。
①本研究自体の理解に関する項目として、1）

研究の背景と目的、2）研究の期間、3）調査
対象となる方、4）調査対象となる健康影響、5）
調べさせていただくこと、6）研究参加にか
かる費用、7）研究計画の閲覧および情報公開、
8）個人情報の保護、9）研究への参加の自由、
参加中止の自由、10）研究に参加することに
よる利益と不利益、11）健診結果の報告と研
究成果の公表について、12）研究により生じ
る知的財産所有権について、13）研究により
生じる利益相反について、の 13 項目につい

表 1　研究協力機関ごとの健診希望者数、健診受診者数、健診待ち人数（続き）

 

研究協力機関名 所在県
健診

希望者数
健診

受診者数
健診

待ち人数

中国労働衛生協会鳥取検診所 鳥取 3 3 0

淳風会健康管理センター 岡山 17 8 9

島根県環境保健公社 島根 22 10 12

広島県集団検診協会 広島 22 16 6

中国労働衛生協会福山本部 広島 6 6 0

放射線影響研究所広島研究所 広島 33 31 2

愛媛県総合保健協会 愛媛 25 9 16

菅井内科 愛媛 0 0 0

高知県総合保健協会 高知 7 5 2

西日本産業衛生会北九州産業衛生診療所 福岡 18 10 8

福岡労働衛生研究所 福岡 12 2 10

九州健康総合センター 福岡 12 11 1

医療情報健康財団 福岡 22 22 0

佐賀県産業医学協会 佐賀 6 5 1

放射線影響研究所長崎研究所 長崎 28 20 8

熊本県総合保健センター 熊本 3 1 2

大分総合健診センター 大分 6 4 2

宮崎県健康づくり協会 宮崎 7 6 1

鹿児島県労働基準協会ヘルスサポートセンター鹿児島 鹿児島 11 10 1

那覇市医師会生活習慣病検診センター 沖縄 14 8 6

健診機関未定 271 0 271

合計 6,398 3,991 2,407
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て各研究協力機関の主には RC が説明し、理
解を確認した。各項目 1 〜 2 名の理解が得ら
れなかった（同一の対象者において、複数の
項目で理解が得られなかった）が、理解の得
られた割合は 99.9％以上であった。（表 2）研
究に関する理解が得られなかった 2 名に関し
ては、以降の集計より除外した。

②研究協力に関する同意項目では、1）東電、
元請企業および緊急作業時の所属企業等が保
有する、緊急作業の状況や被ばく線量および
法定健診の結果に関する資料の提供を受ける
こと（以下、「所属企業等から緊急作業時の
状況および被ばく線量、法定健診結果の提供
を受けること」という。）、2）放射線影響協
会の中央登録センターに記録されている、原
発事故前も含めた被ばく線量に関する資料の
提供を受けること（以下、「原発事故前も含
めた職業被ばく線量の提供をうけること」と
いう。）、3）放射線を使用した検査や治療を
受けた医療機関や健康保険組合等より、医療

放射線被ばく線量に関する情報の提供を受け
ること（以下、「医療機関での検査や治療に
よる医療放射線被ばく線量の提供を受けるこ
と」という。）、4）将来転居した時の変更後
の住所、婚姻等により改名した時の変更後の
氏名等、および生死の確認・追跡を行うのに
必要な情報を得るために、法律で定められた
手続きに従い、住民票を照会すること（以下、

「法律で定められた手続きに従い、住民票を
照会すること」という。）、5）居住地の都道
府県の地域がん登録、又は国立がん研究セン
ターの全国がん登録よりがん罹患情報の提供
を受けること（以下、「地域がん登録、また
は全国がん登録よりがん罹患情報の提供を受
けること」という。）、6）放射線作業従事者
の法定健診の過去および将来の結果を、健診
実施機関より提供を受けること（以下、「過
去および将来の法定健診結果を、健診実施機
関より提供を受けること」という。）、7）甲
状腺検査（血液検査、超音波検査、細胞診な

表 2　研究に関する理解

表 3　研究協力に関する同意

 

人数 割合 人数 割合

1)研究の背景と目的 3990 99.97% 1 0.03%

2)研究の期間 3989 99.95% 2 0.05%

3)調査対象となる方 3989 99.95% 2 0.05%

4)調査対象となる健康影響 3990 99.97% 1 0.03%

5)調べさせていただくこと 3989 99.95% 2 0.05%

6)研究参加にかかる費用 3990 99.97% 1 0.03%

7)研究計画の閲覧および情報公開 3989 99.95% 2 0.05%

8)個人情報の保護 3990 99.97% 1 0.03%

9)研究への参加の自由、参加中止の自由 3990 99.97% 1 0.03%

10)研究に参加することによる利益と不利益 3989 99.95% 2 0.05%

11)健診結果の報告と研究成果の公表について 3990 99.97% 1 0.03%

12)研究による生じる知的財産所有権について 3989 99.95% 2 0.05%

13)研究により生じる利益相反について 3989 99.95% 2 0.05%

理解あり 理解なし
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ど）を受けた医療機関より、精密検査結果お
よび関連する診療情報の提供を受けること、
ただし照会内容、照会先医療機関等に関して
は、あらかじめ個別にあなたの同意を得るこ
ととします。（これまで受診されていない方
は、今後、受診された場合を想定してお答え
ください）（以下、「甲状腺検査を受けた医療
機関より、精密検査結果および関連する診療
情報の提供を受けること」という）、の 7 項目
について協力意思を確認した。同意率は高く、
全項目において 98.8％以上であった。（表 3）

③健康診断の各検査および同時に実施する他の
分科会の検査（甲状腺超音波検査、構造化面
接、心の健康に関する質問紙調査）の実施に
関する同意項目では、1）診察（身体計測・
心電図・血圧含む）、2）血液検査（生化学検
査含む）、3）前立腺腫瘍マーカー検査（男性）、
4）肝炎ウイルス検査、5）胃のピロリ菌・萎
縮性胃炎の血液検査、6）甲状腺機能検査、7）
尿検査、8）便潜血検査、9）喀痰細胞診検
査、10）胸部 X 線検査、11）腹部超音波検査、
12）健康と生活に関する質問票、13）甲状腺
超音波検査、14）心の健康に関する質問票、
15）構造化面接に関して、受診者の希望を確
認し、さらに健診・質問票による調査の結果
を研究に使用することに関する協力意思を確

認した。13）甲状腺超音波検査、15）構造化
面接に関しては、健康診断と同時に実施する
ことを決定後、それぞれ甲状腺がん調査分科
会、心理的影響調査分科会において研究計画
を策定し、大阪大学、産業医科大学の倫理委
員会の承認を受けた。研究計画策定や甲状腺
超音波検査結果を全国の研究協力機関から集
約し、甲状腺がん調査分科会研究者が一元的
に判定するためのシステム作成にかかった期
間では甲状腺超音波検査は実施されず、甲状
腺超音波検査実施体制が整っていない機関で
は検査が実施できなかったため、甲状腺超音
波検査受検の協力意思が確認された対象者は
健診受診者の一部であった。同様に、研究策
定や構造化面接システム作成にかかった期間
では構造化面接は実施されず、構造化面接担
当者不在（構造化面接は所定の研修を修了し
た者しか実施できない）など構造化面接実施
体制が整っていない機関では検査が実施でき
なかったため、構造化面接受検の協力意思が
確認された対象者は健診受診者の一部であっ
た。1）〜 15）の同意率はおおむね 95％以上
であった。また、健診・質問票による調査結
果を研究に使用することについての協力意思
を確認したが、4 名が不同意で、この 4 名に
ついては（5）健康診断結果、以降の集計よ

表 4　各検査の受検希望

 

人数 割合 人数 割合

1)診察（身体計測・心電図・血圧含む） 3978 99.72% 11 0.28%

2)血液検査（生化学検査含む） 3986 99.92% 3 0.08%

3)前立腺腫瘍マーカー（男性） 3979 99.85% 6 0.15%

4)肝炎ウイルス検査 3985 99.90% 4 0.10%

5)胃のピロリ菌・萎縮性胃炎の血液検査 3963 99.35% 26 0.65%

6)甲状腺機能検査 3987 99.95% 2 0.05%

7)尿検査 3986 99.92% 3 0.08%

8)便潜血検査 3934 98.62% 55 1.38%

9)喀痰細胞診検査 3760 94.28% 228 5.72%

10)胸部X線検査 3867 96.94% 122 3.06%

11)腹部超音波検査 3970 99.52% 19 0.48%

12)健康と生活に関する質問票 3989 100.00% 0 0.00%

13)甲状腺超音波検査 3053 99.35% 20 0.65%

14)心の健康に関する質問票 3871 97.07% 117 2.93%

15)構造化面接 1388 94.29% 83 5.64%

受検希望あり 受検希望なし
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り除外した。（表 4）自宅での検体採取が必要
な便潜血検査、喀痰細胞診検査の同意率は、
他の検査よりも低めであった。胸部 X 線検査
は当日実施する検査であるが同意率が他の検
査よりも低めで、本調査の対象者には放射線
被ばくに対して敏感に反応する者が含まれて
いる可能性が示唆された。

④生体試料の保存およびその研究使用に関する
意思確認の項目では、1）血液を保存し、将
来の調査研究のために使用すること、2）尿
を保存し、将来の調査研究のために使用する
こと、3）血液を保存し、将来のヒトゲノム・
遺伝子解析調査のために使用すること、に関
する協力意思を確認した。将来の調査研究に
使用するための血液・尿保存（ヒトゲノム・
遺伝子解析研究を除く）は 99％以上の高い同
意率であった。将来のヒトゲノム・遺伝子解
析調査に使用するための血液保存の同意率も
高く、98.3％であった。（表 5）

（5）健康診断結果
健康診断では、①診察（身体計測・心電図・

血圧含む）、②検体検査（血液、尿、便潜血、喀痰）、
③画像検査（胸部 X 線検査、腹部超音波検査）
を実施し、同時に事前記入を依頼してある④自
記式の「健康と生活習慣に関する質問票」を取
得した。本報告では 2017 年 12 月末までのデー
タが揃った①の心電図検査以外、②、④につい
て集計した。

（5 − 1）健診受診者の構成
年齢分布

健診受診者 3,991 名のうち、男性は 3,985 名、
女性は 5 名、男性から女性への性別適合手術後
1 名であった。受診時年齢は 23 歳〜 80 歳に分
布し、全体の平均年齢は 52.1 歳であった。女
性および性別適合手術後は該当人数が少ないた
め、以下の集計は、男性の健診受診者 3,985 名
について行い、新たに定義しない場合の年齢は
受診時年齢を用いた。男性受診者の受診時年齢
分布は、50 代が最も多く 33.6％、次いで 40 代

（28.1％）、60 代（25.2％）であった。（図 1）
婚姻状況

婚姻状況は、未婚 403 名（10.1％）、既婚 3,284

表 5　生体試料の保存に関する同意

図 1　受診時年齢分布
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名（82.4％）、離婚 216 名（5.4％）、死別 50 名
（1.3％）、その他 2 名（0.1％）、無回答 22 名（0.6％）、
回答拒否 8 名（0.2％）であった。
最終学歴

最終学歴は、中学校 325 名（8.2％）、高等学
校 1,751 名（43.9％）、専門学校 214 名（5.4％）、
短期大学・高等専門学校 204 名（5.1％）、大学
1,042 名（26.1％）、大学院 406 名（10.2％）、そ

の他 15 名（0.4％）、無回答 19 名（0.5％）、回答
拒否 9 名（0.2％）であった。
緊急作業時の従事作業

緊急作業時に従事した作業内容を、がれきの
撤去や原子炉建屋のカバーリング作業、汚染水
対策などの土木建築系の業務（以下、「土木建
築」という。）、冷却設備、電源機能の回復、放
水作業などの原子炉制御に直接かかわる業務

表 6　作業区分別受診時年齢

表 7　体格指標基礎統計量

表 8　年代別体格指標基礎統計量

 

人数 平均値 SD 最小値 最大値

身長 (cm) 3964 170.3 6.03 146.1 191.1

体重 (Kg) 3964 70.8 10.91 41.9 140.3

BMI (Kg/m2
) 3964 24.4 3.32 14.6 48.2

腹囲 (cm) 3965 85.4 9.06 59.1 140

人数 平均値 SD 最小値 最大値 p値
#

20代 63 171.4 5.71 150.6 186.1

30代 401 172.7 5.94 156.7 190.9

40代 1115 171.8 5.75 153.8 191.1

50代 1330 170.3 5.81 146.1 188.4

60代 998 168.0 5.65 149.5 189.4

70代以上 57 163.9 5.61 146.4 180.2

20代 63 66.9 12.42 47.2 118.4

30代 401 70.1 12.24 46.4 130.9

40代 1115 73.3 11.65 43.4 134.5

50代 1330 70.6 10.26 41.9 119.2

60代 998 69.0 9.76 42.1 140.3

70代以上 57 67.5 8.39 50.3 89.1

20代 63 22.7 3.67 17.1 36.6

30代 401 23.5 3.56 15.9 39.7

40代 1115 24.8 3.60 15.3 47.9

50代 1330 24.3 3.10 17.2 39.5

60代 998 24.4 3.08 14.6 48.2

70代以上 57 25.1 2.86 18.9 31.2

20代 63 79.6 10.49 65.5 118.3

30代 402 81.9 10.03 59.1 122.7

40代 1115 85.7 9.45 62 134.3

50代 1330 85.5 8.48 61 127.1

60代 998 86.6 8.42 62 140

70代以上 57 88.2 8.20 72.9 108
#
：Kruskal Wallis検定、**：p<0.01

<0.01**

<0.01**

<0.01**

<0.01**

身長
(cm)

体重
(Kg)

BMI

(Kg/m
2
)

腹囲
(cm)
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（以下、「原子炉制御」という。）、放射線管理部
門などの線量管理にかかわる業務（以下、「線
量管理」という。）、資材発注・検収・在庫管理、
受け渡しなどの資材管理、その他（管理・技術・
監督、警備、庶務、その他）に分類し、複数回
答可として回答を得た。回答拒否 1 名を除くと、

土木建築のべ 1,378 名、原子炉制御のべ 1,169

名、線量管理のべ 469 名、資材管理のべ 503 名、
その他のべ 2,435 名であった。従事した時間が
最も長かった作業内容で区分すると、土木建築
932 名、原子炉制御 808 名、線量管理 294 名、
資材管理 136 名、その他 1,805 名、無回答 7 名

図 2　年代別体格指標

表 9　作業区分別体格指標
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であった。以下の集計では、従事した時間が最
も長かった作業内容による区分（以下、「作業
区分」という。）を用いた。作業区分 5 群間では、
平均年齢に有意な差を認め、土木建築およびそ
の他は、原子炉制御よりも有意に平均年齢が高
かった（Kruskal-Wallis の検定、p ＜ 0.01）。（表 6）

（5 − 2）診察
身長、体重、BMI、腹囲の平均は、それぞれ

170.3cm（SD6.03）、70.8Kg（SD10.91）、24.4Kg／m2

（SD3.32）、85.4cm（SD9.06）であった。（表 7）
年代別に身長、体重、BMI、腹囲を比較すると
有意な差が認められ、身長の平均は 30 代が最
も高く 40 代以降は年代が上がると低下した。
体重の平均は 40 代が最も重かった。BMI およ

び腹囲の平均は年代が上がるにつれて増加する
傾向にあった。（表 8、図 2）作業区分による比
較では、身長、BMI、腹囲で有意な差を認め、
身長はその他が土木建築、線量よりも有意に高
く、BMI は土木建築が線量管理、その他よりも
有意に高く、腹囲は土木建築が原子炉制御より
も有意に大きかった。（表 9）

男性の健診受診者の収縮期血圧、拡張期血圧
の 平 均 は、 そ れ ぞ れ 124.4mmHg（SD15.52）、
78.6mmHg（SD11.37）であった。（表 10）年代
別に収縮期血圧、拡張期血圧を比較すると有意
な差が認められ、収縮期血圧の平均は年代が上
がるにつれて上昇した。拡張期血圧の平均は 50

代が最も高かった。（表 11、図 3）収縮期血圧、

 

人数 平均値 SD 最小値 最大値

収縮期血圧 (mmHg) 3967 124.4 15.52 74 222

拡張期血圧 (mmHg) 3967 78.6 11.37 39 139

人数 平均値 SD 最小値 最大値 p値
#

20代 63 114.1 12.38 74 135

30代 402 117.6 13.45 78 184

40代 1115 121.8 14.72 84 222

50代 1331 125.7 15.06 76 176

60代 999 128.7 16.12 86 187

70代以上 57 130.7 16.06 94 180

20代 63 67.3 9.61 40 84

30代 402 72.3 10.72 41 119

40代 1115 77.8 11.99 39 139

50代 1331 80.9 11.02 40 120

60代 999 80.0 10.08 44 118

70代以上 57 76.8 9.09 53 93
#
：Kruskal Wallis検定、**：p<0.01

収縮期
血圧

(mmHg)
<0.01**

<0.01**
拡張期
血圧

(mmHg)

表 10　血圧基礎統計量

表 11　年代別血圧基礎統計量

図 3　年代別血圧
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拡張期血圧ともに作業区分による有意な差は認
めなかった。

（5 − 3）検体検査
生化学検査

各項目について、平均値（SD）、最小値、最
大値を示した。基準範囲として、日本臨床検
査 標 準 協 議 会（Japan Committee for Clinical 

Laboratory Standards：JCCLS） に よ る JCCLS

共用基準範囲を使用した。C 反応性タンパク
（C-reactive protein：CRP）が定量限界下限値
未満であった場合は複数機関での測定結果であ
り定量限界下限値も異なっていたため、便宜的
に 0.0 と扱った。平均値が JCCLS 共用基準範囲
を逸脱した項目はなかったが、個人単位で見る
と臨床的な対応が必要と思われる値も散見され
た。（表 13）

表 12　作業区分別血圧

表 13　生化学検査基礎統計量

 

下限 上限

総蛋白 (g/dL) 3969 7.24 0.40 5.4 9 6.6 8.1

アルブミン (g/dL) 3969 4.47 0.25 3.37 5.4 4.1 5.1

総ビリルビン (mg/dL) 3969 0.80 0.36 0.2 5.5 0.4 1.5

AST (U/L) 3976 26.6 58.91 9 3332 13 30

ALT (U/L) 3976 28.9 44.63 4 1863 10 42

γ-GTP (U/L) 3976 56.7 72.23 7 1657 13 64

LD（LDH） (U/L) 3968 176.9 57.45 61 3136 124 222

ALP (U/L) 3969 207.9 59.95 61 825 106 322

ChE (U/L) 3969 361.9 70.59 137 810 240 486

グルコース (mg/dL) 3975 100.7 25.40 45 454 73 109

ヘモグロビンA1c (%) 3976 5.63 0.69 4.3 15.3 4.9 6.0

総コレステロール (mg/dL) 3976 207.5 34.11 94 420 142 248

HDLコレステロール (mg/dL) 3976 57.7 14.78 19 132 38 90

LDLコレステロール (mg/dL) 3976 123.3 30.47 16 260 65 163

中性脂肪 (mg/dL) 3976 131.5 104.87 12 2471 40 243

尿素窒素 (mg/dL) 3976 14.11 3.62 4.8 52.1 8 20

クレアチニン (mg/dL) 3976 0.843 0.20 0.49 9.41 0.65 1.07

尿酸 (mg/dL) 3976 6.04 1.21 0.7 12.4 3.7 7.8

ナトリウム (mmol/L) 3976 141.1 2.65 132 251 138 145

カリウム (mmol/L) 3976 4.40 0.63 2.9 16.5 3.6 4.8

クロール (mmol/L) 3976 104.1 2.26 88 114 101 108

カルシウム (mg/dL) 3976 9.26 0.35 6.7 11.3 8.8 10.1

無機リン (mg/dL) 3976 3.31 0.45 1.4 6.1 2.7 4.6

CRP (mg/dL) 3976 0.129 0.44 0.00 14.36 0.00 0.14

最大値
JCCLS共用基準

人数 平均値 SD 最小値
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人数 平均値 SD 最小値 最大値 p値
#

20代 63 7.3 0.32 6.5 8

30代 400 7.3 0.40 5.8 8.7

40代 1119 7.3 0.38 6.1 9

50代 1333 7.2 0.41 5.8 8.9

60代 997 7.2 0.41 5.4 8.7

70代以上 57 7.4 0.39 6.5 8.1

20代 63 4.7 0.21 4.2 5.2

30代 400 4.6 0.23 3.9 5.3

40代 1119 4.5 0.23 3.8 5.2

50代 1333 4.5 0.24 3.37 5.4

60代 997 4.4 0.26 3.4 5.4

70代以上 57 4.4 0.21 3.9 4.8

20代 63 0.8 0.31 0.2 1.8

30代 400 0.8 0.42 0.2 5

40代 1119 0.8 0.36 0.2 3.8

50代 1333 0.8 0.33 0.2 2.8

60代 997 0.8 0.37 0.2 5.5

70代以上 57 0.8 0.28 0.3 1.6

20代 63 22.3 8.33 11 64

30代 400 24.1 10.90 10 100

40代 1120 28.4 99.53 10 3332

50代 1335 26.8 43.35 11 1542

60代 1001 25.6 11.96 9 170

70代以上 57 24.6 6.20 15 42

20代 63 27.9 22.20 7 153

30代 400 28.7 21.74 7 175

40代 1120 32.2 58.98 4 1863

50代 1335 29.2 51.33 5 1746

60代 1001 25.4 16.10 5 154

70代以上 57 22.3 8.09 11 50

20代 63 34.1 28.07 9 160

30代 400 42.4 41.67 10 414

40代 1120 59.0 82.86 9 1657

50代 1335 61.2 67.63 8 963

60代 1001 56.4 77.44 7 1241

70代以上 57 38.6 30.00 13 173

20代 63 164.9 24.26 120 254

30代 400 171.5 33.14 106 341

40代 1118 176.0 93.36 77 3136

50代 1333 176.1 36.31 61 985

60代 997 181.4 32.15 79 379

70代以上 57 182.9 30.81 129 313

20代 63 214.4 94.42 97 825

30代 400 207.1 52.16 111 454

40代 1119 208.5 57.03 61 539

50代 1333 205.2 60.61 65 637

60代 997 210.0 62.08 70 732

70代以上 57 223.4 63.16 138 397

20代 63 361.2 80.86 178 581

30代 400 369.1 71.16 145 685

40代 1119 377.0 71.76 153 810

50代 1333 360.0 69.09 137 770

60代 997 345.9 66.47 140 631

70代以上 57 343.1 70.17 217 588

<0.01**

<0.01**

0.73

<0.01**

<0.01**

<0.01**

<0.01**

0.04*

<0.01**

総蛋白
(g/dL)

アルブミン
(g/dL)

総ビリルビン
(mg/dL)

AST
(U/L)

ALT
(U/L)

γ-GTP (U/L)

LD（LDH）
(U/L)

ALP
(U/L)

ChE
(U/L)

#
：Kruskal Wallis検定、*：p<0.05、**：p<0.01

表 14　年代別生化学検査
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表 14　年代別生化学検査（続き）

 

人数 平均値 SD 最小値 最大値 p値
#

20代 63 91.1 33.93 69 351

30代 400 91.7 20.05 67 454

40代 1120 96.5 20.05 72 417

50代 1335 101.8 23.98 45 432

60代 1001 107.4 31.10 70 396

70代以上 56 108.8 26.67 82 258

20代 63 5.3 0.83 4.7 11.6

30代 400 5.4 0.61 4.6 15.3

40代 1120 5.5 0.55 4.7 10.3

50代 1335 5.7 0.70 4.5 11.7

60代 1001 5.8 0.76 4.3 11.6

70代以上 57 5.8 0.50 4.9 7.5

20代 63 191.9 33.52 101 267

30代 400 198.3 31.37 109 318

40代 1120 209.2 33.83 107 360

50代 1335 211.2 34.22 123 385

60代 1001 205.5 34.18 94 420

70代以上 57 207.3 37.08 132 289

20代 63 57.5 17.04 27 113

30代 400 57.8 12.99 30 98

40代 1120 56.3 14.34 27 114

50代 1335 59.2 15.41 25 132

60代 1001 57.4 14.83 19 125

70代以上 57 56.6 13.88 27 98

20代 63 112.5 27.43 41 170

30代 400 118.3 28.71 43 219

40代 1120 125.2 30.39 16 231

50代 1335 124.6 31.07 24 260

60代 1001 122.0 30.16 17 237

70代以上 57 125.2 32.40 69 198

20代 63 100.5 99.27 19 768

30代 400 105.6 71.26 31 564

40代 1120 139.0 115.10 23 2089

50代 1335 135.8 100.45 12 1224

60代 1001 130.5 110.25 28 2471

70代以上 57 119.6 62.16 42 309

20代 63 12.6 2.93 6.5 20.8

30代 400 13.3 3.14 5.5 29.5

40代 1120 13.4 3.13 4.8 35.3

50代 1335 14.1 3.63 5.7 52.1

60代 1001 15.2 3.93 6.6 52.1

70代以上 57 16.7 4.09 9.9 29.4

20代 63 0.8 0.10 0.49 1.03

30代 400 0.8 0.12 0.51 1.65

40代 1120 0.8 0.12 0.54 1.71

50代 1335 0.8 0.13 0.5 1.76

60代 1001 0.9 0.33 0.5 9.41

70代以上 57 0.9 0.15 0.52 1.17

20代 63 6.0 1.11 3.9 8.8

30代 400 6.1 1.14 3.1 10.5

40代 1120 6.1 1.22 2.4 12

50代 1335 6.1 1.19 0.7 10.9

60代 1001 5.9 1.23 2.2 12.4

70代以上 57 5.9 1.18 3.5 9.9

<0.01**

<0.01**

<0.01**

<0.01**

<0.01**

#
：Kruskal Wallis検定、*：p<0.05、**：p<0.01

0.02*
尿酸

(mg/dL)

クレアチニン
(mg/dL)

グルコース
(mg/dL)

ヘモグロビンA1c
(%)

総コレステロール
(mg/dL)

HDLコレステロール
(mg/dL)

LDLコレステロール
(mg/dL)

中性脂肪
(mg/dL)

尿素窒素
(mg/dL)

<0.01**

<0.01**

<0.01**
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年代別に生化学検査項目を比較すると、総ビ
リルビンおよびナトリウム以外では有意な差が
認められた。30 代の CRP が JCCLS 共用基準上
限値を超えた以外は、基準範囲を逸脱した項目
はなかった。（表 14）作業区分による比較では、
総ビリルビン、乳酸脱水素酵素（LD（LDH））、
アルカリフォスファターゼ（ALP）、ヘモグロビ
ン A1c（HbA1c）、HDL コレステロール、クレア
チニン、クロールは有意な差を認めた。（表 15）
肝炎ウイルス検査

B 型肝炎ウイルス検査は、HBs 抗原、HBs 抗
体、HBc 抗原の出現パターンで判定し、感染な
し 3,470 名（87.3％）、現在感染 27 名（0.7％）、
現在感染の疑い 28 名（0.7％）、既往感染の疑い（B

型肝炎ワクチン接種の既往がない場合）64 名
（1.6％）、既往感染 387 名（9.7％）であった。C

型肝炎ウイルス検査は、HCV 抗体により判定し、
現在感染なし 3,927 名（98.8％）、現在感染の疑
い 48 名（1.2％）であった。年代別では、B 型
肝炎は 40 〜 70 代以上で年代が上がるにつれ既
往感染の割合が上昇し、C 型肝炎は 70 代以上の
現在感染の疑いの割合が最も高かった。（表 16、
図 4）作業区分別では、B 型肝炎は原子炉制御
で現在感染の割合が高く、土木建築およびその
他で既往感染の割合が高かった。C 型肝炎は土
木建築で現在感染の疑いの割合が最も高かっ
た。（表 17）
甲状腺機能検査

甲 状 腺 ホ ル モ ン（Free Thyroxine：FT4）、
甲 状 腺 刺 激 ホ ル モ ン（Thyroid Stimulation 

Hormone：TSH）の値の組み合わせおよび抗サ
イログロブリン抗体、抗甲状腺ペルオキシダー

表 14　年代別生化学検査（続き）

人数 平均値 SD 最小値 最大値 p値
#

20代 63 140.5 1.66 134 144

30代 400 140.9 1.92 133 152

40代 1120 141.1 1.88 132 150

50代 1335 141.1 1.97 133 153

60代 1001 141.3 4.09 132 251

70代以上 57 141.1 1.87 136 146

20代 63 4.4 0.46 3.5 5.8

30代 400 4.4 0.73 3.2 14.7

40代 1120 4.4 0.60 3.2 16.5

50代 1335 4.4 0.65 2.9 12.4

60代 1001 4.4 0.60 3 11.9

70代以上 57 4.5 0.47 3.4 6

20代 63 103.3 1.86 98 108

30代 400 103.5 2.08 98 113

40代 1120 104.0 2.22 97 112

50代 1335 104.2 2.29 88 114

60代 1001 104.5 2.31 95 114

70代以上 57 104.1 2.14 98 109

20代 63 9.4 0.32 8.7 10.4

30代 400 9.4 0.32 8.7 10.4

40代 1120 9.3 0.34 8.2 10.5

50代 1335 9.2 0.36 6.7 11.1

60代 1001 9.2 0.34 8.3 11.3

70代以上 57 9.2 0.33 8.6 10.1

20代 63 3.6 0.45 2.6 4.7

30代 400 3.5 0.48 1.4 6.1

40代 1120 3.4 0.43 1.8 4.7

50代 1335 3.3 0.45 1.9 5.2

60代 1001 3.2 0.42 1.9 4.8

70代以上 57 3.2 0.41 2.1 4.3

20代 63 0.1 0.18 0.0 1.42

30代 400 0.1 0.58 0.0 7.72

40代 1120 0.1 0.38 0.0 7.22

50代 1335 0.1 0.49 0.0 14.36

60代 1001 0.1 0.35 0.0 6.51

70代以上 57 0.1 0.21 0.0 1.09
#：Kruskal Wallis検定、**：p<0.01

<0.01**

<0.01**

<0.01**

<0.01**

<0.01**

無機リン
(mg/dL)

CRP
(mg/dL)

ナトリウム (mmol/L)

カリウム
(mmol/L)

クロール
(mmol/L)

カルシウム
(mg/dL)

0.10
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B 型肝炎ウイルス

 
C 型肝炎ウイルス

 

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

感染なし 803 720 259 121 1561 3464

現在感染 7 10 1 0 9 27

現在感染の疑い 7 6 4 3 8 28

既往感染の疑い* 11 8 6 0 39 64

既往感染 103 64 24 12 184 387

*：過去感染の疑い（B型肝炎ワクチン接種の既往がない場合）

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

感染なし 906 800 294 133 1788 3921

現在感染の疑い 25 8 0 3 13 49

B 型肝炎ウイルス 

 
C 型肝炎ウイルス 

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

感染なし 63 382 1056 1174 758 37 3470 87.3%

現在感染 0 4 4 9 9 1 27 0.7%

現在感染の疑い 0 1 5 9 13 0 28 0.7%

既往感染の疑い* 0 11 12 17 23 1 64 1.6%

既往感染 0 4 42 126 197 18 387 9.7%

*：過去感染の疑い（B型肝炎ワクチン接種の既往がない場合）

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

感染なし 63 401 1108 1320 983 52 3927 98.8%

現在感染の疑い 0 1 11 15 17 5 49 1.2%

表 15　作業区分別生化学検査（続き）

表 16　年代別肝炎ウイルス検査

表 17　作業区分別肝炎ウイルス検査

− 67 −



 

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

甲状腺機能正常 61 377 1042 1255 959 52 3746 94.2%

甲状腺機能異常 1 17 63 63 33 5 182 4.6%

甲状腺機能正常・
慢性甲状腺炎疑い

1 7 15 17 10 0 50 1.3%

表 18　年代別甲状腺機能検査

図 4　年代別肝炎ウイルス検査

図 5　年代別甲状腺機能検査

表 19　作業区分別甲状腺機能検査

 

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

甲状腺機能正常 869 763 283 126 1699 3740

甲状腺機能異常 51 32 10 8 81 182

甲状腺機能正常・
慢性甲状腺炎疑い

12 13 1 2 22 50
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ゼ抗体の値により判定し、甲状腺機能正常 3,746

名（94.2％）、甲状腺機能異常 182 名（4.6％）、
甲状腺機能正常・慢性甲状腺炎疑い 50 名（1.3％）
であった。年代別では、年代が上がるにつれて
甲状腺機能異常の割合が増加する傾向にあっ
た。（表 18、図 5）作業区分別では、資材管理、
土木建築において甲状腺機能異常の割合が高
かった。（表 19）
ABC 検診

ヘリコバクター・ピロリ抗体価およびペプシ
ノゲンⅠ／ペプシノゲンⅡ値から胃がんリスク
を評価する通称 ABC 検診では、A 群（ヘリコ
バクター・ピロリ抗体陰性、ペプシノゲン判定
陰性）は 3,114 名（78.1％）、B 群（ヘリコバク
ター・ピロリ抗体陽性、ペプシノゲン判定陰性）

は 576 名（141.5％）、C 群（ヘリコバクター・
ピロリ抗体陽性、ペプシノゲン判定陽性）201

名（5.0％）、D 群（ヘリコバクター・ピロリ抗
体陰性、ペプシノゲン判定陽性）63 名（1.6％）
であった。年代別では、年代が上がるにつれ各
年代における A 群の割合は下がり、B 群、C 群、
D 群それぞれの割合は増加した。（表 20、図 6）
作業区分別では、土木建築で D 群の割合が高
かった。（表 21）
便潜血検査

便潜血検査は 2 日法で実施し、陰性 3,605 名
（92.5％）、陽性（1 日でも陽性となった場合）

293 名（7.5％）であった。年代別では、年代が
上がるにつれ、1 日のみ陽性および 2 日とも陽
性の割合が増加した。（表 22、図 7）作業区分

表 20　年代別 ABC 検診

表 21　作業区分別 ABC 検診

図 6　年代別 ABC 検診

 

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

A群 57 351 947 1055 674 30 3114 78.8%

B群 5 44 145 186 186 10 576 14.6%

C群 0 3 21 65 101 11 201 5.1%

D群 1 2 2 22 32 4 63 1.6%

 

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

A群 687 636 235 111 1439 3108

B群 156 112 44 18 246 576

C群 59 42 10 5 85 201

D群 23 11 3 2 24 63
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別では、土木建築で陽性の割合が高かった。（表
23）
喀痰検査

喀痰検査は、2016 年 12 月に検査が江東微研
へ一元化される以前は、パパニコロウ分類を用
いる機関、喀痰集団検診の A 〜 E 分類を用いる
機関が混在していた。今回は、パパニコロウ分
類は Class Ⅰ：陰性、Class Ⅱ：陰性、Class Ⅲ a：
疑陽性、Class Ⅲ：疑陽性、Class Ⅲ b：疑陽性、
Class Ⅳ：陽性、Class Ⅴ：陽性、喀痰集団検診
の A 〜 E 分類は A：検体不適・判定不能、B：
陰性、C：疑陽性、D：陽性、E：陽性と読み替
えた。陰性 3,485 名（95.3％）、疑陽性 21 名（0.6％）、
陽性 0 名（0％）、検体不適・判定不能 149 名

（4.1％）であった。年代別では、件数は少なかっ
たが、年代が上がるにつれ各年代における疑陽
性の割合は増える傾向が見られた。（表 24、図 8）

作業区分別では、線量管理で疑陽性の割合が高
かった。（表 25）
前立腺腫瘍マーカー（PSA）検査

PSA は、前立腺がん検診で推奨される基準値
4.0ng ／ mL 以下（全年齢）を用い、基準値以下、
基準値よりも高値の 2 群に分類した。基準値以
下 3,853 名（97.1％）、基準値よりも高値 115 名

（2.9％）であった。年代別では、年代が上がる
につれ各年代における基準値よりも高値の割合
は増え、特に 60 代、70 代以上で増加した。（表
26、図 9）作業区分別では、土木建築で基準値
よりも高値の割合が高かった。（表 27）

（5 − 4）健康と生活習慣に関する質問票調査
質問票調査で得られた有病率

健康と生活習慣に関する質問票調査におい
て、「今までに病気にかかっていると医師に診
断されたことがあるか」を尋ね、ある場合には

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

陰性 56 370 1032 1223 877 47 3605 92.5%

1日のみ陽性 3 15 56 62 79 4 219 5.6%

2日とも陽性 1 4 13 22 30 4 74 1.9%

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

陰性 824 727 268 128 1652 3599

1日のみ陽性 70 39 15 4 91 219

2日とも陽性 22 17 6 2 27 74

表 22　年代別便潜血検査

図 7　年代別便潜血検査

表 23　作業区分別便潜血検査
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その疾患名も回答させている。この疾患名を用
いて、全がん（胃がん、大腸がん、肺がん、肝
がん、甲状腺がん、前立腺がん、その他のがん
のうち 1 つもしくは複数）、白血病、虚血性心
疾患（狭心症、心筋梗塞）、脳血管障害（脳出
血、くも膜下出血、脳梗塞、脳血栓）、高血圧
症、糖尿病、脂質異常症、高尿酸血症、甲状腺
疾患（甲状腺機能亢進症、バセドウ病甲状腺機
能低下症、慢性甲状腺炎、橋本病、甲状腺良性
腫瘍、甲状腺結節、甲状腺腫、その他の甲状腺
の病気のうち 1 つもしくは複数）、白内障につ
いて、健診受診者における有病率を算出した。
年代別による検討では、2016 年 1 月 1 日時点の
年齢により区分した。ただし、質問票は自記式
で、健診時に RC 等による記載漏れ等のチェッ
クは行っているが、医師の診断書を取得する
等、記載内容の精査は行っていない。健診時の

血圧測定結果や生化学検査の結果による診断は
行っていない。また今回は、疾患の転帰によら
ず、医師に診断されたことがあると回答のあっ
た者を抽出した。有病率の集計では性別による
抽出は行わなかった。各疾患の有病率は全がん
3.8％、白血病 0.0％、虚血性心疾患 2.3％、脳血
管障害 1.4％、高血圧症 25.7％、糖尿病 8.9％、
脂質異常症 17.8％、高尿酸血症 11.2％、甲状腺
疾患 1.8％、白内障 3.8％であった。年代別では、
全がん、虚血性心疾患、脳血管障害、高血圧症、
糖尿病、脂質異常症、白内障は年代が上がるに
つれ有病率も高くなる傾向が見られた。（表 28）
作業区分別では、その他で全がん、線量管理で
高尿酸血症、糖尿病、脂質異常症、白内障の有
病率が高い傾向にあった。（表 29）
定期的に服用している薬に関する質問項目

定期的に服用している薬がある者は 1,823 名

図 8　年代別喀痰検査

表 24　年代別喀痰検査

表 25　作業区分別喀痰検査

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

陰性 53 343 985 1179 877 48 3485 95.3%

疑陽性 0 3 4 7 6 1 21 0.6%

検体不適・判定不能 3 23 39 53 30 1 149 4.1%

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

陰性 805 716 257 119 1583 3480

疑陽性 4 5 3 0 9 21

検体不適・判定不能 47 18 9 4 70 148
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（45.8％）、ない者は 2,154 名（54.1％）、無回答
2 名（0.0％）であった。年代別では、年代が上
がるにつれ定期的に服用している薬のある者の
割合が増加し、70 代以上では約 85％に上った。

（図 10）作業区分別では、定期的に服用してい
る薬のある者の割合は、資材管理が最も低く
39.7％、線量管理が最も高く 52.0％であった。

医師から処方され定期的に飲んでいる薬の詳
細では、降圧剤 998 名（25.1％）、糖尿病治療薬
310 名（7.8％）、高脂血症治療薬 506 名（12.7％）、
高尿酸血症治療薬 352 名（8.8％）、抗不整脈薬
73 名（1.8％）、抗凝固・抗血小板薬 138 名（3.5％）、
睡眠薬 102 名（2.6％）、抗鬱剤 43 名（1.1％）であっ
た。年代別では降圧剤、糖尿病治療薬、高脂血
症治療薬、抗不整脈薬、抗凝固・抗血小板薬、
睡眠薬は年代が上がるにつれ、服薬している割
合も上昇した。高尿酸血症治療薬は 60 代の服
薬している割合が最も高かった。抗鬱剤は非常

に低いレベルではあったが、30 代の服薬してい
る割合が 2.2％とやや高かった。（表 30、図 11）
作業区分別では、いずれもその他で服薬してい
る割合が最も高かった。（表 31）
睡眠に関する質問項目

1 日 の 平 均 睡 眠 時 間 は、4 時 間 未 満 21 名
（0.5％）、4 時間以上 5 時間未満 149 名（3.7％）、
5 時間以上 6 時間未満 768 名（19.3％）、6 時間
以上 7 時間未満 1,792 名（45.0％）、7 時間以上
8 時間未満 961 名（24.1％）、8 時間以上 9 時間
未満 272 名（6.8％）、9 時間以上 16 名（0.4％）
であった。就寝・起床時間の規則性に関しては、
就寝・起床ともに規則的 2,373 名（59.7％）、就
寝のみ規則的 148 名（3.7％）、起床のみ規則的
987 名（24.8％）、就寝・起床ともに不規則 470

名（11.8 ％）、無回答 1 名（0.0 ％）であった。
年代別では、睡眠時間は 6 時間以上 7 時間未満
が 70 代以上以外では最多で、40 〜 55％を占め

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合計

基準値以下 63 400 1105 1307 930 48 3853 98.8%

基準値よりも高値 0 1 13 25 67 9 115 3.0%

土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他 合計

基準値以下 901 789 285 133 1739 3847

基準値よりも高値 30 18 9 3 55 115

表 26　年代別 PSA 検査

図 9　年代別 PSA 検査

表 27　作業区分別 PSA 検査
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ていた。就寝・起床時間の規則性は年代別では、
就寝・起床時間ともに規則的がどの年代でも最
多であったが、就寝時のみ不規則、就寝・起床
時間ともに不規則は、若年層ほど多い傾向が見
られた。（図 12）作業区分別では、いずれも睡
眠時間は 6 時間以上 7 時間未満が最も多かった。
就寝・起床時間の規則性は、いずれも多い順に
就寝・起床ともに規則的、起床のみ規則的、就寝・
起床ともに不規則、就寝のみ規則的で、作業区
分による相違は見られなかった。

喫煙習慣に関する質問項目
たばこ（紙巻たばこ）の喫煙習慣は、現喫煙

1,328 名（33.4 ％）、 前 喫 煙 1,604 名（40.3 ％）、
非喫煙 1,046 名（26.2％）、無回答 1 名（0.0％）
であった。年代別では、現喫煙の割合は、年代
が上がるほど低下した。（図 13）作業区分別では、
土木建築で現喫煙の割合が最も高く 42.6％、そ
の他で最も低く 27.3％であった。
飲酒習慣に関する質問項目

飲酒習慣は、月に 1 回以上の飲酒習慣があ
る者 3,329 名（83.7％）、飲酒をやめた者 88 名

表 28　年代別有病率

表 29　作業区分別有病率
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図 10　年代別定期的な服薬状況

図 11　年代別定期的な服薬状況詳細
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（2.2％）、飲酒しない者 562 名（14.1％）であっ
た。年代別では、月に 1 回以上の飲酒習慣があ
る者の割合は、50 代で最も高く 87.6％であった。

（図 14）作業区分別では、その他で月に 1 回以
上の飲酒習慣がある者の割合が最も高く 86.2％
であった。

表 30　年代別定期的な服薬状況詳細

表 31　作業区分別定期的な服薬状況詳細

図 12　年代別睡眠時間、就寝・起床時間の規則性

 

人数 割合 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

降圧剤 998 25.1% 0 11 130 394 434 29

糖尿病治療薬 310 7.8% 0 4 34 112 147 13

高脂血症治療薬 506 12.7% 0 5 84 192 210 15

高尿酸血症治療薬 352 8.8% 0 8 56 142 140 6

抗不整脈薬 73 1.8% 0 3 4 26 35 5

抗凝固・抗血小板薬 138 3.5% 0 1 10 39 82 6

睡眠薬 102 2.6% 0 8 16 36 37 5

抗鬱剤 43 1.1% 0 9 13 17 4 0

定期的な服用あり　内訳定期的な服用あり

 

人数 割合 土木建築 原子炉制御 線量管理 資材管理 その他

降圧剤 997 25.0% 243 169 82 29 474

糖尿病治療薬 310 7.8% 75 54 34 9 138

高脂血症治療薬 507 12.7% 106 95 48 17 241

高尿酸血症治療薬 352 8.8% 65 66 29 11 181

抗不整脈薬 73 1.8% 13 15 9 2 34

抗凝固・抗血小板薬 138 3.5% 35 28 13 8 54

睡眠薬 103 2.6% 20 16 14 5 48

抗鬱剤 43 1.1% 7 9 5 2 20

定期的な服用あり 定期的な服用あり　内訳
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D．考察
本報告では、平成 28 年 1 月から平成 29 年 12

月までに健康診断を受診した 3,991 名の結果を
集計し、健診受診者のベースラインの健康状態
を検討した。

健診受診者のうち、肥満者（BMI25Kg ／ m2

以上）の割合は 38.3％であった。年代別の肥満
者の割合は、20 代 20.0％、30 代 25.2％、40 代
44.9％、50 代 36.9％、60 代 38.6％、70 代以上
49.1％であった。平成 28 年国民健康・栄養調
査（1）（以下、「国民健康・栄養調査」という。）
によると、20 〜 60 代の男性の肥満者の割合は
31.3％で、本研究の対象者はやや肥満者が多い
傾向にあり、特に 40 代（国民健康・栄養調査
では 34.6％）、70 代以上（国民健康・栄養調査
では 28.6％）で高い割合であった。肥満が関連
する検査項目や疾患の評価には注意が必要と考
える。

健診受診者の収縮期血圧の平均は 124.4mmHg

で、国民健康・栄養調査の男性の平均収縮期血
圧 134.3mmHg よりも低い値であった。収縮期
血圧が 140mmHg 以上の者の割合は 15.5％と、
国民健康・栄養調査による成人男性における割
合 34.6％よりも低い値であった。血圧に関して
は、血圧の高い者が少ない、もしくは高血圧を

放置することなく治療していると推測された。
各生化学検査項目で見られた年齢変動は、過

去の知見と大凡一致していた（2）。すなわち、総
蛋白、総ビリルビン、ALP、尿酸、ナトリウム、
カリウム、クロールではほとんど加齢性変動を
認めず、尿素窒素、クレアチニンは加齢による
緩やかな上昇を認め、カルシウムは加齢による
緩やかな減少を認めた。また、男性特有の 20

代より漸増し、50 代をピークとして以降漸減す
る変化がγ -GTP で認められた。同様の変動が
知られている ALT、コリンエステラーゼは、ピー
クが 40 代に見られたが、40 代の肥満者割合が
多いこととの関連が考えられた。

糖尿病が強く疑われる者として、国民健康・
栄養調査では HbA1c の測定値があり、「インス
リン注射又は血糖を下げる薬の使用の有無」及
び「糖尿病治療の有無」に回答した者を集計
対象とし、HbA1c が 6.5％以上、又は糖尿病治
療の有無に「有」と回答した者を抽出したとこ
ろ、成人男性の 16.3％が該当した。本研究では、
HbA1c の測定値があり、糖尿病の薬を服用して
いると回答した者を抽出したところ、10.6％が
該当した。定義はやや異なるが、本研究の対象
者において特に糖尿病が強く疑われる者が多い
とは考えにくい結果であった。

図 13　年代別喫煙習慣 図 14　年代別飲酒習慣
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健診受診者の総コレステロールの平均は
207.5mg ／ dL で、国民健康・栄養調査の男性
の平均値 196.3mg ／ dL よりもわずかではある
が高値であった。総コレステロールが 240mg ／
dL 以上の者の割合は 16.5％と、国民健康・栄養
調査による成人男性における割合 9.8％よりも
高い値であった。肥満者の割合が高かったこと
や、本研究の対象者では、脂質異常症は指摘さ
れたとしても放置している可能性が高いこと、
などとの関連が考えられた。

健診受診者では全がんの有病率は 3.8％で、内
訳は胃がん 26 名（0.7％）、大腸がん 33 名（0.8％）、
肺がん 15 名（0.4％）、甲状腺がん 10 名（0.3％）、
前立腺がん 26 名（0.7％）等であった。健診受
診者の平均年齢は 52.1 歳であることを考慮する
と、今後、加齢とともに罹患数の増加が予測さ
れる。健診受診者では虚血性心疾患の有病率は
2.3％で内訳は狭心症 65 名（1.6％）、心筋梗塞
30 名（0.8％）であった。平成 26 年患者調査（3）（以
下、「患者調査」という。）によると、男性の心
疾患（高血圧性のものを除く）の総患者数（調
査日現在において、継続的に医療を受けている
者の数）は 947,000 人で、平成 26 年 10 月 1 日
現在の人口推計による男性成人総数 50,408,000

人を用いた場合の有病率1.9％よりもやや高かっ
た。今回は疾患の転帰によらず、医師に診断さ
れたことがあると回答のあった者を抽出してい
るため、患者調査の結果よりも高くなった可能
性はあるが、今後の経過を注意深く観察する必
要がある。

健診受診者のうち現在習慣的に喫煙している
者の割合は 33.4％で、国民健康・栄養調査によ
る成人男性の現在習慣的に喫煙している者の割
合 30.2％よりもやや高い割合であった。年代別
では、30 代〜 70 代以上は国民調査の結果を変
わらなかったが、20 代が 40.0％と高い割合で
あった。喫煙を開始した年齢が若いほどがんや
虚血性心疾患のリスクが高まることは知られて
おり、注意深い観察が必要と考えられた。

健診受診者のうち月に 1 回以上の飲酒習慣が
ある者の割合は 83.7％で、平成 28 年国民生活
基礎調査（4）による成人男性の毎日、週 5 〜 6 日、

週 3 〜 4 日、週 1 〜 2 日、月 1 〜 3 日を合わせ
た割合 42.1％よりもかなり高い割合であった。
生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している
者（1 日あたりの純アルコール摂取量が 40g 以
上（男性）、「毎日× 2 合以上」＋「週 5 〜 6 日
× 2 合以上」＋「週 3 〜 4 日× 3 合以上」＋「週
1 〜 2 日× 5 合以上」＋「月 1 〜 3 日× 5 合以上」
にあてはまる者）の割合は 29.6％で、国民健康・
栄養調査による生活習慣病のリスクを高める量
を飲酒している者の割合 14.6％の 2 倍程度と高
かった。生活習慣病を含め、飲酒が影響するこ
とが知られている疾患の発症について、注意深
い観察が必要と考えられた。

作業区分別では、特別 1 つの作業区分の健康状
態が悪いという結果ではなかったが、緊急作業時
の従事作業は土木建築、原子炉制御、放射線管理、
資材管理のいずれにも該当しなかった「その他」
が 45.5％と最も多いため、2 回目以降の健診の機
会に、その他の内容をもう少し細分化できるよう、
質問紙の改訂を検討する必要がある。

E．結論
平成 28 年 1 月から平成 29 年 12 月までに健康

診断を受診した 3,991 名のインフォームド・コ
ンセント取得状況および検査結果を集計した。
健診受診者における研究協力に関する同意は全
項目において 99.8％以上、生体試料の保存に関
する同意は血液保存、尿保存は 99％以上、将来
のヒトゲノム・遺伝子解析調査に使用するため
の血液保存も 98.3％と高い割合であった。研究
の目的、意義を理解した上で参加頂けていると
考えられた。ベースラインの健康状態としては、
現時点で集団として目立った異常を示す項目は
なかったが、肥満者が多めであること、現在喫
煙者が多いこと（特に 20 代）、飲酒習慣のある
者が多く生活習慣病のリスクを高める量を飲酒
している者が多い、などの傾向が観察された。
本研究はコホートをはじめの 5 年間で確立する
ことを予定しており、今回の集計対象はコホー
トの一部であるが、今後の追跡の中で注意すべ
き年代別、作業区分別の生活習慣および健康状
態に関する知見が得られた。
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東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究 

NEW (Nuclear Emergency Workers) Study 

健康と生活習慣に関する質問票 

このたびは研究にご参加いただき、まことにありがとうございます。 

この質問票は、皆様の普段の健康状態や生活習慣についておたずねするものですので、

必ずご本人がご記入くださいますようお願いいたします。  

研究代表者：大久保 利晃 

公益財団法人 放射線影響研究所 顧問研究員 

〒732-0815 

広島市南区比治山公園 5 番 2 号 

TEL： 0120-931-026（フリーダイヤル） 

082-261-3131（放影研代表） 

【ご記入にあたってのお願い】 

それぞれの質問に対する答えの番号のうち、あてはまるものに○をつけるか、（ ）

に適当な数字や文字を書き入れてください。 

なお、お答えになりたくない質問は空欄のまま、質問番号に“×”をつけてください。 

フリガナ 

お名前 

生年月日 昭和・平成 年 月 日  （ ）歳 

[健診機関使用欄] 

ID(受診者番号) 

健診機関名 

月 日 

： in 24 時間 

最終食事時間 

採血時間 ： in 24 時間 

ID（受診者番号）  999999 

受診者名 放影研 太郎 

受診日 年 月 日 

採血シール添付欄 

性別 

男 ・ 女 

資料 9
資料1資料1
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（1）今まで病気にかかっていると医師に診断されたことがありますか？ 

1. あり 2. なし 4ページの（2）へお進みください。

病名 病名 病名 

が
ん

1. 胃がん

消
化
器

23. 胃ポリープ

甲
状
腺

45. 
甲状腺機能亢進症・ 

バセドウ病 

2. 大腸がん 24. 大腸ポリープ 46. 甲状腺機能低下症

3. 肺がん 25. 胃潰瘍 47. 慢性甲状腺炎・橋本病

4. 肝がん 26. 十二指腸潰瘍 48. 
甲状腺良性腫瘍・ 

結節・腺腫 

5. 甲状腺がん 27. 慢性胃炎 49. その他の甲状腺の病気

6. 前立腺がん 28. 逆流性食道炎 ア
レ
ル
ギ
ー

免
疫
系

50. 関節リウマチ

7. その他のがん 29. 虫垂炎（盲腸） 51. アトピー性皮膚炎

循
環
器

8. 高血圧 30. 痔 52. 
花粉症・ 

アレルギー性鼻炎 

9. 狭心症 31. その他の消化器の病気 53. 
その他のアレルギー・

免疫系の病気 

10. 心筋梗塞

肝
臓

胆
の
う

す
い
臓

32. 脂肪肝

腎
臓

泌
尿
器

54. 腎炎・腎臓病

11. 心房細動 33. B型慢性肝炎・肝硬変 55. 
慢性腎不全 

（腎透析を含む） 

12. 脳出血・くも膜下出血 34. Ｃ型慢性肝炎・肝硬変 56. 尿路（腎・尿管）結石

13. 脳梗塞・脳血栓 35. 
（Ｂ型・Ｃ型ではない） 

慢性肝炎・肝硬変 
57. 前立腺肥大症

14. その他の心臓の病気 36. 胆石 58. 膀胱炎

15. その他の脳の病気 37. 胆のう炎 59. 
その他の腎臓・泌尿器

の病気 

呼
吸
器

16. 肺気腫 38. 胆のうポリープ

血
液

60. 貧血

17. 慢性気管支炎 39. すい炎 61. 白血病

18. 気管支ぜんそく 40. 
その他の肝臓・ 

胆のう・すい臓の病気 
62. その他の血液の病気

19. 肺結核

内
分
泌

代
謝

41. 糖尿病

眼

63. 白内障

20. 自然気胸 42. 
脂質異常症（コレステロー

ルや中性脂肪が高い） 
64. 緑内障

21. 肺炎 43. 痛風・高尿酸血症 65. その他の目の病気

22. その他の呼吸器の病気 44. 
その他の内分泌・代謝

の病気 
66. その他の病気

Ⅰ. あなたの「病歴」についておたずねします。 

診断されたことがある方は、下表から病名を選び、 

右ページの記入欄に番号と病名をご記入ください。
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◆ 病気を発症した年齢を記入し、病気の現状について該当するものを１つ選んでその番号に〇をつ

けてください。 

◆ 「66. その他の病気」の時は、「 66. 〇〇〇 」と、番号と病名をご記入ください。 

1 2 3 4 5 6 

病名 発症年齢 治療中 
経過 

観察中 
治癒 放置 

手術後 

治癒 

手術後 

治療中 

 

23．胃ポリープ 
52 歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

歳 1 2 3 4 5 6 

記入例 

現在通院中の方は 1.治療中、2.経過観察中、6.手術後治療中 から選択してください。 

通院していない方は 3.治癒、4.放置、5.手術後治癒 から選択してください。

 2.経過観察中とは、診察のみ・検査のみで現在は治療をしていない状態のことです。 

１年に１回や数か月に１回の受診も含みます。 

ただし、手術後で経過観察中の方は 6.手術後治療中 を選択してください。

 4.放置とは、病気を診断された後、治療や検査を受けていない状態をいいます。 
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（2）ヘリコバクター・ピロリ菌（以下 ピロリ菌）に関する検査・治療等について、あてはまる

1 から 3 の番号に〇をつけてください。 

（3）現在、医師から処方されて定期的に飲んでいる薬がありますか？ （市販薬は含みません） 

1. はい 2. いいえ 次ページ（4）へお進みください。 

該当するすべての番号に○をつけてください。 

現在服薬されている薬剤名をすべて記入してください。（市販薬は含みません） 

※また、健診の当日にお薬手帳あるいはお薬の説明用紙をご持参ください。 

1. 高血圧の薬 5. 不整脈の薬 9. うつの薬

2. 糖尿病の薬 6. 
抗凝固・抗血小板剤 
（血液を固まりにくくする薬） 

10. 便秘薬

3. コレステロールを下げる薬 7. 鎮痛解熱剤 11. その他の薬

4. 尿酸を下げる薬 8. 睡眠薬 (  ) 

② ピロリ菌は陽性でしたか？

③ ピロリ菌の除菌治療を受けましたか？

④ ピロリ菌の除菌は成功しましたか？

（治療中あるいは治療後確認していない場合は

不明としてください。） 

⑤ ピロリ菌の除菌終了後から現在まで、どのくらいの期間ですか？

1. 2 ヶ月未満 2. ２ヶ月以上６ヶ月未満 3. ６ヶ月以上

下記(3)へ 

① 今までピロリ菌の検査を受けたことがあり

ますか？

1. はい

1. はい

1. はい

2. いいえ

3. 不明

2. いいえ

3. 不明

2. いいえ

3. 不明

1. はい

2. いいえ

3. 不明
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（4）今までに抗がん剤 （内服薬・点滴治療含む）の治療を受けたことがありますか？ 

1. はい 2. いいえ 3. わからない

（5）今までに CT の検査を受けたことがありますか？ 

それぞれの部位について 1 から 3 のいずれかに○をつけてください。 

2「あり」を選ばれた場合は、およその回数と初めて検査を受けた年齢を記入してください。 

部位 なし あり 回数と初回検査時の年齢 分からない 

頭頸部 

（脳、頸部、甲状腺など） 
1 2 

（ ）回受けた 

3 

初回検査時（ ）歳 

胸部（肺など） 1 2 

（ ）回受けた 

3 
初回検査時（ ）歳 

腹部 

（肝臓・腎臓・膵臓など） 
1 2 

（ ）回受けた 

3 
初回検査時（ ）歳 

PET－CT 

（全身検査で がんの転移

検査や健康診断等） 

1 2 

（ ）回受けた 

3 
初回検査時（ ）歳 

その他の部位 

（   ） 
1 2 

（ ）回受けた 
3 

初回検査時（ ）歳 

＊CT…X 線を使用して身体の断面を撮影する検査で、検査時間は 10～15 分。 

＊MRI…磁気共鳴画像検査で、X 線は使用せず、検査中は大きな音がします。検査時間は 20～40 分。 

（6）今までに、病気の治療のために放射線治療を受けたことがありますか？ 

（前立腺がんの小線源治療も含む） 

1. 受けたことがない

2. 受けた  

3. わからない  

治療年齢（ ）歳 治療部位（ ） 

治療年齢（ ）歳 治療部位（ ） 

治療年齢（ ）歳 治療部位（ ） 

治療年齢（ ）歳 治療部位（ ） 

受けた方は、治療年齢と治療部位を記入してください。 
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（1） これまで甲状腺の超音波検査を受けたことがありますか？ 

1. はい 2. いいえ 下記（2）へお進みください。 

約（ ）回 

そのうち緊急作業に従事した後に、受けた検査回数は何回ですか。 約（     ）回 

0 回の場合は、下記（2）へお進みください。 

それはいつ、どこで超音波検査を受け、その後、精密検査を受けましたか。 

（精密検査とは、細胞診や組織検査のことをいいます） 

いつ頃 医療機関名 精密検査を受けたか 

平成 年 月 1. 受けた 2. 受けていない

平成 年 月 1. 受けた 2. 受けていない

平成 年 月 1. 受けた 2. 受けていない

（2） ご家族（実父、実母、兄弟、姉妹、子）の方で、甲状腺の病気と診断された方はいますか？ 

「該当者あり」の方はあてはまる病名を選び、1～6 に○をつけてください。 

1. 該当者なし

2. 該当者あり

（1） 1 日の平均睡眠時間はどれくらいですか？  およそ（ ）時間 

（2） 寝る時間と起きる時間は規則的ですか？ 

1. 規則的 2. 就寝時間のみ規則的 3. 起床時間のみ規則的 4. ともに不規則

（3） 睡眠で休養が十分取れていますか？ 

1. 取れている 2. だいたい取れている 3. 取れていない

Ⅲ. 最近1か月間の「睡眠の状態」についておたずねします。

Ⅱ.甲状腺の検査、家族歴などについておたずねします。 

1. 
甲状腺機能亢進症・ 

バセドウ病 
4. 甲状腺良性腫瘍・結節・腺腫

2. 甲状腺機能低下症 5. 甲状腺がん

3. 慢性甲状腺炎・橋本病 6. その他（ ）
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各項目の最もあてはまる番号に○印をつけてください。 

仕事をされていない方は、次ページのⅤへお進みください。 

そうだ 
まあ 

そうだ 

やや 

違う 
違う 

① 非常にたくさんの仕事をしなければならない 1 2 3 4 

② 時間内に仕事が処理しきれない 1 2 3 4 

③ 一生懸命働かなければならない 1 2 3 4 

④ かなり注意を集中する必要がある 1 2 3 4 

⑤ 高度の知識や技術が必要なむずかしい仕事だ 1 2 3 4 

⑥ 勤務時間中はいつも仕事のことを考えていなければならない 1 2 3 4 

⑦ からだを大変よく使う仕事だ 1 2 3 4 

⑧ 自分のペースで仕事ができる 1 2 3 4 

⑨ 自分で仕事の順番・やり方を決めることができる 1 2 3 4 

⑩ 職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる 1 2 3 4 

⑪ 自分の技能や知識を仕事で使うことが少ない 1 2 3 4 

⑫ 私の部署内で意見の食い違いがある 1 2 3 4 

⑬ 私の部署と他の部署とはうまが合わない 1 2 3 4 

⑭ 私の職場の雰囲気は友好的である 1 2 3 4 

⑮ 私の職場の作業環境（騒音、照明、温度、換気など）はよくない 1 2 3 4 

⑯ 仕事の内容は自分にあっている 1 2 3 4 

⑰ 働きがいのある仕事だ 1 2 3 4 

Ⅳ. 現在の仕事についておたずねします。 
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（1）  仕事・通勤・家事などをあわせて、身体を動かす時間は１日のうちどのくらいですか？ 

約           時間  （下記（3）にある余暇の運動を除く） 

（2）  仕事・通勤・家事などをあわせて、どの程度の時間を下記の①～④の項目に費やしていますか？ 

あてはまる番号に○をつけてください。 

時間の内訳 なし 
1 時間 

未満 

1時間以上 

3時間 

未満 

3時間以上 

5時間 

未満 

5時間以上 

7時間 

未満 

7時間以上 

9時間 

未満 

9時間以上 

11時間 

未満 

11時間 

以上 

① 座っている時間 １ 2 3 4 5 6 7 8 

② 立っている時間 １ 2 3 4 5 6 7 8 

③ 歩いている時間 １ 2 3 4 5 6 7 8 

④ 力作業の時間 １ 2 3 4 5 6 7 8 

*「立って重たいものを運んでいる」ように、「立っている時間」「歩いている時間」「力作業の時間」の複数にあて

はまる場合は、もっともカロリー消費の多い「力作業の時間」を選んでください。

（3）  余暇（休日や時間のある時）に、運動を行う頻度と 1 回当たりの時間はどのくらいでしたか？ 

「運動の頻度」の、あてはまる番号に○をつけ、1 回あたりの時間を記入してください。 

しない場合は「０分」と記入してください。 

運動の頻度 

運動の種類 

月に1回未満 

または 

しない 

月に 

1～3 回 

週に 

1～2 回 

週に 

3～4 回 

週に 

5 回以上 

１回に 

運動する時間 

① 軽い運動
散歩、ウォーキング、 

ゴルフ、ハイキング、 

体操、趣味の畑仕事など 

1 2 3 4 5 （ ）分 

② 中程度の運動
軽いジョギング、水泳、 

スキー、軽い球技、 

ダンスなど 

1 2 3 4 5 （ ）分 

③ 激しい運動
格闘技、激しい球技、 

マラソンなど 

1 2 3 4 5 
（ ）分 

Ⅴ. 過去1年間の「身体の動かし方」と「運動の習慣」についておたずねします。
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（1） たばこ（紙巻きたばこ）を習慣的に（毎日、または時々）吸いますか？ 

1. 吸っている（これまで6ヶ月以上吸っており、その間の総喫煙本数が100本以上で

過去1ヶ月間に吸っている）

① 何歳から吸い始めましたか？ （ ）歳の頃 

② 平均して1日何本くらい吸いますか？ （ ）本 /日 

2. やめた（過去1ヶ月間に吸っていない）

① 何歳から吸い始めましたか？ （ ）歳の頃 

② 何歳ごろやめましたか？ （ ）歳の頃 

③ 平均して1日何本くらい吸っていましたか？ （ ）本 /日 

3. 吸ったことがない（上記の１、2 に含まれない方）

（2） 家庭や職場やお店などで、他人のたばこの煙を吸う機会（副流煙：１日１時間以上）はどの

くらいありましたか？ たばこを吸う方も吸わない方も、10歳のころ、30歳のころ、現在

のそれぞれについてお答えください。 

ほとんどない 月1～3日 週1～4日 ほとんど毎日 

① 10 歳のころ 1 2 3 4 

② 30 歳のころ 1 2 3 4 

③ 現在 1 2 3 4 

Ⅵ. 「喫煙の習慣」についておたずねします。

 25 歳未満の方は①、③のみに回答

 25 歳以上 35 歳未満の方は①、②のみに回答

 35 歳以上は①～③すべてに回答

− 87 −



- 10 - 

① 何歳から飲み始めましたか？（ ）歳の頃 

② 何歳頃やめましたか？ やめた年齢をご記入ください。

（ ）歳の頃 

（1） お酒を飲みますか？ 飲む頻度が月に1回未満の人は、「飲まない」を選んでください。 

次ページのⅧへお進みください。 

  

（2） この1年を平均して、飲む頻度と1回に飲む量はどれくらいですか？ 

（やめた方は飲んでいた頃のことを書いてください。） 

該当する種類と頻度をすべて選び○をつけてください。 

飲む頻度 

酒の種類 

ほとん

ど飲ま

ない 

月に 週に 

毎日 1 回に飲む量 
1-3回 1-2回 3-4回 5-6回 

日本酒 

果実酒（梅酒など） 
各 180ml 1 2 3 4 5 6 合 

焼酎 
水・湯割り 1 2 3 4 5 6 コップ  杯 

ストレート180ml 1 2 3 4 5 6 コップ  杯 

ビール・発泡酒 大瓶（633ml） 1 2 3 4 5 6 本 

ビール・発泡酒 中瓶または 500ml 缶 1 2 3 4 5 6 本 

ビール・発泡酒 小瓶または 350ml 缶 1 2 3 4 5 6 本 

缶チューハイ 

カクテル缶 

ハイボール缶 

各 350ml 1 2 3 4 5 6 本 

洋酒 

(ウイスキー・ 

ブランデー等） 

シングル 30ml 1 2 3 4 5 6 コップ  杯 

ダブル 60ml 1 2 3 4 5 6 コップ  杯 

ワイン 120ml 1 2 3 4 5 6 グラス 杯 

迷われた方は下記の例を参考にご記入ください。 

 

1. 飲む（月 1 回以上） 2. やめた（1 年以上禁酒） 3. 飲まない（月 1 回未満）

Ⅶ. 「飲酒の習慣」についておたずねします。

 夏季のみ（7～9 月）ビール 350ml を毎日 1 本飲む場合

3 ヶ月間＝1 年間の 1/4 なので、１回/４日飲むと考える→１週間に換算すると 1～2 回/7 日 

ビール 350ml 缶の週に 1～2 日に○をつけて、1 回に飲む量へ１ と記入 

 毎日、ビール 500ml または日本酒１合を飲む場合

合わせて７日となるように○をつける。 

ビール 500ml 缶の週に 3～4 日に○をつけて、1 回に飲む量へ１ と記入し 

日本酒の週に 3～4 日に○をつけて、1 回に飲む量へ１ と記入。 

① 何歳から飲み始めましたか？

（ ）歳の頃 
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- 11 - 

（1） あなたはふだん朝食を食べますか？ あてはまる番号を１つ選び○をつけてください。 

1. ほとんど毎日食べる

2. 週４～５日食べる

3. 週２～３日食べる

4. ほとんど食べない

（2） あなたはふだん間食（夜食を含む）をすることがありますか。 

あてはまる番号を１つ選び○をつけてください。 

1. 週１回、または間食しない

2. 週２～６回、間食をする

3. 毎日１回または2回、間食をする

4. 毎日2回以上間食をする

（3） あなたはふだん外食をすることがありますか。 あてはまる番号を１つ選び○をつけてください。 

1. 週１回、または外食しない

2. 週２～６回、外食をする

3. 毎日１回または2回、外食をする

4. 毎日2回以上外食をする

（4） 食べる速さは、人と比べてどのくらいですか。 あてはまる番号を１つ選び○をつけてください。 

1. 速い 2. 普通 3. 遅い

（5） ふだんの飲食について心がけていることはありますか？ 1,2のいずれかに○をつけてください。 

① 塩分を取りすぎないようにしている 1. はい 2. いいえ

② カロリーを取りすぎ（食べすぎ）ないようにしている 1. はい 2. いいえ

③ 脂肪分の多い食べ物を控えている 1. はい 2. いいえ

④ 甘い食品や飲み物を控えている 1. はい 2. いいえ

⑤ 水分（カロリーなし）をしっかりとるようにしている 1. はい 2. いいえ

Ⅷ. 過去 1 年間の「食生活」についておたずねします。

外食とは飲食店での食事や、出前をとったり市販のお弁当を食べる場合とします。  

スーパーやコンビニ、デパートの地下で売られている調理済み食品、惣菜も含みます。 

エネルギー源となる食べ物、飲み物は間食とします。砂糖、ミルクを加えないコーヒーや紅茶、

日本茶、水およびサプリメントは間食に含みません。 
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- 12 - 

 

複数回答です。下記の記入例を参考にご回答ください。 

作業に従事したすべての項目に○を記入してください。 

従事した時間が多かった順に（ ）内に1から順に番号を記入してください。 

業務内容 

（ ）がれきの撤去や原子炉建屋のカバーリング作業、汚染水対策などの土木建築系の業務 

（ ）冷却設備、電源機能の回復、放水作業などの原子炉制御に直接かかわる業務 

（ ）放射線管理部門などの線量管理にかかわる業務 

（ ）資材発注・検収・在庫管理、受け渡しなどの資材管理 

（ ）その他（管理・技術・監督、警備、庶務、その他） 

業務内容 

○ （ 1 ） がれきの撤去や原子炉建屋のカバーリング作業、汚染水対策などの土木建築系の業務 

○ （ 3 ） 冷却設備、電源機能の回復、放水作業などの原子炉制御に直接かかわる業務 

（  ） 放射線管理部門などの線量管理にかかわる業務 

（  ） 資材発注・検収・在庫管理、受け渡しなどの資材管理 

○ （ 2 ） その他（管理・技術・監督、警備、庶務、その他） 

（1） 現在の身長（ ）ｃm 

（2） 現在の体重（ ） kg  20 歳頃の体重 約（ ） kg 

（3） 現在の婚姻状態 

1. 未婚 2. 既婚（内縁・再婚を含む） 3. 離婚

4. 死別 5. その他（ ） 

（4） 最後に卒業された学校 

1. 小・中学校 2. 高等学校 3. 専門学校

4. 短期大学・高等専門学校 5. 大学 6. 大学院

7. その他( ） 

Ⅸ．事故直後から1年間に、あなたが第一原発関連で行った業務について

おたずねします。 

以上で終わりです。記入もれがないか、もう一度お確かめください。 

ご協力ありがとうございました。 

Ⅹ. 以下について差し支えのない範囲でお答えください。 

記入例
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東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究 

健診（検査）実施項目 

検査項目 検査内容 検査の目的 

診察 問診、理学的検査 他覚所見の有無 

身体計測等 
身長、体重、BMI、腹囲、視力、 

聴力（1000Hz、4000Hz）、血圧 

肥満、視力障害、 

聴力障害、高血圧 

生理学検査 心電図（12 誘導） 心臓病、不整脈など 

血

液

検

査 

末梢血液一般検査 

赤血球数、白血球数、血小板数、 

ヘモグロビン、ヘマトクリット、 

白血球分画 

貧血、炎症、感染症など 

肝機能検査 
AST、ALT、γ-GTP、総ビリルビン、ALP、

LAP、LD、CHE、総蛋白、アルブミン 
肝障害など 

腎機能検査 
尿素窒素、クレアチニン、尿酸、 

電解質（Na、K、Cl、Ca、P） 
腎臓病、痛風など 

脂質代謝関連検査 
総コレステロール、中性脂肪、 

HDL コレステロール、LDL コレステロール 
脂質異常症 

糖代謝関連検査 血糖、ヘモグロビン A1c 糖尿病 

炎症反応検査 CRP 炎症、感染症 

腫瘍マーカー検査 PSA 前立腺がん 

甲状腺機能検査 

甲状腺ホルモン、甲状腺刺激ホルモン、

抗サイログロブリン抗体、 

抗甲状腺ペルオキシダーゼ抗体 

甲状腺疾患など 

肝炎ウイルス検査 HBs 抗原・抗体、HBc 抗体、HCV 抗体 B 型肝炎、C 型肝炎 

ピロリ菌等検査 

（ABC 検診） 

ヘリコバクター・ピロリ抗体、 

ペプシノーゲンⅠ、ペプシノーゲンⅡ 

ピロリ菌感染の有無、 

萎縮性胃炎、胃がんなど 

検尿 蛋白、糖、潜血、亜硝酸塩（NIT） 
腎臓病、糖尿病、膀胱炎

など 

検便 便潜血反応（2 日法） 
大腸がん、大腸ポリープ

など 

喀痰検査 喀痰細胞診（3 日分） 肺腫瘍など 

画

像

検

査 

胸部エックス線検査 胸部エックス線直接撮影 結核、肺腫瘍など 

腹部超音波検査 腹部超音波 

肝臓、胆嚢、膵臓、腎臓

などの腫瘍、脂肪肝、胆

石、胆嚢ポリープなど 

甲状腺超音波検査＊ 甲状腺超音波 甲状腺がんなど 

＊健診機関によっては実施されないところもあります。 

資料２資料2

− 91 −





A．研究目的
本研究は、「東電福島第一原発緊急作業従事

者に対する疫学的研究」（以下、「主研究」とい
う。）の対象となる緊急作業従事者について放
射線被ばくによる長期にわたる健康影響を検討
するにあたり、その交絡因子となりうる緊急作
業従事者の就労・生活背景、また産業保健、医
療受療環境等の健康管理状況等の社会的因子と
それらによる健康影響を明らかにすることを目
的とするとともに、健康診断およびその事後指
導において必要となる緊急作業従事者の社会的
背景を理解することを目的とする。

B．研究方法
社会的因子を検討するにあたり、2015 年度

（平成 27 年度）はまず広く出版されている新聞、
文献等からそれらの概要を明らかにした。2016

年度は、さらに緊急作業従事者を雇用していた

複数の事業者（以下、単に「会社」という。）
に対し、会社が実際に緊急作業従事者に提供し
ていた就労・生活環境、健康管理状況等を聞き
取り調査を実施した。本年度はこれまでの調査
結果について事実関係を確認したうえで、健康
影響の検討上必要な緊急作業従事者への個別の
社会的因子を選定し、来年度以降の調査にてそ
の結果を評価する予定である。

なお、本年度調査には旧東京電力株式会社（現
東京電力ホールディングス株式会社）（以下、「東
電」という。）を含む。同社への調査は文書に
よる質問及び回答による。

なお、以下では東電福島第一原子力発電所
を「1F」、同社福島第二原子力発電所を「2F」、
JFA ナショナルトレーニングセンター　J ヴィ
レッジを「JV」と略する。

また、研究協力者（水野光仁）は自身が 2013

年 4 月より 2018 年 2 月現在に至るまで 1F 内の

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者の就労・生活背景及び 
健康管理状況等の社会的因子について

研究分担者　星　　北斗　公益財団法人　星総合病院　理事長 

研究協力者　水野　光仁　公益財団法人　星総合病院　健診部医長 

　　　　　　佐藤　正基　公益財団法人　星総合病院　健診部保健師

研究要旨
東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究を行うにあたり、対

象となる緊急作業従事者の放射線被ばくによる健康影響を検討するうえで交
絡因子となりうる社会的因子（就労、生活背景、健康管理状況等）による健
康影響の評価を行うとともに、健康診断およびその事後指導において必要と
なる社会的背景を理解するために、それら社会的因子を明らかにするための
研究調査を立案した。

本年度は、昨年度までの聞き取り調査の結果について事実関係を確認した
報告、またそれに基づき、健康影響の検討上必要な社会的因子を検討した。
その結果、「震災・原発事故による被災・避難生活の有無」及び「緊急作業
に従事した際の雇用形態」について調査対象者に対し追加質問を要すると考
えられた。

今後それらの具体的な質問方法を検討し、その回答結果に基づき社会的因
子による健康影響を評価するとともに、緊急作業従事による健康影響との交
絡性を検討していく。
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診療所医師及び 2F 等の産業医を行っており、
現地情報を記録している。一部その記録に基づ
いて報告している部分もある。

（倫理面への配慮）
今年度の研究調査内容は個人を特定せず過去

の事実の調査を集計・分析するものであり、研
究対象者に新たな不利益を与えたり、またその
危険性を伴うものではないと判断している。ま
た、調査対象となる会社及びその担当者に調査
実施の説明と同意を文書で確認したうえで実施
した。

C．研究結果
本報告で調査対象となった会社は主研究の対

象となる緊急作業従事者に該当する者を数十名
から数百名程度有していた（東電のみ数千名）。
なお、それらの会社の下請けとなる会社の緊急
作業従事者を含めると千名を超す会社もある。

調査対象となった各社が請け負っていた作業
内容は原子炉の事故対応作業に限らず、1F 内
の土木整備工事、建物の建設、各建物内の除染・
整備管理、電気工事、港湾の整備、汚染水対策
設備設置及びその管理、放射線調査・管理等多
岐にわたった。

東電社員は、震災前から 1F 内の作業に当たっ
ていた者は、震災直後より緊急作業に従事しな
い、あるいは健康管理上従事できない者を除い
て緊急作業に従事することとなった。また、東
電の他の店所より応援で緊急作業に従事するこ
ととなった者もいる。

震災前から 1F 内の作業にあたっていた東電
以外の会社（協力企業）は震災直後も引き続き
1F 内の作業に従事したところも多いが、管理職
や当番の者、作業志願者など一部の者を除いて
多くの者は一旦避難・帰宅した。2011 年 3 月下
旬頃より作業の発注が多くなり、それ以降徐々
に震災前の就業人員に戻っていったが、震災・
事故による遠方避難等をきっかけに退職する者
も少なくはなかった。

一方、震災前には 1F 内の作業を常には行っ
ていなかった会社は、震災直後の原発事故拡大

防止のための緊急作業により新たに 1F 内の作
業に従事した者が少数いた他は、同年春頃から
作業の発注に基づき現場の調査等に少人数が入
り、受注後にその作業に必要な人員がまとまっ
て 1F に入ることとなった。

なお、たとえ 1F での就労希望があっても独
身者や若年者は 1F に入域させない、あるいは
低線量の作業に限るなどとした会社もあった。
1）就労施設（事務所・休憩所等）

震災直後より 1F 内の事務所設備の多くは地
震・津波の影響で通常の業務が行える状態では
なくなった。また、原子力緊急事態となって以
降は、各現場作業者、各原子炉を管理する施設
にいる者以外は、作業中止・避難の為帰宅（避難）
等するか、免震重要棟（以下、「免震棟」という。）
に移動し、待機・執務した。

免震棟内では全面マスク等を外すことが可能
で、事務作業等も行われていた。

その後、避難指示区域（1F から 20km 圏内
（2011 年 3 月 12 日発令時点。以後徐々に解除））
境界に位置していた JV で 1F の入退域管理がさ
れるようになり、作業者は、各社事務所で集合
してから乗り合いで JV に向かうか、直接 JV に
集合して、同場所で保護具等を装着し、バス等
に乗り合い 1F に往復するようになった。

1F 入域後、免震棟で会議や執務、待機等を行
う者もいたが、JV 出発から保護具を外すことな
く、1F 内で作業を行い、そのまま JV に戻ると
いう作業形態の者も少なからずいた。

とくに震災直後は、1F 内で作業するにあたっ
ては、原子炉の事故の再燃だけでなく、大地震や
大津波の再発に対する不安もあったようである。

1F 内では震災当初は休憩・待機等も免震棟し
か利用できず、免震棟の廊下まで人で溢れかえ
る状況だった。その後、2011 年 5 月頃から休憩
所等が徐々に整備・増設され、所により各社専
用の職員の集合・待機地点として利用できるよ
うになっていった。2011 年夏前頃には、既存の
1F 内の建物の一部でも、利用が見込めるものに
ついては補修、整備が進み利用可能となったも
のもあった。
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その後 2014 年に 1F に新事務棟が設置され
（2016 年にはさらに新事務本館も設置された）、
1F に関する東京電力の職員の多くはそれら建
物に移った＊ 1（それまでは東電の 1F に関する
主な事務作業は 2F 内（一部 JV 内）で行われて
いた）が、震災前のように 1F の協力企業の多
くが所内を拠点とするような状況には 2018 年 2

月時点ではなっていない。
一方、協力企業の各社が事務を行う場所とし

ては、震災直後から作業に関わっていた会社は
まず主にいわき市内に新たに仮事務所を構え
た。仮事務所はもともと自社や関連会社所有の
施設、また作業者の宿泊にも利用した旅館等宿
泊施設の一部や急きょ確保した貸事務所・貸家
等だった。

当初から JV の一角を事務所として利用でき
た会社もあったが、スペースが十分確保できず
集合場所程度に廊下等を利用していた会社も
あった。

2011 年夏・秋頃には、より 1F に近い地域（い
わき市北部や広野町）に事務所を新たに借りて
移動したり、土地を借りてプレハブで宿泊所兼
事務所を建設する会社もあった。

震災から数年後からは避難区域の縮小に伴
い、2018 年 2 月現在までには 1F を有する双葉
郡内（楢葉町や富岡町、大熊町内）に事務所を
移した会社もある。

なお、各社の事務所となった施設には職員等
が利用するのに十分な駐車スペースがないとこ
ろも多く、駐車場を増設したり、別の場所に駐
車場を借り、そこからバスで集まって移動した
りしているところもある。2018 年 2 月現在も
1F に直接車で入構できるのは業務上認められた
限られた数の車だけであり、さらに管理対象区
域内に入域する車両に関しては退域時に汚染検
査を受ける必要がある。
2）食生活

震災当初、免震棟においては東京電力の備蓄
食料等の無料提供に頼っていた（なお、JV でも
飲食物の無料提供があった）。会社によっては
東京等の本社等から日々必要物資とともに食料

品も送ってもらっていたが、そのような物資確
保手段を持たず、十分確保できなかった会社も
あるようである。

宿泊施設においても、当初は食料品の確保の
ため社員が遠方まで買い出しに行くこともあっ
たようである。

2011 年 4 月頃からは一般の給食会社等も営業
するようになり、以降徐々に弁当など食事はあ
る程度確保できるようになったようである。た
だし、1F から事務所や宿泊所が遠方の為、食事
が早朝になったり、JV 出発から帰着まで保護具
を外すことのできない作業者は JV 帰着まで飲
食はできない等、不便な状況は続いた。

その後、2011 年夏頃には 1F 内に設置された
休憩所等で水分やパンなどの飲食物が確保でき
るようになった。同年 9 月には非常用備蓄品の
無料提供は終了した。＊ 1

なお、震災後 1F 内で弁当による配食が供給
されるようになったのは 2011 年 9 月中旬頃か
らであった。さらに、食堂が設置され、食堂で
食事提供がされるようになったのは 2015 年以
降である。＊ 1

3）休養（宿泊所）に関する事
震災当初は帰宅できた者以外は免震棟内で過

ごすか、JV の建物内（廊下等を含む）や 2F 等
で過ごしていた（他に自社バス・自家用車内で
待機した者もいたようである）。それ以外は「1）
就労施設（事務所・休憩所等）」で示した施設
と同様に、主にいわき市内の旅館等の宿泊施設

（平、湯本、小名浜地域が多い）や自社施設等
で寝泊まりした。特に人数の多い会社では宿泊
施設の確保は困難で、点在する複数の宿泊施設
を借りるところもあった。また、アパートや学
生寮を借りて会社の寮とし、会社で管理すると
ころもあった。

宿泊施設でも当初は 1 人 1 部屋を確保するこ
とが困難で、旅館等で 1 部屋 5 〜 6 人の相部屋
とせざるを得なかったところもある。相部屋と
なると、それぞれに就業時間や生活習慣の差が
あるために休養に支障が出ることもあったよう
である。
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2011 年夏頃には長期の工事等の作業が見込ま
れる会社などで、広野町内などにプレハブで仮
設の宿舎（事務所を併設するところもある）を
建設する会社もあった。なお、東京電力は 2011

年 7 月より JV 内のプレハブ宿舎の供用を開始
した。＊ 1

プレハブの宿舎では 1 人 1 部屋が確保しやす
くなったが、防音などが十分でない建物では相
部屋ほどではないものの相部屋と同じような問
題を生じたこともあったようである。また、そ
ういった仮設宿泊所・事務所を設けようとして
も地権者が避難していたりして交渉に時間がか
かったり、法規制の為事務所等への転用が難しい
場合などもあり、用地の確保にも困難が伴った。

なお、そのような宿泊所については、自社の
下請けの会社も共同して使用しているケース
と、自社社員専用としているケースどちらもあ
り、時期によってもそれが変化しているところ
もあるようである。

2016 年頃からは双葉郡内に新たに寮となる
（仮設ではない）アパートを建設している会社
もある。

一方、地元出身者には、もともと避難区域外
に居住し、震災後もそこから出勤していた者も
いるが、震災・1F 事故後の避難により他の住
民同様、避難所、避難住宅等に移り、そこから
出勤していた者も多かった。また、郡山市など
遠方地域にまで家族を伴い避難した者等は、出
勤日は会社の用意した宿泊施設に泊まり、休日
に避難地に帰る、という単身赴任の生活形態に
なった者もいた。

なお、避難区域は地域によって順次避難解除
されてきており、2018 年 2 月現在では旧避難区
域内（楢葉町など）の震災前からあった自宅な
どに戻った者もいる。
4）就労時間・就業期間

震災・事故当初は帰宅もままならず、いつ寝
ていたかもわからない状況だったようである。
その後も緊急の作業が続き、作業計画等の為深
夜まで会議を行ったりすることも多かったよう
である。

2011 年 3 月末頃からは個々人での線量管理

が行えるようになり、作業中被ばくする線量の
計画もある程度たてられるようになったよう
で、法令の規制に加え、年間累積被ばく線量最
大 20mSv など各社が設定した基準線量（以下、

「各社設定線量基準」という。）を越さないよう
に作業時間は設定された。このため、被ばく線
量が低い作業環境における作業では 1 日 6 〜 8

時間あるいはそれ以上、という作業もあったが、
比較的被ばく線量が高い作業では 1 日の被ばく
線量を抑えるため、ごく短時間での作業となっ
た者もいた（何名かで高線量下での作業と低線
量下での作業（待機等を含む）を交代して行う
などしていた）。

施設の管理など 24 時間の勤務が必要な作業
では交代勤務が行われていたが、JV や自社事務
所等の往復に数時間を要する為、例えば 3 交代
勤務では 1F 構内で勤務する 8 時間に加えて数
時間の就労時間が必要となっていた。

また、1 日にまとめて、また迅速に作業を進
める必要があるものでは早番、遅番などの交代

（シフト）勤務体制を作っているものもあった。
夏場は熱中症対策の為、勤務開始時間を早め

たり、日中作業を短縮あるいは中止したりする
こともあった。また、早朝に 1F に到着する為に、
宿泊所出発が 3 〜 4 時台になる者もいた。

また、作業の計画や管理等を行う者は、日中
は現場に行き、事務所に帰ってから事務作業を
行うため、長時間残業になりやすかった。

また、例えばいわき市内の事務所から JV へ
の移動に加え、JV から 1F までの移動は平時で
も合わせて 1 時間を超す時間を要する距離であ
り、通勤には移動だけで相当な時間がかかった。
震災当初は道路が壊れている場所も多く、しば
らくしてからは作業車両の集中で渋滞が悪化し
たため、通勤時間はさらに長かったと思われる。

また移動に用いられる車も限られていたた
め、作業者が集まって移動する必要があり、そ
の待機等にも時間を要した。

就労期間については、常勤となっていた者の
他は、各社が請け負った工事期間の間のみ 1F

の作業に従事した者、法令や各社設定線量基
準に達するまで 1F の作業に従事した者などが
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いた。その為、比較的線量の高い作業に従事し
た者は従事期間が短い者も少なくないようであ
る。会社によっては、数日間、数週間、あるい
は数か月間というように 1F の作業期間をあら
かじめ設定されて一定期間 1F に就労に赴くよ
うなところもあった（その一方で、各社の管理
職や長期間の作業や連続して複数の作業を受注
した会社の社員では赴任期間が長期になってい
る者もいる）。

なお、比較的線量の高い作業に従事する者が
短期間の雇用とならないよう、高線量の作業と
低線量の作業を組み合わせて長期雇用を確保し
たり、全国に支社や協力会社がある会社では、
全国的に応援（出張）を要請し、1F の作業に従
事してもらっていたようである。そのような応
援者は当初は管理職などが多かったようだが、
就労生活体制が用意でき、また 1F 及び作業の
状況説明がある程度安定的にできるようになる
に従い、非管理職の社員も対象となっていった
ようである。とはいえ、中には 1F で作業する
ことを十分伝えられずに福島に出張となった者
も一部いたようである。

震災前から 1F に関する仕事に従事していた
地元の者では、待機指示や避難等の為しばらく
出勤のなかった者も少なくなかったが、多くは 1 年
以内に 1F の作業に従事するようになっている。

なお、常勤者で法令の限度や各社設定線量基
準に近い者或いは越した者については、他の店
所に異動になったり、1F 構外での作業に従事す
ることとなったりしたようである。

なお、震災前から 1F での作業に従事してい
た（とくに、1F 内に事務所を有するような）会
社の社員には震災直後から少なからず 1F の作
業に継続して従事する者がいたが、そうでない
会社の社員が 1F に入域するのは当然その会社
が 1F における工事を受注して以降になる（た
だし、受注前に視察等で 1F に入域しているこ
ともある）。そのような工事の多くが開始され
るのは 2011 年 4 月以降である。
5）作業管理・作業環境管理に関する事（保護

具等）
震災当初は線量を管理する APD（警報付きポ

ケット線量計）などの物品が十分確保できず、
また作業の緊急性や事故状況の急変によりや
むを得ず 100mSv 以上の被ばくとなった者も多
かったようである。

2011 年 4 月に入る頃には物品が確保されたよ
うで個人の線量がある程度日々確認できるよう
になった。その後は法令や各社設定線量基準が
順守できるように作業時間・作業期間などが設
定されるようになったが、そのために多くの人
員確保が必要になった。

2013 年 6 月に 1F 入退域管理施設ができる前
までは、主に JV で 1F の入退域管理が行われる
とともに、保護具も JV で配布されていた。また、
1F 免震棟や構内の休憩所でも保護具は調達可能
であったようである。

このほかに、リアルタイムに累積被ばく線量
をモニタできるよう独自に線量モニタを用意し
た会社もあった。

なお、海から 1F に入域する場合には、放射
線管理員が同乗し、基準地点を決めて保護具着
脱及び汚染サーベイを実施していた。

1F の新規入構者には作業者教育等が実施され
ていたが、はじめて放射線ばく露作業に従事す
るということもあり、使用目的・使用方法等を
十分理解できず、汚染、内部被ばく等を起こし
た事例が散見されている。＊ 1

また、会社によっては、原子力発電所等放射
線管理を要する作業環境での作業がはじめてと
いう会社も少なからずあり、放射線管理に不安
を感じる会社もあった。

また、全身保護具下で長時間作業を行う必要
があった為、夏場は熱中症対策が必要となった。
2011 年夏の時点で休憩所の設置及び休憩所内に
水分塩分補給のためのドリンクや、クールベス
トの氷などが用意されるようになったが、十分
な数が確保できず各社でもクールベストや冷却
材等が準備された。しかし、それでもなお熱中
症のリスクは高かったため、作業時間帯を早朝
に移す、作業時間を短くするなどの対応が必要
となったようである。
6）衣類・日用品、通信、交通手段等に関する事

当初、免震棟や JV では従来防護服等（いわ
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ゆるタイベックスーツ等）の下に着るための下
着が配布されており、その下着に新品の保護服
を着用して生活している者も多かった。

各会社の用意した宿泊所で生活する者に対し
ては、東京など遠方の同社支店・本店からの物
資輸送に合わせて生活物資等も送ってもらって
いた会社も少なからずあったが、そういった物
資輸送のない会社等では現地調達となったよう
であった。

2011 年 5 月頃には地域の商店の営業・物資も
回復してきた＊ 1 ため、それ以降は日用品に関し
て目立った不足は減少してきたようである。た
だし、宿泊所がいわき市の市街地に近いところ
はまだしも、避難区域近くに宿泊所を設けた会
社では周囲に商店がないところも多く、そう
いったところの宿泊者は時間を設けていわき市
内等まで車で買い出しに行く必要があった。

なお、震災の影響で 1F において携帯電話が
不通となったため、免震棟にあったインター
ネット設備、電話設備を除き、外部との連絡は
制限され、家族との連絡等自由な電話連絡は震
災当初から当面の間できなくなっていたようで
ある。

また、移動に供する車及びガソリンの確保が、
特に震災直後は非常に困難で、緊急作業車でも
県外まで行って給油していたこともあった。ま
た車が放射性物質により汚染される恐れがあ
るため、1F 構内用、JV から 1F までの移動用、
JV から宿泊所・事務所等までの移動用の車がそ
れぞれ必要となり、他地域に支店のある会社は
それらから車を借りたり譲ってもらったりして
いたが、それでも不足していることがあったと
いう。

一般にも震災の為車を失ったり、新たに求め
る人も多かったため、必要十分な車両確保には
時間がかかったという。
7）健康管理

震災前から 1F 内に事業所を有していた会社
の多くは震災前は産業医を地元の開業医等と契
約していたようで、また 1F 内の事業所に専任
の看護師・保健師等を有する会社もほとんどな
かった。震災後、地元の開業医等も遠方に避難

した例が多かったため、健康管理等の相談が難
しくなったところも多かった。

また、わが国において 1F の事故ほどの放射
線関連事故は未経験であったため、ヨウ素剤配
布・内服等をはじめとして、様々な放射線に対
する健康管理対策について明確な基準・行動指
針がなかったようで、混乱があったようである。

地震・津波等の震災被害による全国的な混乱
がある程度落ち着いてからは、各社の本社等に
専任の産業医を有する会社の中にはその産業医
が定期的に現地事務所等に訪問したり、健診結
果を判定し、電話で指導を行ったりしたところ
もあった。

また、健康診断は、震災前から労働衛生機関
がバス等で事業所に出張し行ってきた会社では
その出張健診を継続して実施した会社もあった
が、健診会場が確保できず、健診時のみ他の事
業所のスペースを借りた例もあったようであ
る。とくに、電離健康診断は震災当初実施でき
る医療機関が限られており、遠方（いわき市内）
の医療機関まで行く必要があった。さらには、
2011 年には臨時健康診断の頻回の実施指示が
あったため、その準備・実施には困難を伴った
ようである。

次第にいわき市内で健康診断を実施する医療
機関も増え、宿泊地の近くの医療機関等で健診
を受診する者が増えた。2011 年 8 月に JV に近
い広野町の馬場医院が再開＊ 2 されて以降はそこ
で健診を受ける者も次第に多くなった。

遠方から出張して応援に行く者には、あらか
じめ地元で健診等をうけてくるように指示のあ
る会社も複数あった。そういった会社では、そ
の健診結果について産業医の判定を行ったり、
健康状態に問題のある者などは出張前にあらか
じめ受診するように指示したり、出張の取りや
めなども検討されたようである。

また、会社によっては、法令による健診以外
にも、独自に健康に関する不安等を聞くための
アンケートを実施し、それに基づいて相談会を
開くなどの対応を行ったところもあった。

内部被ばくを評価するためのホールボディー
カウンター（Whole Body Counter：WBC）は震
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災直後は十分確保ができなかったため、他地域
の原子力発電所（新潟県柏崎や茨城県東海など）
に行って受検したこともあったという。

なお、所内事故・傷病者に対する救急対応に
関しては 2011 年 4 月に日本救急医学会等の協
力で JV にある診療所設備に傷病者対応拠点が
でき、同年 5 月後半より産業医科大学や労災病
院等の医師が免震棟に常駐し、同年 7 月からは
1F5・6 号機サービス建屋内に救急医が 24 時間
体制で常駐するようになった（2013 年 6 月に入
退域管理施設が設置され、同施設に救急対応拠
点は移設された。同じ頃、JV の診療所機能は廃
止された。）＊ 1

8）その他の社会的背景（家庭環境等）
震災前から 1F の運転・管理等を継続的に請

け負ってきた会社では地元採用者が多数存在し
たのに対し、震災後新たに作業を請け負った会
社では、福島を管轄する地域の本社（主に東京
や仙台）や原子力発電所を主に対応する支店の
者を中心とした出張者が大半を占めていた。

また、「4）就労期間・就業時間」等で示した
通り、一人当たりの線量低減の為多くの人員を
要した作業を請け負った会社では、その会社の
全国の支店及びその協力会社等を通じて作業者
は全国から集まった。

中には、専門的な工事を行うような会社で、
各工期により全国を移動し、その期間中現地で
の単身赴任生活を送るのが日常的な会社もあ
り、そういった会社では、1F での作業もその一
環という捉え方をされているところもあった。

地元採用者の場合、作業者でありかつ被災者
で避難者であるという背景になることも多く、
就業・生活に関し複雑な感情を抱く例も多いよ
うであった。また、家族が遠方に避難する為、
初めて単身赴任生活となったり、家族との生活
の維持や介護等の為に遠方に移住する為、やむ
を得ず退職する者も少なくなかった。また、震
災前は兼業農家であった者や地元の様々な活動
等、就業外の繋がりや生活の要素も多くあった
者では、それを失ったことによる生活の変化が、
運動不足等の形で健康に影響を与えている者も
いるようである。

D．考察
社会的因子による健康影響は様々あることは

知られているが、主研究が調査対象者の、緊急
作業従事後における長期的な健康影響を評価す
ることを目的としていることから、その交絡因
子としての社会的因子を検討することを目的と
する本研究では、特に長期的に影響を与えると
思われる因子について注目する必要がある。

長期的な影響を与える社会的因子について
は、国籍、居住地域、収入、教育水準、重大な
社会体験の有無などが考えられる。

このうち、国籍については、主研究の調査対
象となるほとんどの緊急作業従事者は日本国籍
の者・日本在住の者であると思われ分類して評
価する意義に乏しいと考えられる。

また居住地域については、長期的観点からは
転居等の影響を考えなければならないが、主研
究における臨床調査時点の住所のデータを利用
すればある程度は評価可能と考えられる。

また、教育水準については主研究の臨床調査
分科会の「健康と生活習慣に関する質問票」（以
下、「問診票」という。）中で既に最終学歴を質
問されているので本研究において改めて検討す
る必要はない。

一方、当研究の昨年度報告での考察では、社
会的因子について、以下の 4 点について分類可
能であることを報告した。

〈【1】時期的分類〉
①超緊急作業期（2011 年 3 月頃）
②作業環境準備期（2011 年 4 月頃〜 6 月頃）
③緊急作業後期（2011 年 7 月頃〜 10 月）
④廃炉作業期（2011 年 11 月〜現在）

〈【2】就労パターン分類〉
①長期就労・長期低線量パターン
②長期就労・一時高線量パターン
③短期就労・予定期間パターン
④短期就労・線量限度パターン

〈【3】出自分類〉
①地元採用者
②単身赴任者
③短期就労者
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〈【4】就労状況分類〉
①現在も就労しており週 1 回以上 1F 内での

作業あり
②それ以外の就労者
③退職者

このうち、【1】時期的分類は、調査対象者の
緊急作業当時の放射線被ばくデータ（以下、「線
量データ」という。）からある程度把握・評価
できると思われるので調査対象者に改めて質問
する必要性はないと考える。
【4】就業状況分類については、単回の主研究

における臨床調査等に影響する可能性があると
考えられるが、長期的観点でみればどの者につ
いても就業年齢を終えれば退職し生活するもの
であるし、現状の 1F やその他原発での就労等
による追加放射線ばく露については別途線量評
価として行われるからこれもあえて質問の必要
性はないと考えられる。

一方で、【3】出自分類については、①地元採
用者における東日本大震災や 1F 事故に伴う避
難生活及びその体験（以下、「被災体験」という。）
による健康影響は、福島県の「県民健康調査」
＊ 3 などの結果から長期的にも無視できないも
のと考えられる。『結果 8）その他の社会的背景

（家庭環境等）』で述べたように、地元採用者は
震災前から 1F 作業に従事していた者が多いた
め、震災当初から緊急作業に従事した者の割合
が多いと考えられ、それに伴い被ばく線量も高
くなると考えられる。その為、この出自の分類
は緊急作業従事による健康影響を評価するうえ
で交絡性を持つ可能性があると考えられるが、
これまでの問診票において、震災体験等を問う
設問は存在しないため、この追加が必要である
と考えられる。ただ、地元採用であることと被
災体験の有無は必ずしも一致せず、また「地元」
という概念も一定ではなく、現住所についても
都道府県単位では県内でも被災体験に大きな差
が生じ、同じ住所でも避難等の結果住所地が変
わった者と、もともとそこに住んでいた者では
被災体験に大きな差がある。そのため、出身地
等出自そのものを問うよりは、震災による避難

生活経験等を実際にしたかどうかを問うた方が
健康影響評価上はより精度が高く検討できると
考えられる。

なお、②単身赴任者であるかどうかはその単
身赴任の有無及び単身赴任中とその解除後で健
康状態に差が生まれることが考えられるもの
の、それはその単回の臨床調査時点での短期的
な影響にとどまることが考えられる。また、長
期的な健康影響を評価した文献は少なく、さら
には過去の単身赴任経験は長期的には健康影響
を示さなかったという文献＊ 4 も散見されるの
で、長期的観点では交絡因子として評価する重
要性は低いと考える。

③の短期就労者については以下に含めて述べる。
【2】就労パターン分類については、その被ば

くパターンや被ばく総量については各調査対象
者の被ばく線量のデータから分類できるもので
あるので、その分類そのものを質問する必要性
はないと考える。しかし、当研究の調査結果か
らは、震災直後の対応者は別として、長期雇用
者（いわゆる正規雇用者）では長期雇用を前提
として長期計画的に制限線量を越さないように
配慮されていることが多いと考えられるのに対
し、短期雇用者（いわゆる非正規雇用者）は最
初から 1 回あたりの被ばく量が高い作業が予定
されている者が多いように思われる。そのため、
短期間・高線量ばく露のパターンとなる者に短期
雇用者が多いことが予想される。短期雇用者と
長期雇用者との間は所得の差が大きく＊ 5、また、
そのような雇用形態の別によって健康状態に差
があらわれているとする報告も複数ある＊ 6 こと
から、線量ばく露パターンをふまえた健康影響
評価を行うにおいて、短期間・高線量ばく露パ
ターンの者の評価が雇用（所得）の差による健
康影響との交絡性が出現する可能性がある。ゆ
えに、この雇用形態についての確認も必要であ
る。なお、この雇用形態の違いについては上述の
ように緊急作業時の被ばくパターン（及び被ばく
線量）に交絡性があることが最も問題であるので、
雇用形態については「緊急作業当時」の雇用形態
について確認することが妥当であると思われる。

また、雇用形態そのものは日本特有の制度で
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あるので主研究の健康影響を国際的に評価する
必要がある可能性を考えると、雇用形態による
分類よりも所得（額）による分類で評価した方
がよいとは考えるが、対象者に緊急作業当時の
所得を思い出させて回答させることは困難であ
りかつ、当時は非常時で平時に比べて変動も大
きかったと推測され、問診票回答時点ではその
者のその時点までの就労状態等（就業中か退職
後か等）により所得は大きく変動してしまうと
も想定されるため、分類方法として安定しない
と考え、結局は所得についての質問より、「緊急
作業当時の雇用形態」の質問によって分類した方
が比較的精度が高く評価できると考えられた。

E．結論
緊急作業従事による健康影響を今後評価して

いくにあたり、現在の問診票に以下の 2 点につ
いて追加設問し、それに基づいて社会的因子の
交絡性を検討することが必要と考えられた。

今後、具体的な質問方法を検討し、その回答
結果に基づき社会的因子による健康影響を評価
するとともに、緊急作業従事による健康影響と
の交絡性を検討していく。
①震災・原発事故による被災・避難生活の有無

について
②緊急作業に従事した際の雇用形態について
G．研究発表

なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
1．特許取得

なし
2．実用新案登録

なし
3．その他

なし
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A．研究目的
東電福島第一原子力発電所の緊急作業に従事

した約 2 万人の放射線被ばくによる長期にわたる
健康への影響を検証する。白内障 WG は放射線
被ばくによる白内障の調査を行い、放射線被ば
くと水晶体混濁の関係について明らかにする。

B．研究方法
①実効線量が 50mSv 以上の東電社員に対し

ては、2013 年より毎年、福島第一原発、東電本
社、柏崎刈羽原発で眼科検診を行っている。慶
應義塾大学の医師が診断を行い、金沢医科大学
の視能訓練士が EAS-1000（ニデック）と簡易
型徹照カメラ（LOVEOX）を用いて詳細な水晶
体撮影を行っている。

②実効線量が 50mSv 未満および東電社員以外
の緊急作業従事者に対する全国調査に向けて、
研究計画を検討し準備を進めている。対象者は
実効線量 20mSv 以上の約 4,000 名とし、平成
30 年 4 月初めに対象者全員に案内を送付する予
定である。①の検診を受診している東電社員に
関してはそちらを優先してもらい、それ以外の
対象者には全国での調査に参加をお願いする。
本研究開始当初は、研究協力機関で臨床調査の
健診と同時に白内障検診も行うことを検討した

が、眼科検査機器の不備や眼科医不在のため対
応が困難であるという判断に至った。そこで日
本白内障学会および日本眼科医会を通して、白
内障の診断に優れた全国の眼科クリニック（74

施設）で調査を行うこととなり、現在体制を整
えている。

（倫理面への配慮）
全国白内障調査に関して金沢医科大学倫理委

員会の規定に基づき、再度変更申請を行い、委
員会にて 2 月 23 日に承認された。

C．研究結果
①平成 28 年度に続き、実効線量が 50mSv 以

上の東電社員の眼科検診を行った（9 月：福島
第一原発、11 月：東電本社および柏崎刈羽原発）。
平成 29 年度は事故後 7 年目の白内障調査とな
り、567 名の検診を終えた。9 月の福島第一原
発での検診時に、白内障 WG の佐々木と初坂が
眼科検診を視察し、共同研究として調査を行って
いる慶應義塾大学の担当者と白内障診断方法お
よび今後の検診について打ち合わせを行った。

②白内障診断は散瞳が必須であり、眼科医と
診断に必要な細隙灯顕微鏡の設置が条件とな
る。臨床検査の健診を行っている研究協力機
関にはこれらの体制が整っておらず、白内障検

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究
研究分担者　佐々木　洋　金沢医科大学眼科学講座 

　　　　　　　　　　　　総合医学研究所環境原性視覚病態研究部　主任教授 

研究協力者　初坂奈津子　金沢医科大学眼科学講座 

　　　　　　　　　　　　総合医学研究所環境原性視覚病態研究部　助教 

研究協力者　長田ひろみ　金沢医科大学眼科学講座　助教 

研究協力者　飛田あゆみ　放射線影響研究所長崎臨床研究部　副部長

研究要旨
東電福島第一原子力発電所の緊急作業に従事した作業員の放射線被ばくによる

長期にわたる健康への影響を明らかにする。我々は、放射線被ばくによる白内
障の調査を行い、放射線被ばくと水晶体混濁の関係について明らかにする。
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診を行うことは困難である。そこで、眼科施設
の確保のため、日本白内障学会と日本眼科医会
に協力をお願いし、設備が整っている全国の眼
科施設（クリニック）に調査の協力を依頼し
た。平成 30 年 3 月時点で全国 74 施設から承諾
を得ており、白内障 WG と調査に関する契約書
の締結を行った。白内障検診の手引き（添付資
料）を作成し、白内障調査の流れ、対象者の選
定、調査方法や検診内容、検査結果や白内障の
判定基準等についてまとめ、眼科施設（クリニッ
ク）へ送付した。白内障の判定については、通
常の臨床では眼科医個々の診断基準が異なるた
めに統一性に欠ける。そこで白内障診断マニュ
アルを作成し（現在作成中）それに基づき診断
し所見表に記入してもらう方法をとる。白内
障は WHO の判定を基に、皮質白内障、核白内
障、後嚢下白内障を診断する。さらに放射線白
内障の初期病変とされている後嚢下の Vacuoles

（図 1）を重要視し、その詳細な判定をお願い
する。また白内障副病型である Retrodots と
Waterclefts に関しても判定をお願いする。今
後研究として調査を進めるには、同一医師の判
定が必要となってくるため、水晶体画像撮影が
必須となる。昨年度まで開発を進めてきた簡
易型徹照カメラは、小さく見逃すことも多い
Vacuoles 等の詳細な情報も精度がよく検出可能
であるため、このカメラを各眼科施設に設置し、
対象者の画像を撮影していくことが望ましい。
現在 4 台のカメラを、対象者の希望が多い施設
に設置していく予定で調整を行っている。

図 1：後嚢中心付近にある Vacuoles

D．考察
①実効線量の高い東電社員の調査では、放射

線白内障の初期病変とされる Vacuoles の増加が
みられたが、事故後 5 年目までの結果からは放
射線被ばく量と水晶体混濁に有意な相関は認め
られなかった。後嚢下中心の Vacuoles について
は、その増加が今後の白内障発症につながる可
能性も十分にあるため、長期での縦断的調査が
必要である。2016 年度（事故後 6 年目）の検診
結果（523 名）が届いたため、現在解析を進め
ている。今後も東電社員の調査を継続するとと
もに、共同研究として行っている慶應義塾大学の
担当者と協力し、調査体制を整える必要がある。

②眼科検診受診者には、初めに同意書と問診
の記入をお願いする。まず、視力検査と非接触
型の眼圧検査を実施し、その後に散瞳検査に進
む。白内障の診断には散瞳での評価は必須であ
り、WHO の白内障判定でも 6.5mm 以上の散瞳
径であることが規定されているため、眼科医の
判断による散瞳が必要となる。簡易型徹照カメ
ラを設置した施設では水晶体画像撮影を同時に
行い、その画像から白内障 WG が最終判定を行
う。予算の関係上、現時点で簡易型徹照カメラ
は 4 台しかないため、当面は全施設での水晶体
撮影は行えない。カメラのない施設では、検診
を担当した眼科医の判定のみが最終判定の資料
となるため、継続的調査の精度を担保するため
にも、出来るだけ早い時期に全施設において簡
易型徹照カメラでの撮影が行えるようにカメラ
の整備が必要と考える。白内障の最終判定には
水晶体画像が必須であるため、カメラを量産し各
眼科施設（クリニック）に設置することが現時点
で早急に取り組むべき課題である。

狭隅角眼では散瞳により急性緑内障発作を発
症することがあるため、散瞳には十分な注意が
必要であるが、一般の眼科施設では眼科医が散
瞳の可否を評価するため安全面には問題ない。
散瞳ができない場合は無散瞳で瞳孔領域内の水
晶体混濁について判定し、最低限、視機能に影
響する白内障判定の有無について診断する。低
線量放射線被ばくの網膜への影響はほとんどな
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いと考えて良いが、検診では眼底の状態も観察
し、視力低下につながるその他の眼疾患につい
ては詳細を記録することで、視機能低下があっ
た場合、その要因が白内障によるものか否かの
判定ができるようにする。

眼科検診受診者にはその場で診断結果が伝え
られ、治療が必要な場合あるいは治療を希望さ
れた場合は、後日保険診療として行ってもらう。
同意書、問診票、眼所見等、簡易型徹照カメラ
の撮影画像は放影研に郵送され、白内障 WG が
確認し白内障最終判定等を行い、結果を対象者
に郵送する。

E．結論
実効線量が 50mSv 以上の東電社員に対して

は、継続して調査を進める。全国調査に関して
は、一般の眼科施設で行い、平成 30 年度初め
に調査を開始する。白内障の判定や今後の研究
のためには全施設に簡易型徹照カメラ一式の設
置が早急に必要である。

G．研究発表
1．論文発表
1．N. Hatsusaka, K. Sasaki, Y. Kawakami, M. 

Sasaki, H. Sasaki：Casey Eye Institute (CEI) 
camera による混濁水晶体画像の評価．臨眼
　68（10）：1413-1420, 2014

2．佐々木洋：放射線白内障．臨眼　68：1667-
1672, 2014

3．佐々木洋：紫外線から眼を守る．太陽紫外
線防御研究委員会学術報告．26：47-52, 2016

4．初坂奈津子：紫外線から小児の眼を守る．
小児科．57：997-1002, 2016

5．佐々木洋：放射線白内障、電撃白内障今日
の眼疾患治療指針第 3 版　388-390,2017

6．林田敏幸，佐々木洋，浜田信之，立崎英夫，
初坂奈津子，赤羽恵一，横山須美：東京電力
福島第一原発力発電所事故復旧時の放射線管
理の課題−水晶体被ばく・生物影響の観点
か ら −．Jpn. J. Health Phys. 52（2）：88-99, 
2017

2．学会発表
1．N. Hatsusaka, K. Sasaki , H. Sasaki:A 

comparison between casey eye institute (CEI) 
camera system and the EAS-1000 camera 
in recording retro-dotopacities.2013 ARVO 
(Seattle, 2013.05)

2．河上　裕，初坂奈津子，佐々木麻衣，佐々
木一之，佐々木洋：Casey Eye Institute (CEI）
　camera による混濁水晶体画像の評価．第
67 回日本臨床眼科学会．（横浜，2013.10）

3．初坂奈津子，佐々木麻衣，佐々木一之，佐々
木洋：簡易型カメラによる混濁水晶体およ
び眼内レンズ挿入眼の徹照撮影画像の評価
Casey (OHSU）　カメラと EAS-1000 との比
較．第 39 回水晶体研究会．（東京，2013.01）

4．P. Steinkamp, K. Sasaki, N.Hatsusaka, 
F.  Fraunfelder ,  H. Sasaki :Correlat ing 
retroillumination Images of Lens Opacity 
Subtype with the Change in Vision.World 
Ophthalmology Congress of the International 
council of ophthalmology.(Tokyo, 2014.04)

5．H. Osada, N. Hatsusaka, E. Shibuya, 
M. Sasaki, M. Takahashi, A. Nakano, A. 
Okamura, E. Kubo, T. Abe, K. Tsubata, H. 
Sasaki: Data-analysis pre-study of initial 
lenticular findings in emergency workers at 
Tokyo Electric Power Fukushima Nuclear 
Power Plant.13th Congress of the Internationl 
Society of Ocular Toxicology.(Kanazawa, 
2014.10)

6．N. Hatsusaka, H. Osada, E. Shibuya, 
A. Okamoto, M. Sasaki, M. Takahashi, 
A. Nakano, Y. Seki, E. Kubo, H. Sasaki: 
Lenticular findings in emergeny workers at 
Tokyo Electric Power Fukushima Nuclear 
Power Plant at 4 years post-exposure. The 
3rd International Conference on the Lens 
2015. (Kona, 2015.12)

7．初坂奈津子，長田ひろみ，渋谷恵理，岡本綾子，
佐々木麻衣，高橋　舞，中野彩，関祐介，久
保江理，佐々木洋：東京電力福島第一原子力

− 105 −



発電所における緊急作業従事者の被ばく後約
3 年での水晶体所見．第 119 回日本眼科学会
総会．（札幌，2015.04）

8．初坂奈津子，長田ひろみ，渋谷恵理，岡本
綾子，佐々木麻衣，北　舞，中野　彩，関　
祐介，久保江理，佐々木洋：東京電力福島第
一原子力発電所における緊急作業従事者の被
ばく後約 4 年での水晶体所見．第 54 回日本
白内障学会総会・第 41 回水晶体研究会．（名
古屋，2015.09）

9．初坂奈津子，長田ひろみ，佐々木麻衣，三
田哲大，渋谷恵理，関　祐介，北　舞，中野
　彩，佐々木一之，佐々木洋：新しい簡昜型
徹照カメラによる混濁水晶体の評価．第 36
回金沢眼科集談会．（金沢，2015.12）

10．初坂奈津子，柴田伸亮，関　祐介，中野　
彩，柴田哲平，長田ひろみ，佐々木麻衣，柴
田奈央子，久保江理，佐々木洋：太陽光被ば
くの指標としての瞼裂斑の有無と眼屈折値．
第 120 回日本眼科学会総会．（仙台，2016.04）

11．初坂奈津子，宮下久範，藤田信之，柴田伸
亮，長田ひろみ，柴田奈央子，久保江理，佐々
木洋：バス運転手での眼部紫外線被ばく量と
左右差．第 70 回日本臨床眼科学会．（京都，
2016.11）

12．佐々木洋：福島第一原子力発電所事故後
3-5 年における緊急作業員の水晶体所見．第
3 回東電福島第一原発緊急作業従事者に対
する疫学的研究カンファレンス．（北九州．
2017.03）

13．初坂奈津子：環境因子と白内障．第 32 回
JSCRS 学術総会．（福岡、2017．06）

14．初坂奈津子：福島第一原子力発電所事故
後 3-5 年における緊急作従事者の水晶体所見．
第 56 回日本白内障学会総会・第 43 回水晶体
研究会．（宇都宮、2017.08）

15．佐々木洋：放射線白内障の基礎− IVR に
従事する医師の調査結果や現在進行中の東電
福島第一原子力発電所事故での緊急作業従事
者の疫学調査も交えて−．第 14 回日本放射
線安全管理学会 12 月シンポジウム．（東京、
2017.12）

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
1．特許取得

なし
2．実用新案登録

なし
3．その他

なし

− 106 −



 

 

 

NEWS 白内障調査 

白内障検診の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NEWS 白内障調査 WG 

Ver.201802 

− 107 −



2 
 

＜第一章＞白内障検診開始までの流れと留意点  3 

1.  白内障検診の対象者  4 

2.  白内障検診実施の眼科医療機関および検診内容  4 

3.  対象者とのコンタクト  5 

4.  予約の確定  5 

5.  キャンセルについて  6 

＜第二章＞白内障検診の流れと留意点  9 

1.  白内障検診開始  9 

2.  検診料等の振込み  13 

＜第三章＞最終判定結果送付  15 

1.  検査情報システムへの入力  15 

2.  精度管理委員会での最終判定  15 

3.  参加者への最終判定結果送付  16 

 
 
 

添付資料①  ＮＥＷＳ白内障検診手順書 受付～結果郵送まで 

    添付資料②  白内障検診のご案内 

    添付資料③  ＮＥＷＳ白内障検診受診の手順書、受診券 

    付録①    調査書類一式 

 チェックリスト 

 白内障調査への参加に関する同意書 

 白内障調査への参加に関する同意書説明文 

 所見票 

 問診票 

 領収書 

 請求書 

   

− 108 −



3 
 

＜第一章＞ 

白内障検診開始までの流れと留意点 

 

はじめに 

本書は、公益財団法人  放射線影響研究所（以下、放影研）の実施する厚生労働省  労災疾病臨床研究

事業費補助金「東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究」（以下、NEWS）事業に関し、共同

研究機関である金沢医科大学  眼科学講座（以下、白内障調査ワーキンググループ：白内障調査WG」）、全

国の眼科医療機関（以下、眼科クリニック）が行う白内障検診についての手引きです。 

眼科の検査では一般健診とは違い、眼科の特殊検査機器が必要であるため、一般健診を行っている医

療機関では対応できず、白内障調査 WG の指揮の下、白内障の診断に優れた全国 74 か所（2018 年 1 月

現在）の眼科クリニックにご協力をいただき、2018 年度から白内障検診の実施が可能となりました。すべての

検査結果は放影研に集約され、放影研の検査情報システムを介して白内障調査 WG 研究班（金沢医科大

学内設置）精度管理委員会（金沢医科大学  眼科学講座  教授 佐々木  洋）が最終判定し、放影研から研

究参加者（以下、参加者）に最終判定結果を送付します。 

検査結果や画像データ等の個人情報はすべて、放影研で厳重に保管します。但し、白内障調査 WG 事

務局（金沢医科大学内設置）は予約情報システムを介して個人情報の閲覧のみが可能で、参加者と眼科ク

リニックとの予約の調整や、眼科クリニックへの書類の送付等を行います。 
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1. 白内障検診の対象者 
 

NEWS は、東京電力福島第一原子力発電所事故の緊急作業に従事された約 2 万人を対象に、生涯にわ

たる健康のサポートおよび放射線の人体への長期的影響を明らかにすることを目的としています。 

原子力施設等における緊急作業従事者等の健康の保持増進のための指針（以下「大臣指針」）では、長

期的健康管理として、緊急作業に従事した間に受けた放射線の実効線量が 1 年につき 50mSv を超えた作

業者に対して、おおむね年 1 回、細隙灯顕微鏡による白内障に関する眼の検査を実施することが規定され

ています。東京電力では、緊急作業に従事した間に受けた放射線の累積の実効線量が 50mSv 以上の作業

者（東京電力社員）を対象に眼科検診が実施されています。本調査は対象をさらに拡大し、緊急作業に従

事した間に受けた放射線の累積の実効線量が 20mSv  以上の作業者全員を対象とします。大臣指針による

眼の検査や、東京電力独自の眼科検診の受診状況とは関係なく、上記条件に該当する作業者はみな、白

内障検診に参加いただけます。白内障検診は 3 年に 1 回程度を予定しています。2018 年 1 月現在、全国

で約 3,700 名が対象となっています。 

 

 

2. 白内障検診実施の眼科医療機関および検診内容 
 

白内障検診は、本検診の主旨・目的に賛同いただいた、日本白内障学会および日本眼科医会所属の全

国 74 か所（2018 年 1 月現在）の眼科クリニックで実施します。 

白内障検診実施にあたり、ご協力いただく眼科クリニックと白内障調査WG において契約を締結します。

契約書に署名、捺印していただき、眼科クリニックおよび白内障調査 WG がそれぞれ 1 部を保管します。 

 

 検診料と謝金について 

参加者 1 人につき 7,000 円の検診料金（消費税等込）となります。当日、参加者へお渡しする謝金

3,000 円（消費税等込）は眼科クリニックにて一時的に立て替え払いをお願いいたします。領収書

（謝金分）、請求書（検診料金+謝金分）を検診参加者 1 人に 1 枚ずつ作成していただき、調査書類

一式と共に放影研にお送りいただきましたら、合計金額の 10,000 円をお支払いさせていただきます。

請求書には院長名と眼科クリニックの公印が必要です。 

なお、個人情報は放影研でのみ取扱います。会計の処理は金沢医科大学  研究推進課で行うので、

請求書には参加者の個人情報（氏名）は記載しないようにお願いいたします。 

 検診の内容および白内障判定基準 

視力検査（裸眼・矯正）、眼圧検査、散瞳下での白内障判定および白内障以外で視力低下の要因と

なる眼疾患の診断を行っていただきます。白内障の判定は別途お送りする「白内障判定マニュアル」

および「白内障判定マニュアル早見表」を参考に、判定をお願いいたします。講習会については日

時が決まり次第改めてお知らせいたします。 

 個人情報について 
個人情報の取扱いには十分な注意をお願いします。 
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 検診の予約ついて 

予約の取り方については、事前に FAXにて確認します。眼科クリニック受付担当者と白内障調査 WG

事務局との連携がスムーズにいくよう、随時改善していきたいと思います。不都合な点がありましたら、

ご連絡ください。 

（連絡先：白内障調査 WG 事務局 TEL&FAX：076‐218‐8208） 

 調査書類について 

参加者が各眼科クリニックを受診するまでに、白内障検診手順書（受付～結果郵送まで：添付資料

①）、調査書類一式（所見票、問診票、同意書など：付録①）を白内障調査WG事務局から眼科クリ

ニックにお送りします。検診終了後、ご記入いただいた調査書類一式を放影研宛の封筒に入れて郵

送いただきます。 

 

 

3. 対象者とのコンタクト 
 
1） 白内障検診の案内送付 

全対象者宛に、放影研より白内障検診の案内を送付します。 

 白内障検診のご案内 

 白内障とは、NEWS とは      （添付資料②） 

 同意書について 

 検診内容とご注意 

 白内障検診実施 眼科医療機関一覧 

 白内障検診ご回答用紙 

 回答用紙の記入方法 

 返信用封筒 

 

2） 眼科クリニックとの予約調整 

放影研に返送された回答用紙に基づき、放影研で予約情報システムに氏名、受診希望眼科クリニ

ック等を入力します。参加者には自動的に ID が付与されます。白内障調査 WG 事務局は、予約情

報システムを閲覧し、参加者が受診を希望する眼科クリニックとの間で受診日の調整をします。予

約が確定次第、予約情報システムに入力し、眼科クリニックへ「予約確定書」を FAX します。お知ら

せできるのは受診日（時間）、氏名および ID です。 

 

 

4. 予約の確定 
 

予約確定後、放影研から「白内障検診受診券」と「白内障検診受診の手順書」（添付資料③）を参加者に

送付します。眼科クリニック受診時には必ず「受診券」を持参するよう、お知らせしています。 

放影研から参加者へ「受診券」を送ると同時期に、白内障調査 WG 事務局から眼科クリニックへ調査書類
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一式（添付資料①、付録①）を受診予定人数分お送りします。事前に送った「予約確定書（FAX）」と相違な

いか、ご確認をお願いします。 

 

 
 

 

5. キャンセルについて 
 

参加者には、事前のキャンセルについては白内障調査 WG 事務局に連絡するようお伝えしています。そ

の場合、再度「予約確定書」にて取り消しのお知らせをします。もし参加者から直接眼科クリニック宛に急な

キャンセルの電話がありましたら、可能な限り予約の取り直しをお願いします。その際には、先に受信済みの

FAX「予約確定書」に、キャンセルまたは受診日の変更をご記入いただき、FAXにて白内障調査WG事務局ま

でお知らせいただきますよう、お願いいたします。連絡のないままキャンセルとなった場合も同様に、FAX に

てお知らせください。 

この、受診・未受診の確認は請求書の処理の際に必要となります。大変お手数ですが、ご協力の程お願

いいたします。 
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※留意事項：個人情報の取扱いについて 

 参加者の個人情報は放影研でのみ取扱います。 

 白内障調査WGのうち、研究班は検査情報システムの検査結果のみ閲覧可能、事務局は予約情報シ

ステムの個人に関する情報のみが閲覧可能で、PC からの印刷やリストの作成等、個人情報の保持は

禁止されています。「予約確定書（FAX）」は鍵のかかる保管庫で保管し、参加者の受診が終わり次第、

復元不可能な方法で廃棄します。 

 眼科クリニックにおいては、医療機関としての守秘義務を前提に、参加者から個人情報を取得されるこ

とに問題はありませんが、本調査に関しては、個人情報の取扱いが放影研でのみに限られております

ので白内障調査 WG 経由、金沢医科大学  研究推進課へ提出する「請求書」に個人情報の記入は不

要です。 

十分にご留意いただきますようお願いいたします。 
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＜第二章＞ 

白内障検診の流れと留意点 

 

1. 白内障検診開始 
 

 
 

① 受付 

 「受診券」と「予約確定書（FAX）」を照合し、受診券の眼科医療機関名、受診日に間違いがな

いかを確認してください。 

 
 

 もし、「受診券」をお忘れの場合は、身分証の提示を求め、事前にお送りした

「予約確定書（FAX）」と照合し、ご本人であることが確認できましたらそのまま検
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査へと進めてください。なお、お手数ですが身分証はコピーの上、調査書類

一式と共に放影研までお送りください。身分証の提示がない場合、受診は不

可となります。 

 「受診券」をお持ちで、「予約確定書（FAX）」にお名前がない場合、または調査

書類が届いてない場合は予備の調査書類一式（付録①）をお使いいただき、

検診をお願いいたします。 

 「受診券」、「予約確定書（FAX）」の両方がない場合、受診は不可となります。

白内障調査WG事務局までご連絡ください。但し、不在の場合がありますので、

その場合は本人から後日連絡をするように伝えてください。 

 

 
 

 「同意書説明文」、「同意書」、「問診票」をお渡しし、参加者ご本人に記入をお願いしてくだ

さい。 

 同意書説明文は参加者ご自身でお読みいただき、同意書の日付および署名

を記入します。 

 同意書に署名をいただくことで「同意」したことになります。 

 同意されない場合は、署名は不要です。同意書は空欄のまま調査書類一式と

共に放影研までお送りください。 

 同意されない場合でも、検査は行ってください。最終判定結果は同意、不同

意にかかわらず参加者にお送りします。 

 本調査への参加の同意（データ提供の同意を含む）がない場合、謝金はお支

払い出来ません。 

 同意されない場合は、問診票への記入は不要です。 

 問診票は表裏両面に設問があります。全ての質問に回答されているか、確認
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をお願いします。回答漏れがあった場合は、回答するよう促してください。 

 

 
 

② 検査技師（ORT）による測定（所見票にご記入ください） 

 眼圧 

 視力（裸眼・矯正） 

 

③ 医師による所見判定（白内障判定マニュアル・早見表参照（別途配備）） 

 散瞳については散瞳検査の注意事項をご確認の上行ってください。 

 散瞳後、検査時瞳孔径を所見票にご記入ください。 

 白内障について、所見票にご記入ください。 

 白内障以外の視力低下につながる眼疾患について、所見票裏面に詳細をご記入ください。 

 白内障と視力低下につながる眼疾患については、精度管理委員会が所見票をもとに、最終

判定結果として参加者へ送付します。それ以外の疾患については、参加者本人に直接お

知らせください。 

 治療が必要と判断、または、治療を希望された場合は、日を改めて保険診療として行ってく

ださい。 

 

検査終了 

④ 受付 

 研究に同意された方には謝金（3,000 円、消費税等込）をお渡しし、領収書に日付の記入お

よび署名をいただいてください。不同意の場合、謝金はお渡ししませんので、領収書も不要

です。 

 散瞳していますので、眼に不都合がないか、参加者本人に確認してください。 

 車等を運転して来られた参加者については、運転可能な状態まで見え方が回復してからご
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帰宅いただくようご説明をお願いいたします。 

 書類が全て揃っているか、確認してからお帰りいただくようにお願いします。 

 

⑤ 放影研に送る書類準備 

1. チェックリスト（ID の記入をお願いします） 

2. 白内障調査への参加に関する同意書（参加者自筆の日付、署名） 

3. 所見票（ID の記入をお願いします） 

4. 問診票（参加者記入、ID の記入をお願いします） 

5. 領収書（参加者自筆の日付、署名） 

6. 請求書（受診日、ID、日付、院長名の記入、眼科クリニック公印押印） 

7. 受診券（回収）または、身分証のコピー 

8. 画像データ USB・SD・CD（KMU 白内障カメラ設置施設のみ） 

 

【不同意の場合】 

不同意の方については、同意書と問診票が記入なしとなります。そのまま調査書類一式

を放影研までお送りください。請求書については、謝金の 3,000 円をお渡ししないので

7,000 円としてご記入ください。 

上記調査書類一式は、参加者ごと、1 週間の参加者分をまとめて、など、眼科クリニックの

ご負担の少ない方法でお送りください。 

 

※留意事項：白内障の判定、精度管理 

 白内障判定は散瞳した状態で行い、白内障の程度は皮質、核、（前）後嚢下白内障および Retrodots、
Waterclefts、Vacuoles について判定していただきます。 

 今回の検診では、放射線による白内障の初期病変である Vacuoles の検出を重視しています。 

 Vacuoles が後嚢下白内障に移行する過程を長期的に観察することで、

初期病変から将来の視覚障害性白内障の発症の予測が可能になる

かもしれません。 

 一般の臨床では白内障と判定されない Vacuoles は小さな水疱状であ

り、見逃しやすいため徹照法で観察して部位を記載してください。 

 判定を行っていただく先生方には検診開始前に判定のポイントにつ

いて記載した白内障判定マニュアル、白内障判定マニュアル早見表

を配布します。 

 長期の縦断的調査になるため、水晶体所見はカメラで徹照像を撮影

し、先生方の肉眼判定所見を参考に白内障調査 WG 研究班の精度

管理委員会で最終判定する予定ですが、現時点では全県の施設に

カメラを配備出来る台数は準備できおりません。当面は参加者の多い

一部の施設から、KMU 白内障カメラを設置していく予定です。 

KMU 白内障カメラ：細隙灯顕微鏡（ハーグ）に取り付け例 
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2. 検診料等の振込み 
 

放影研では、眼科クリニックからの調査書類一式が届きましたら、書類が全て揃っているか確認します。予

約情報システムにより、受診日、氏名および ID と照合し、領収書および請求書の必要事項の記載を確認し

ます。全ての書類の確認ができ次第、請求書を白内障調査WG事務局へ送付します。白内障調査WG事務

局は、請求書を再度確認の上、金沢医科大学  研究推進課へ提出します。 

金沢医科大学  研究推進課の振込み手続きとしては、毎月 25 日締め、翌月末日までの振込みとなります。

また、検診 1 人毎の振込みを希望される場合でも、同時期に書類が届く場合はまとめての振込みとなります。

その他ご要望があれば契約書と共にお送りする確認書へご記入ください。 

 

 
 

※留意事項：領収書、請求書の記載について 

 白内障調査 WG 経由、金沢医科大学  研究推進課へ提出する「請求書」に個人情報の記入は不要で

す。 

 領収書に不備があった場合は謝金 3,000 円についてお支払い出来なくなりますのでご注意ください。 

 請求書に不備があった場合は記入の訂正を求めることがあり、場合によっては処理が翌月または翌々月

になることがありますのでご了承ください。 
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＜第三章＞ 

最終判定結果送付 

 

1. 検査情報システムへの入力 
 

放影研へお送りいただいた所見票、問診票は全て検査情報システムに入力され、放影研のデータベース

に保管されます。なお、ご記入いただいた所見票は、スキャンし、画像データとしても保存します。 

 

 
 

 

2. 精度管理委員会での最終判定 
 

放影研で検査情報システムに入力された検査結果（所見票および KMU白内障カメラの徹照像）を精度管

理委員会が確認し、最終判定を行います。カメラのない施設では所見票にご記入いただいた検査結果をも

とに、最終判定結果を参加者へ郵送しますので、詳細なご記入をお願いいたします。 
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3. 参加者への最終判定結果送付 
 

精度管理委員会の最終判定結果は、放影研のデータベースに保存されます。個人情報と結合され、放

影研にて最終判定結果を印刷し、参加者へ送付します。 
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A．研究目的
平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金特別

研究事業「東京電力福島第一原発作業員の甲状
腺の調査等に関する研究」（主任研究者　祖父
江友孝、以下「旧研究班」）において、以下を
報告した。

すなわち、「東京電力福島第一原子力発電所
事故において緊急作業に従事した作業員（以下

「緊急作業従事者」）のうち、ばく露群（甲状腺

等価線量 100mSv（実効線量で 5mSv 相当）を
超える被ばくをした緊急作業従事者）を対象と
して実施された甲状腺超音波検査結果を収集し
た。これに加えて、対照群（甲状腺等価線量
100mSv 以下。可能な限り被ばく線量の低い者）
を設定し、福島県で実施されている健康調査に
おける甲状腺結節（腫瘤）超音波診断基準を参
考に判定基準を設定した上で甲状腺超音波検査
を実施し、ばく露群と対照群の間で、検査結果

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究 
甲状腺がん調査分科会

研究分担者　祖父江友孝　大阪大学大学院医学系研究科環境医学　教授 

研究分担者　谷口　信行　自治医科大学　教授 

研究分担者　宮川めぐみ　国家公務員共済組合虎の門病院　医長 

研究分担者　百瀬　琢麿　日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所 

　　　　　　　　　　　　副所長兼放射線管理部長 

研究分担者　吉永　信治　量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 

　　　　　　　　　　　　放射線防護情報統合センターリスク評価チームリーダー 

研究協力者　今泉　美彩　放射線影響研究所長崎臨床研究部　副部長

研究要旨
本分科会においては、平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事

業「東京電力福島第一原発作業員の甲状腺の調査等に関する研究」（主任研
究者　祖父江友孝）で積み残した、【課題 1】精密検査の結果の収集と解析に
努める点、および、【課題 2】ばく露群における過去の甲状腺超音波検査の結
果の収集と解析に努める点、に加えて、【課題 3】緊急作業従事者約 2 万人の
対象者全体に対する甲状腺超音波検査の実施方法を検討した。
【課題 1】【課題 2】については、平成 25 年度研究班データを放影研に移送

するために、自治医大と放影研で倫理審査を受け、承認後平成 30 年 3 月 31

日までに移送完了予定している。また東電が保有している甲状腺情報を提供
いただくための同意書および研究計画書を作成し、放影研倫理委員会にて承
認された。対象者へ同意書を送付する準備中である。
【課題 3】については、昨年度提案した甲状腺検査対象者の方針および標準

化の方法に従って作業を進めた。甲状腺超音波検査情報システムが完成し、
平成 29 年 2 月より順次稼働を開始している。平成 29 年 12 月末時点、本研
究開始から 1,819 件の判定を自治医大にて行った。甲状腺超音波検査講習会
を 2 回実施し、平成 29 年 10 月、1 回目の認定技師の登録証と手帳を発行した。
また、二次検査については、平成 29 年 12 月末時点 130 施設から了承をいた
だいた。平成 30 年 2 月 1 日時点で、二次検査対象者 60 名について二次検査
受入機関から精密検査結果の返信があった。
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を比較した。
比較に際して、東京電力及びその協力事業者

が主に作業者の健康管理のために実施した内部
被ばく線量評価の結果について、内部被ばく線
量を算定する過程で適用された各種のパラメー
タ等を見直すことによって、より現実的な甲状
腺等価線量を再推計した。また、（公財）放射線
影響協会放射線従事者中央登録センターの登録
番号がある作業員については、同中央登録セン
ターから事故前の累積線量情報の提供を受けた。

平成 26 年 1-3 月を中心に、ばく露群 1,972 人
中 627 人および対照群 1,437 人に対して甲状腺
超音波検査を行った。甲状腺の超音波検査によ
る所見総合判定は、ばく露群 627 人、対照群 1,462

人中、二次検査推奨（B）および二次検査必要（C）
は、ばく露群と対照群でそれぞれ 67 人（10.7％）
および 1 人（0.2％）、136 人（9.5％）および 2

人（0.1％）であった。要精検者は、ばく露群 68 例、
対照群 138 例、合計 206 例であった。

緊急作業に従事していない等により内部被ば
くの恐れがなく、内部被ばくによる線量の記録
がない 1,082 人を除いた 982 人について再評価
を行った。信頼度分布（A の方が信頼度が高い）
は A：65 人、B：238 人、C：445 人、D：234 人
となり、それぞれの甲状腺等価線量を推定した。

再評価後の線量別に比較した場合、二次検査
推奨（B）となったものの割合が、線量の高い
群で高い傾向があったが、統計学的には有意で
はなかった。今後、ばく露群、対照群ともに、
今回の検査で異常の指摘されたものに対する精
密検査の結果の収集と解析に努めるとともに、
ばく露群における過去の甲状腺超音波検査の結
果の収集と解析に努めることとした。

本分科会においては、上記研究班で積み残し
た、【課題 1】ばく露群、対照群ともに、今回の
検査で異常の指摘されたものに対する精密検査
の結果の収集と解析に努める点、および、【課
題 2】ばく露群における過去の甲状腺超音波検

査の結果の収集と解析に努める点、に加えて、
【課題 3】緊急作業者約 2 万人の対象者全体に対
する甲状腺超音波検査の実施方法を検討する、
ことを目的とした。

B．研究方法
【課題 1】【課題 2】【課題 3】については、甲

状腺ワーキンググループ内で 7 回 SKYPE 会議に
よる討議を行った（平成29年7月13日、9月15日、
10 月 18 日、12 月 7 日、12 月 20 日、平成 30 年
1 月 24 日、2 月 27 日）。また東電が保有してい
る甲状腺情報を提供していただくために、平成 29

年 9 月 19 日に東電訪問し、打ち合わせを行った。

C．研究結果
【課題 1】【課題 2】については、平成 25 年度

研究班データを放影研に移送するために、自治
医大と放影研で倫理審査を受け、承認後平成 30

年 3 月 31 日までに移送完了予定している。
また東電が保有している甲状腺情報を提供い

ただくための同意書および研究計画書を作成
し、放影研倫理委員会にて承認された。対象者
へ同意書を送付する準備中である。対象者は、
東電社員のうち NEWS 研究参加者とし、対象
者からの同意取得の手順は以下のとおりである。
（1）データ取得の流れ：（ア）放影研から

NEWS 参加者に同意書を配布する。（イ）同意
が得られた対象者のリストを放影研から東電に
提供し、東電はその対象者の甲状腺データを放
影研へ提供する。（ウ）放影研で匿名化し分科
会へ。（エ）データ保存は放影研。（2）取得す
るデータの内容：東電保有の過去および今後の
甲状腺超音波検査結果、二次検査結果等、関連
する資料、その他。（3）データ入手の周期は 1

年に 1 回とする。
【課題 3】については、甲状腺がん調査分科会

で検討した結果、緊急作業従事者コホートにお
ける甲状腺超音波検査実施計画としては、①甲
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状腺超音波検診は、他の健診と同時に施行する、
②甲状腺超音波検診対象者は、100mSv 超者全
員に加えて、地域を限定して健診対象者全員に
行う（例えば、福島、新潟、東京）、③健診機
関を対象として講習会を開く、④判定基準・記
録用紙は、専用のものに記載する、⑤記録断面・
枚数は講習会にて説明する。⑥精度管理目的で
記録された画像と所見用紙を自治医大に送付、
委員会で判定を確認し、自治医大で所見入力を
行う、こと提案した。

甲状腺超音波検査情報システムが完成し、平
成 29 年 2 月より順次稼働を開始している。各
健診機関が本システムを通じて超音波画像と所
見を送信し、精度管理委員会（自治医大）が判
定を行い、結果を各健診機関に送信している。
平成 29 年 12 月末時点、本研究開始から 1,819

件の判定を自治医大にて行った。
平成 29 年 6 月 21 日、RC 会議にて谷口先生

が健診機関を対象に甲状腺検診について説明を
行った。さらに、甲状腺超音波検査講習会を
2 回行った〈平成 29 年 9 月 2 日第 5 回講習会

（基礎 A、ハンズオン）、平成 29 年 12 月 9 日
第 6 回講習会（疾患・症例研修のため B、検査
手順取得のため C）〉。また、認定技師の申請は
NEWS 事務局で順次受け付けており、平成 29

年 10 月、1 回目の登録証と手帳を発行した。
二次検査については、福島の甲状腺検診協力

施設と甲状腺学会認定施設に、二次検査受け入
れ要請の文書を送付し、平成 29 年 12 月末時点
130 施設から了承をいただいた。二次検査受入
機関から自治医大への結果提供については自治
医大倫理審査で承認済である。平成 30 年 2 月 1

日時点で、二次検査対象者 60 名について二次検
査受入機関から精密検査結果の返信があった。

D．考察
【課題 1】【課題 2】については、緊急作業従

事者全体に対するベースラインアンケート調査
の回答により、ばく露群における過去の甲状腺
超音波検査結果を把握したうえで、甲状腺超音
波検査の有所見率、がん発見率などを検討する。

ただし、ベースラインアンケート調査の回答率
が低かった場合には、本ばく露群に限った再調
査などの工夫が必要となるかもしれない。
【課題 3】については、緊急作業従事者全体に

対する他の検査の実施体制も考慮しながら、検
討をさらに進める。2 回目以降の甲状腺検診に
ついては、厚労省の緊急作業従事者の指針では、
実効線量が 100 ミリシーベルトを超える者は、
3-5 年に一回甲状腺検査を受けるようになって
いる。本研究の通常健診サイクルが何年になる
かはまだ決まっていないが、適切な検診間隔に
ついて、今後検討する。

E．結論
今年度も昨年度に引き続き【課題 3】について、

緊急作業者の検討を行った。加えて、【課題 1】【課
題 2】についても、その後の状況を把握すべく、
継続して検討する予定である。

G．研究発表
1．論文発表

なし
2．学会発表

なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
1．特許取得

なし
2．実用新案登録

なし
3．その他

なし
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A．研究目的
「原発緊急作業従事者の心理的影響の評価に

関する研究」では、当該労働者の精神健康度お
よびそれに影響を及ぼす諸因子とその影響の大
きさ、関係性を明らかにするため、質問紙調査
と面接調査を継続的に実施している。質問紙調
査は平成 27 年度、面接調査は平成 28 年度に開
始した。

本報告は、前者について平成 27 年度から平
成 29 年度（平成 30 年 1 月 31 日までの返却）
までの返送分を集計・解析したものである。

質問票の内容に関しては、昨年度と同様であ
り、平成 26 年度の研究で検討し、望ましいと

考えられたものを用いた。

B．研究方法
調査の対象者は、「東電福島第一原発緊急作

業従事者に対する疫学的研究」の一環として実
施される臨床調査の健診の受検者である。健診
時に、承諾の得られた受検者に質問票と返信用
封筒を直接手渡し、後日の返送を求めた。

平成 28 年 1 月 20 日〜平成 30 年 1 月 31 日に
実施された臨床調査の健診の受検者は 3,991 名
で、そのうち調査協力に承諾した 3,874 名に質
問票を配布した。

質問票の主な内容は、平成 26 年度の研究で

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

原発緊急作業従事者の心理的影響の評価に関する研究―質問紙法
研究分担者　廣　　尚典　産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学　教授　 

研究分担者　重村　　淳　防衛医科大学校　医学教育部　精神科学講座　准教授

研究要旨
平成 28 年度に引き続き、平成 26 年度に作成した質問票を用いて、緊急作

業従事者の精神健康度と、スティグマ、社会的支援、ライフイベント、スト
レス対処行動、首尾一貫感覚、自尊感情、特性的自己効力感、レジリエンス、
生活・仕事満足度などの主なストレス関連因子およびそれらの関連を検討し
た。
「東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究」の一環として実

施された臨床調査の健診を受検した緊急作業従事者に質問紙調査への協力を
依頼し、承諾の得られた者に質問票を配布し、郵送による回答を求めた。

平成 28 年 1 月 20 日〜平成 30 年 1 月 31 日の受検者のうち、回答が返送さ
れた 3,000 名を対象として解析を行った。

K6（抑うつ・不安）、AUDIT（アルコール使用障害）、AIS（睡眠障害）で
評価した精神健康度（精神健康問題を有する割合）は、我が国の労働者を対
象とした先行研究の結果と比べ、明らかな相違はみられなかった。これらの
精神健康度および PTSD 症状（IES-R で評価）と、スティグマ、ライフイベ
ント、日常生活における社会的支援、ストレス対処行動の一部、自尊感情、
仕事・家庭生活満足度などのストレス関連因子との有意な関連がみられるこ
とも明らかになった。特に、スティグマについては、先行研究と同様に、強
い関連がみられた。

全体として、平成 28 年度の結果と同様であり、緊急作業従事者の精神健
康度に影響を及ぼしている因子が明らかになった。また、緊急作業が長期に
なる場合の上司による支援の重要性が示唆された。これらは、重大災害にお
ける安全衛生体制および事後対応のあり方に関する重要な知見である。
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検討した結果を反映させた。具体的には、以下
の通りである。
①精神的健康度（不安・抑うつ）：K6
②アルコール関連問題：AUDIT（The Alcohol 

Use Disorders Identification Test）
③睡眠障害：AIS（Athens Insomnia Scale）
④ PTSD 症 状：IES-R（The Impact of Event 

Scale-Revised 改訂　出来事インパクト尺度）
⑤スティグマ：現存する標準的な質問票はない

が、先行研究の結果から重要項目と位置づけ
て、新たに質問票を作成した。

⑥社会的支援：職業性ストレス簡易調査票から
該当部分（下位尺度）を抜粋し、日常生活場
面と緊急作業時について質問した。

⑦ライフイベント：既存の質問票のうち、簡便
な 4 項目のものを使用した。

⑧ストレス対処行動：BSCP（Brief Scale for 
Coping Profile 勤労者のためのコーピング特
性簡易尺度）

⑨職業性ストレス：職業性ストレス簡易調査票
を用いることにしたが、臨床調査の健診の問
診票に入れたため、本質問票からは外した。

⑩首尾一貫感覚（Sence of Coherence：SOC）：
SOC3-UTHS（University of Tokyo Health 
Sociology version of the SOC3 scale）

⑪ 自 尊 感 情（self-esteem）： 自 尊 感 情 尺 度
（Rosenberg による）

⑫自己効力感（self-efficacy）：Sherer らの特性
的自己効力感尺度 23 項目版

⑬レジリエンス（Resilience）：CD-RISC2 項目
版（The Connor-Davidson Resilience Scale）

⑭生活・仕事満足度：職業性ストレス簡易調査
票から該当部分（下位尺度）を抜粋した。
それぞれの概念、質問票についての解説は、

昨年度の報告書で詳述したため 1）、省略する。

C．研究結果
平成 30 年 1 月 31 日までに 3,000 名の返送（臨

床調査の健診受検者の 75.2％）があった。この
3,000 名を解析の対象とした。

（1）対象者の属性、各尺度などの回答・得点分布

対象者の年齢分布（年齢層）、婚姻状況、最
終学歴、緊急作業のために福島第一原子力発電
所に入構した日、福島第一原子力発電所で緊急
作業を行った日数（期間）、従事した緊急作業
の内容、各尺度得点の分布を表 1 〜 34 に示した。
侵入症状（表 12）、回避症状（表 13）、過覚醒
症状（表 14）は、IES-R の下位尺度である。
1）年齢分布

50 歳代（35.1％）、60 歳代以上（29.6％）、40

歳代（26.5％）の順に多かった。平均（標準偏差）
は、53.2（9.7）歳であった。
2）婚姻状況

既婚（内縁・再婚を含む）が 84.4％をしめた。
3）最終学歴

高等学校（43.4％）、大学（27.3％）の順に多かった。
4）初めての入構日

事故発生日〜平成 23 年 5 月末が 59.3％をし
めた。87.9％が、平成 23 年 9 月末までに入構し
ていた。
5）緊急作業の日数

5 日以内から 101 日以上まで、大きなばらつ
きがみられた。5 日以内は 30.3％、101 日以上
は 25.1％だった。
6）作業内容

作業内容（複数回答可）では、土木建築
33.5％、原子炉制御が 29.6％と多かった。主な
作業内容としては、それぞれ 22.4％、20.4％だっ
た。
7）K6

全項目に回答した 2,969 名の平均（標準偏差）
は、3.4 点（4.5 点）であった。

一般に、心理的ストレスが高いと評価される
5 点以上 2）が 29.8％、気分・不安障害が疑われ
る 10 点以上 3）が 10.0％にみられた。
8）AUDIT

全項目に回答した 2,751 名の平均（標準偏差）
は、8.1 点（5.6 点）であった。

一般に、有害あるいは危険な飲酒とされる 12

点以上が 25.4％、アルコール依存症水準とされ
る 15 点以上が 14.3％にみられた。
9）AIS
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全項目に回答した 2,952 名の平均（標準偏差）
は、4.2 点（3.5 点）であった。

一 般 に、 不 眠 症 が 疑 わ れ る 6 点 以 上 が、
29.0％にみられた。
10）IES-R

全項目に回答した 2,963 名の平均（標準偏差）
は、4.7 点（9.9 点）であった。

一般に、PTSD の疑いありとされる 25 点以上
が 4.7％にみられた。
11）スティグマ（0 〜 56 点）

全項目に回答した 2,972 名の平均（標準偏差）
は、2.8 点（5.9 点）であった。5 点未満が全体
の81.8％をしめた。他方、2.6％は20点以上であっ
た。
12）日常場面における社会的支援（それぞれ 3

〜 12 点）
平均（標準偏差）は、上司（回答 2,921 名）7.8

点（2.3 点）、同僚（回答 2,926 名）8.2 点（2.2 点）、
親族（回答 2,953 名）9.9 点（2.1 点）であった。
13）緊急作業時における社会的支援（それぞれ

3 〜 12 点）
平均（標準偏差）は、平均（標準偏差）は、

上司（回答 2,946 名）8.1 点（2.5 点）、同僚（回
答 2,952 名）8.3 点（2.3 点）、親族（回答 2,961 名）
9.0 点（2.5 点）であった。
14）ライフイベント

至近 1 年間のうちに 4 種類のライフイベント
のすべてを経験していたのは 1.9％で、逆にい
ずれも経験していなかった者は 41.1％だった。

仕事に関するライフイベントを経験していた
者（29.2％）が最も高率であった。
15）BSCP

積極的問題解決で高得点の割合が高く（平均
（標準偏差）9.7 点（2.3 点））、他者を巻き込ん
だ情動発散で低得点の割合が高かった（平均（標
準偏差）3.9 点（1.3 点））。
16）SOC3-UTHS（3 〜 21 点）

回答者は 2,942 名で、3 点から 21 点まで、幅
広く分布したが、12〜18点の回答率が高かった。
平均（標準偏差）は、15.2 点（3.1 点）であった。
17）自尊感情（10 〜 50 点）

回答者は 2,948 名で、広範囲に分布したが、
25 点以下は少なかった。平均（標準偏差）は、
36.2 点（6.7 点）であった。
18）特性的自己効力感（23 〜 115 点）

回答者は 2,906 名で、28 点から 115 点まで、
広範囲に分布した。平均（標準偏差）は、76.6

点（12.4 点）であった。
19）CD-RISC2（0 〜 8 点）

回答者は 2,926 名で、全得点に分布したが、4

点以上が多かった。平均（標準偏差）は、5.7 点（1.6

点）であった。
20）仕事・家庭生活満足度（2 〜 8 点）

全得点に分布したが、5 点以上で 84.9％をし
めた。

以下では、スティグマ、日常場面および緊急
作業時における社会的支援、ライフイベント、
ストレス対処行動、首尾一貫感覚、自尊感情、
特性的自己効力感、レジリエンス、仕事・生活
満足度を、一括して、ストレス関連因子と表現
する。

（2）入構時期と精神健康度など
入 構 日 の 群 別 に、K6 得 点、AUDIT 得 点、

IES-R 得点、AIS 得点の平均を算出し、分散分
析により比較した（表 35）。

IES-R のみ、一部の期間で有意差がみられた。
3 月-5 月の群が、10 月-12 月の群に比べ、高値
を示した。

（3）緊急作業の作業日数と精神健康度など
緊急作業の日数の群別に、K6 得点、AUDIT

得点、IES-R 得点、AIS 得点の平均を算出し、
分散分析（多重比較は、TurkeyHSD）により
比較した（表 36）。なお、表の（％）の数値
は、各尺度の高得点者の割合（K6 は 10 点以上、
AUDIT は 15 点以上）を示している。

K6 得点、AIS 得点、IES-R 得点で有意差が
みられた。

K6 得点は、5 日以内と 11 〜 30 日、31 日〜
100 日および 101 日以上の間、6 〜 10 日と 31

日〜 100 日および 101 日以上の間で有意差がみ
られた。

IES-R 得点は、5 日以内と 31 日〜 100 日およ
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び 101 日以上の間、6 〜 10 日と 31 日〜 100 日
および 101 日以上の間、11 〜 30 日と 31 〜 100

日および 101 日以上の間、31 日〜 100 日と 101

日以上の間で有意差がみられた。
AIS 得点は、5 日以内と 31 日〜 100 日および

101 日以上の間（p ＜ 0.01）、6 〜 10 日と 31 日
〜 100 日および 101 日以上の間（p ＜ 0.01）、11

〜 30 日と 31 日〜 100 日および 101 日以上の間
で有意差がみられた。いずれも、日数が多い方
が高値であった。

（4）K6 得点、AUDIT 得点、AIS 得点、IES-R
得点間の単相関
表 37 に、Pearson の相関係数を示した。

（5）K6 得点、AUDIT 得点、AIS 得点、IES-R
得点と各ストレス関連因子の得点との単相
関
表 38 に、Pearson の相関係数を示した。

（6）精神健康度を従属変数とした重回帰分析
表 39 に結果を示した。

1）K6 を従属変数とした重回帰分析
スティグマ、ライフイベント、BSCP- 気分転

換、BSCP- 他者を巻き込んだ情動発散、BSCP-

発想の転換、特性的自己効力感が有意な正の関
連を、日常生活における同僚、家族・親族の社
会的支援、緊急作業時における上司の社会的
支援、BSCP- 積極的問題解決対処、自尊感情、
CD-RISC2、仕事・家庭生活満足度が有意な負
の関連を示した。

ライフイベント、仕事・家庭生活満足度、
BSCP- 他者を巻き込んだ情動発散、スティグマ
の関連が強かった。
2）IES-R を従属変数とした重回帰分析

スティグマ、ライフイベント、BSCP- 気分転
換、BSCP- 他者を巻き込んだ情動発散が有意な
正の関連を、日常場面における家族・友人の社
会的支援、SOC3-UTHS、自尊感情、特性的自
己効力感が有意な負の関連を示した。スティグ
マの関連が最も強かった。
3）AUDIT を従属変数とした重回帰分析

スティグマ、ライフイベント、BSCP- 他者を
巻き込んだ情動発散、BSCP- 逃避と抑制が有意
な正の関連を、BSCP- 問題解決のための相談、

BSCP- 気分転換が負の相関を示した。
4）AIS を従属変数とした重回帰分析

スティグマ、ライフイベント、BSCP- 他者を
巻き込んだ情動発散が有意な正の相関を、日常
場面における家族・友人の社会的支援、自尊感
情、仕事・家庭生活満足度が有意な負の関連を
示した。

（7）K6 得点を従属変数としたロジスティック
回帰分析
K6 の得点を、深刻な精神健康問題を有する

と評価される 13 点（以上）を区分点とし、そ
れを従属変数、各種属性、ストレス関連因子を
独立変数としたロジスティック回帰分析の結果
を表 40 に示した。

スティグマ、ライフイベント、緊急作業時に
おける上司の支援が有意な関連を示した。特に、
上司の支援は、緊急作業の期間が長期に及ぶ場
合に有意となった。

D．考察
（1）緊急作業従事者の精神健康度

近年精神健康度の指標として広く活用されて
いる K6 を用いて、29.8％に心理的ストレスが
強く、10.0％に気分障害あるいは不安障害の水
準にある不調が疑われる結果が得られた。昨年
の本調査と大きな相違はなく、一般人口を対象
とした調査結果と比較すると高値であるが 4）、
労働者に限定した複数の調査結果 5）6）7）とは、
同程度である。

アルコール使用障害については、比較的早
期の問題飲酒者の同定に使用される AUDIT に
よって評価した。25.4％が有害あるいは危険な
飲酒をしていると判定された。これは、一般人
口を対象とした尾崎らの調査結果 8）よりも高値
である。しかし、飲酒については、労働者に限
定しても、業種や職種により使用状況に大きな
相違があることが知られており、結果の解釈に
注意が必要であろう。

睡眠障害については、標準的な評価尺度とし
て知られている AIS によって、29.0％が該当す
るという結果であった。平均値は、労働者を対
象とした先行研究の結果 9）と比較して、高値で
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はなかった。
また、これらの一部は、互いに有意な相関を

示していたが、抑うつ・不安と不眠、アルコー
ル使用障害と不眠は併存が多いことがすでに報
告されており、それに符合する結果といえる。

（2）緊急作業従事者における精神健康問題と
ストレス関連因子との関係
抑うつ・不安、アルコール使用障害、睡眠障害、

PTSD 症状のいずれも、一部のストレス関連因
子と有意な相関がみられた。

精神健康度と特に関連が強かったのは、ス
ティグマおよびライフイベントであった。

先行研究でも、災害、被災に関するスティグ
マは、関係者の強いストレスをもたらすことが
報告されており 10）、それを支持する結果といえ
る。スティグマに関しては、特に詳細な検討が
必要であろう。

ライフイベントも、4 つ全ての精神健康度の
指標と有意に相関し、多種のライフイベントを
経験しているほど、精神健康度が不良であった。
重回帰分析でも、同様の結果が得られた。緊急
作業者のフォローアップにおいて、ライフイベ
ントの経験は、特に注意を要する事項といえよう。

ストレス対処行動では、重回帰分析の結果を
みると、他者を巻き込んだ情動発散が 4 つ全て
のの精神健康度の指標と有意な正の相関を示
し、この対処行動をとりやすいほど、精神健康
度は不良であった。一般に望ましいとされてい
る積極的問題対処は、ひとつの指標（K6）とのみ、
負の相関を示した。この対処行動は、緊急作業
従事者においては、精神健康度を保つためには、
一定の効果を有するが、不眠、不適切な飲酒、
PTSD 症状の軽減には、あまり影響しない可能
性がある。気分転換は、ひとつの指標（AUDIT）
と負の相関を示し、2 つの指標とは正の相関を
示した。

自尊感情も、重回帰分析によると、AUDIT

を除く 3 つの指標と有意な負の関連を示した。
精神健康度に影響を及ぼしている因子として、
注目すべきであろう。

社会的支援については、日常場面、緊急作業
時とも、職場または家族・友人からのものが、

一部の指標と負の関連があり、社会的支援の精
神健康に与える影響の大きさが示唆された。特
に、ロジスティック回帰分析の結果からは、緊
急作業時における上司の支援が精神健康度に有
意な影響を及ぼしている可能性が示唆されてお
り、これは重大災害時における安全衛生体制の
あり方を検討する上で、極めて重要であると考
えられる。

全体として、AUDIT 得点とストレス関連因
子との関係は、K6、AIS および IES-R のそれ
と異なった結果を示しており、飲酒行動につい
ては、他の要因、例えば以前からの飲酒習慣、
緊急作業前のアルコール依存傾向などを考慮す
る必要があると考えられた。

なお、昨年度と比較して、対象者数は増加し
てるものの、現段階では断面調査の形となって
いるため、上述した関連の因果関係は不明であ
ることに注意が必要である。

E．結論
東電福島第一原発緊急作業従事者の心理的影

響を評価する質問紙調査の結果を、平成 28 年
1 月 20 日〜平成 30 年 1 月 31 日に実施された臨
床調査の健診の受診者分についてまとめた。解
析の対象となったのは 3,000 名であった。

不安・抑うつ、アルコール使用障害、睡眠障
害を指標とした精神健康度は、労働者を対象と
した他の先行研究の結果と大きな差異はみられ
なかった。

これら 3 指標に PTSD 症状を加えた 4 指標と
ストレス関連因子の間には、一部で有意な関係
がみられた。スティグマについては、改めて詳
細な検討が必要である。

緊急作業従事者の健康面のフォローアップに
は、それに加えて、ライフイベントの経験を注
視する必要があろう。

また、大規模、重大災害における安全衛生体
制に関しては、管理者の支援を重視する視点が
望まれると考えられた。

G．研究発表
なし
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H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
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表 1．対象者の年齢分布

人数 （％）

20 歳代 29 （1.0）

30 歳代 236 （7.9）

40 歳代 796 （26.5）

50 歳代 1,052 （35.1）

60 歳代以上 887 （29.6）

表 2．対象者の婚姻状況

人数 （％）

未婚 284 （9.5）

既婚（含内縁・再婚） 2,520 （84.4）

離婚 145 （4.9）

死別 36 （1.2）

その他 2 （0.1）

不明 13

表 3．対象者の最終学歴

人数 （％）

小・中学校 223 （7.4）

高等学校 1,303 （43.4）

専門学校 156 （5.2）

短大・高専 162 （5.4）

大学 819 （27.3）

大学院 308 （10.3）

その他 29 （1.0）

不明 0

表 4．初めての入構日

人数 （％）

事故発生日〜平成 23 年 5 月末 1,718 （59.3）

平成 23 年 6 月〜 7 月末 555 （19.1）

平成 23 年 8 月〜 9 月末 274 （9.5）

平成 23 年 10 月〜 12 月末 240 （8.3）

平成 24 年 1 月以降 112 （3.9）

不明 101

表 5．緊急作業を行った日数

人数 （％）

5 日以内 896 （30.3）

6 日〜 10 日 338 （11.4）

11 日〜 30 日 517 （17.5）

31 日〜 100 日 464 （15.7）

101 日以上 741 （25.1）

表 6．作業内容

人数 （％）

土木建築 1,004 （33.5）

原子炉制御 889 （29.6）

線量管理 352 （11.7）

資材管理 368 （12.3）

その他 1,857 （61.9）

表 7．主な作業内容

人数 （％）

土木建築 670 （22.4）

原子炉制御 611 （20.4）

線量管理 227 （7.6）

資材管理 93 （3.1）

その他 1,393 （46.5）

表 8．K6 の得点分布

人数 （％）

0 1,213 （40.9）

1 255 （8.6）

2 258 （8.7）

3 194 （6.5）

4 164 （5.5）

5 143 （4.8）

6 150 （5.1）

7 114 （3.8）

8 115 （3.9）

9 65 （2.2）

10 56 （1.9）

11 35 （1.2）

12 54 （1.8）

13 31 （1.0）

14 26 （0.9）

15 22 （0.7）

16 16 （0.5）

17 10 （0.3）

18 15 （0.5）

19 5 （0.2）

20 10 （0.3）

21 6 （0.2）

22 3 （0.1）

23 1 （0.0）

24 8 （0.3）

不明 31
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表 9．AUDIT の得点分布

人数 （％）

0 168 （6.1）

1 101 （3.7）

2 155 （5.6）

3 166 （6.0）

4 187 （6.8）

5 233 （8.5）

6 239 （8.7）

7 215 （7.8）

8 157 （5.7）

9 150 （5.5）

10 150 （5.5）

11 132 （4.8）

12 116 （4.2）

13 102 （3.7）

14 87 （3.2）

15 83 （3.0）

16 70 （2.5）

17 61 （2.2）

18 39 （1.4）

19 31 （1.1）

20 26 （0.9）

21 24 （0.9）

22 21 （0.8）

23 9 （0.3）

24 8 （0.3）

25 8 （0.3）

26 5 （0.2）

27 3 （0.1）

28 1 （0.0）

29 3 （0.1）

31 1 （0.0）

不明 249

表 10．AIS の得点分布

人数 （％）

0 319 （10.8）

1 418 （14.2）

2 397 （13.4）

3 377 （12.8）

4 302 （10.2）

5 284 （9.6）

6 219 （7.4）

7 161 （5.5）

8 154 （5.2）

9 92 （3.1）

10 69 （2.3）

11 42 （1.4）

12 30 （1.0）

13 19 （0.6）

14 24 （0.8）

15 17 （0.6）

16 11 （0.4）

17 2 （0.1）

18 2 （0.1）

19 3 （0.1）

20 3 （0.1）

21 4 （0.1）

22 1 （0.0）

23 1 （0.0）

24 1 （0.0）

不明 48

表 11．IES-R の得点分布

人数 （％）

0 1,518 （51.2）

1 252 （8.5）

2 194 （6.5）

3 150 （5.1）

4 97 （3.3）

5 78 （2.6）

6 72 （2.4）

7 52 （1.8）

8 48 （1.6）

9 45 （1.5）

10 38 （1.3）

11 26 （0.9）

12 29 （1.0）

13 22 （0.7）

14 32 （1.1）

15 27 （0.9）

16 26 （0.9）

17 15 （0.5）

18 15 （0.5）

19 15 （0.5）

20 23 （0.8）

21 14 （0.5）

22 15 （0.5）

23 11 （0.4）

24 10 （0.3）

25 9 （0.3）

26 15 （0.5）

27 9 （0.3）

28 6 （0.2）

29 8 （0.3）

30 5 （0.2）

31 3 （0.1）

32 2 （0.1）

33 7 （0.2）

34 8 （0.3）

35 3 （0.1）
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36 5 （0.2）

37 6 （0.2）

38 1 （0.0）

39 2 （0.1）

40 3 （0.1）

43 2 （0.1）

44 3 （0.1）

45 5 （0.2）

46 3 （0.1）

47 1 （0.0）

49 1 （0.0）

50 3 （0.1）

51 4 （0.1）

53 1 （0.0）

54 3 （0.1）

55 1 （0.0）

56 1 （0.0）

58 1 （0.0）

59 3 （0.1）

66 2 （0.1）

67 1 （0.0）

68 1 （0.0）

70 2 （0.1）

72 1 （0.0）

76 2 （0.1）

78 1 （0.0）

79 1 （0.0）

84 1 （0.0）

88 3 （0.1）

不明 37

表 12．IES-R　侵入症状の得点分布

人数 （％）

0 1,806 （60.7）

1 331 （11.1）

2 212 （7.1）

3 128 （4.3）

4 102 （3.4）

5 89 （3.0）

6 53 （1.8）

7 47 （1.6）

8 44 （1.5）

9 31 （1.0）

10 26 （0.9）

11 21 （0.7）

12 11 （0.4）

13 8 （0.3）

14 4 （0.1）

15 6 （0.2）

16 8 （0.3）

17 7 （0.2）

18 12 （0.4）

19 3 （0.1）

20 3 （0.1）

21 3 （0.1）

22 3 （0.1）

23 2 （0.1）

24 3 （0.1）

26 1 （0.0）

27 3 （0.1）

28 2 （0.1）

29 1 （0.0）

30 2 （0.1）

32 5 （0.2）

不明 23

表 13．IES-R 回避症状の得点分布

人数 （％）

0 1,913 （64.1）

1 265 （8.9）

2 168 （5.6）

3 130 （4.4）

4 98 （3.3）

5 64 （2.1）

6 60 （2.0）

7 39 （1.3）

8 54 （1.8）

9 23 （0.8）

10 27 （0.9）

11 20 （0.7）

12 20 （0.7）

13 22 （0.7）

14 7 （0.2）

15 14 （0.5）

16 12 （0.4）

17 10 （0.3）

18 2 （0.1）

19 2 （0.1）

20 3 （0.1）

21 5 （0.2）

22 4 （0.1）

23 2 （0.1）

24 1 （0.0）

25 4 （0.1）

26 2 （0.1）

27 2 （0.1）

28 3 （0.1）

29 1 （0.0）

30 1 （0.0）

32 5 （0.2）

不明 17
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表 14．IES-R 過覚醒症状の得点分布

人数 （％）

0 2,142 （71.8）

1 289 （9.7）

2 140 （4.7）

3 86 （2.9）

4 86 （2.9）

5 58 （1.9）

6 45 （1.5）

7 29 （1.0）

8 20 （0.7）

9 21 （0.7）

10 12 （0.4）

11 10 （0.3）

12 4 （0.1）

13 9 （0.3）

14 6 （0.2）

15 9 （0.3）

16 5 （0.2）

18 3 （0.1）

19 2 （0.1）

21 1 （0.0）

22 2 （0.1）

23 1 （0.0）

24 5 （0.2）

不明 15

表 15．スティグマの得点分布

人数 （％）

0 1,682 （56.6）

1 285 （9.6）

2 224 （7.5）

3 131 （4.4）

4 111 （3.7）

5 62 （2.1）

6 64 （2.2）

7 49 （1.6）

8 49 （1.6）

9 34 （1.1）

10 39 （1.3）

11 18 （0.6）

12 22 （0.7）

13 21 （0.7）

14 26 （0.9）

15 16 （0.5）

16 16 （0.5）

17 14 （0.5）

18 7 （0.2）

19 17 （0.6）

20 10 （0.3）

21 7 （0.2）

22 9 （0.3）

23 5 （0.2）

24 6 （0.2）

25 4 （0.1）

26 7 （0.2）

27 3 （0.1）

28 7 （0.2）

29 6 （0.2）

30 2 （0.1）

31 1 （0.0）

32 4 （0.1）

34 1 （0.0）

35 3 （0.1）

36 1 （0.0）

40 2 （0.1）

43 2 （0.1）

48 1 （0.0）

51 1 （0.0）

52 1 （0.0）

56 2 （0.1）

不明 28

表 16．日常場面における上司の支援の得点分布

人数 （％）

3 123 （4.2）

4 105 （3.6）

5 155 （5.3）

6 515 （17.6）

7 419 （14.3）

8 429 （14.7）

9 536 （18.3）

10 234 （8.0）

11 124 （4.2）

12 281 （9.6）

不明 79

表 17．日常場面における同僚の支援の得点分布

人数 （％）

3 66 （2.3）

4 58 （2.0）

5 107 （3.7）

6 420 （14.4）

7 492 （16.8）

8 394 （13.5）

9 638 （21.8）

10 284 （9.7）

11 140 （4.8）

12 327 （11.2）

不明 74
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表 18．日常場面における家族・友人の支援の得点分布

人数 （％）

3 20 （0.7）

4 19 （0.6）

5 28 （0.9）

6 188 （6.4）

7 146 （4.9）

8 242 （8.2）

9 610 （20.7）

10 317 （10.7）

11 292 （9.9）

12 1,091 （36.9）

不明 47

表 19．緊急作業時における上司の支援の得点分布

人数 （％）

3 146 （5.0）

4 104 （3.5）

5 128 （4.3）

6 555 （18.8）

7 325 （11.0）

8 319 （10.8）

9 595 （20.2）

10 206 （7.0）

11 126 （4.3）

12 442 （15.0）

不明 54

表 20．緊急作業時における同僚の支援の得点分布

人数 （％）

3 82 （2.8）

4 68 （2.3）

5 106 （3.6）

6 512 （17.3）

7 359 （12.2）

8 320 （10.8）

9 705 （23.9）

10 222 （7.5）

11 123 （4.2）

12 455 （15.4）

不明 48

表 21．緊急作業時における家族・友人の支援の得点分布

人数 （％）

3 89 （3.0）

4 55 （1.9）

5 72 （2.4）

6 400 （13.5）

7 213 （7.2）

8 276 （9.3）

9 653 （22.1）

10 210 （7.1）

11 157 （5.3）

12 836 （28.2）

不明 39

表 22．ライフイベントの得点分布

人数 （％）

0 1,232 （41.1）

1 1,083 （36.1）

2 486 （16.2）

3 139 （4.6）

4 58 （1.9）

表 23．ライフイベントの内容

人数 （％）

仕事 876 （29.2）

病気 714 （23.8）

個人的問題 366 （12.2）

家族の問題 748 （24.9）

表 24．BSCP 積極的問題解決の得点分布

人数 （％）

3 49 （1.6）

4 21 （0.7）

5 75 （2.5）

6 218 （7.3）

7 193 （6.5）

8 193 （6.5）

9 461 （15.5）

10 377 （12.7）

11 381 （12.8）

12 1,004 （33.8）

不明 28
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表 25．BSCP 解決の相談の得点分布

人数 （％）

3 150 （5.1）

4 160 （5.4）

5 202 （6.8）

6 387 （13.0）

7 349 （11.8）

8 372 （12.5）

9 460 （15.5）

10 302 （10.2）

11 210 （7.1）

12 377 （12.7）

不明 31

表 26．BSCP 気分転換の得点分布

人数 （％）

3 342 （11.5）

4 298 （10.0）

5 355 （11.9）

6 562 （18.9）

7 333 （11.2）

8 309 （10.4）

9 350 （11.8）

10 153 （5.1）

11 97 （3.3）

12 172 （5.8）

不明 29

表 27．BSCP 他者巻込情動発散の得点分布

人数 （％）

3 1,728 （58.0）

4 565 （19.0）

5 361 （12.1）

6 187 （6.3）

7 62 （2.1）

8 29 （1.0）

9 36 （1.2）

10 6 （0.2）

11 2 （0.1）

12 5 （0.2）

不明 19

表 28．BSCP 逃避と抑制の得点分布

人数 （％）

3 681 （23.0）

4 423 （14.3）

5 561 （18.9）

6 675 （22.8）

7 271 （9.1）

8 148 （5.0）

9 129 （4.3）

10 31 （1.0）

11 21 （0.7）

12 27 （0.9）

不明 33

表 29．BSCP 発想の転換の得点分布

人数 （％）

3 135 （4.5）

4 186 （6.3）

5 325 （10.9）

6 644 （21.7）

7 456 （15.3）

8 385 （13.0）

9 413 （13.9）

10 198 （6.7）

11 109 （3.7）

12 121 （4.1）

不明 28

表 30．OC-UTHS 得点の分布

人数 （％）

3 16 （0.5）

4 4 （0.1）

5 6 （0.2）

6 26 （0.9）

7 14 （0.5）

8 21 （0.7）

9 41 （1.4）

10 65 （2.2）

11 88 （3.0）

12 273 （9.3）

13 208 （7.1）

14 268 （9.1）

15 449 （15.3）

16 336 （11.4）

17 356 （12.1）

18 564 （19.2）

19 89 （3.0）

20 41 （1.4）

21 77 （2.6）

不明 58

表 31．自尊感情尺度の得点分布

人数 （％）

10 1 （0.0）

12 2 （0.1）

13 2 （0.1）

14 1 （0.0）
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15 6 （0.2）

16 3 （0.1）

17 3 （0.1）

18 7 （0.2）

19 13 （0.4）

20 11 （0.4）

21 14 （0.5）

22 23 （0.8）

23 30 （1.0）

24 23 （0.8）

25 41 （1.4）

26 47 （1.6）

27 73 （2.5）

28 77 （2.6）

29 90 （3.1）

30 152 （5.2）

31 97 （3.3）

32 132 （4.5）

33 135 （4.6）

34 146 （5.0）

35 178 （6.0）

36 180 （6.1）

37 139 （4.7）

38 168 （5.7）

39 157 （5.3）

40 151 （5.1）

41 151 （5.1）

42 139 （4.7）

43 136 （4.6）

44 98 （3.3）

45 91 （3.1）

46 102 （3.5）

47 60 （2.0）

48 30 （1.0）

49 18 （0.6）

50 21 （0.7）

不明 52

表 32．特性的自己効力感尺度の得点分布

人数 （％）

27 1 （0.0）

28 1 （0.0）

29 1 （0.0）

30 2 （0.1）

31 2 （0.1）

32 2 （0.1）

33 2 （0.1）

34 2 （0.1）

35 2 （0.1）

36 3 （0.1）

37 3 （0.1）

38 1 （0.0）

39 1 （0.0）

40 1 （0.0）

41 4 （0.1）

42 1 （0.0）

43 2 （0.1）

44 2 （0.1）

45 1 （0.0）

46 6 （0.2）

47 3 （0.1）

48 3 （0.1）

49 11 （0.4）

50 13 （0.4）

51 10 （0.3）

52 13 （0.4）

53 18 （0.6）

54 5 （0.2）

55 14 （0.5）

56 25 （0.9）

57 27 （0.9）

58 22 （0.8）

59 25 （0.9）

60 33 （1.1）

61 33 （1.1）

62 40 （1.4）

63 46 （1.6）

64 57 （2.0）

65 71 （2.4）

66 63 （2.2）

67 70 （2.4）

68 69 （2.4）

69 104 （3.6）

70 79 （2.7）

71 85 （2.9）

72 89 （3.1）

73 87 （3.0）

74 100 （3.4）

75 90 （3.1）

76 114 （3.9）

77 90 （3.1）

78 86 （3.0）

79 102 （3.5）

80 112 （3.9）

81 101 （3.5）

82 103 （3.5）

83 93 （3.2）

84 70 （2.4）

85 72 （2.5）

86 69 （2.4）

87 59 （2.0）

88 57 （2.0）

89 47 （1.6）

90 60 （2.1）

91 38 （1.3）
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92 25 （0.9）

93 31 （1.1）

94 35 （1.2）

95 19 （0.7）

96 22 （0.8）

97 20 （0.7）

98 24 （0.8）

99 14 （0.5）

100 11 （0.4）

101 12 （0.4）

102 17 （0.6）

103 11 （0.4）

104 10 （0.3）

105 6 （0.2）

106 6 （0.2）

107 4 （0.1）

108 6 （0.2）

109 6 （0.2）

110 3 （0.1）

111 5 （0.2）

112 2 （0.1）

113 3 （0.1）

114 1 （0.0）

115 5 （0.2）

不明 94

表 33．CD-RISC2 の得点分布

人数 （％）

0 21 （0.7）

1 13 （0.4）

2 61 （2.1）

3 107 （3.7）

4 511 （17.5）

5 492 （16.8）

6 854 （29.2）

7 368 （12.6）

8 499 （17.1）

不明 74

表 34．仕事・生活満足度の得点分布

人数 （％）

2 49 （1.7）

3 82 （2.8）

4 316 （10.7）

5 506 （17.2）

6 1,035 （35.1）

7 597 （20.3）

8 361 （12.3）

不明 54

表 35．精神健康度に関する尺度得点の入構時期別比較

3 月− 5 月 6 月−7 月 8 月− 9 月 10 月−12 月 1月 -

N （％） M （SD） N （％） M （SD） N （％） M （SD） N （％） M （SD） N （％） M （SD） F p χ2 p

K6 1704（10.3） 3.4 （4.5） 549 （9.3） 3.3 （4.4） 270 （7.4） 3.1 （3.9） 237 （6.8） 2.8 （3.9） 111（15.3） 3.8 （4.8） 1.23 .295 8.79 .067

AUDIT 1576（13.6） 8.0 （5.5） 516（15.9） 8.2 （5.8） 251（15.5） 8.7 （5.6） 224（12.9） 7.8 （5.4） 103 （11.7） 8.0 （5.4） 1.01 .399 2.82 .588

IES-R 1699 （4.9） 5.1（10.3） 549 （3.6） 4.0 （9.0） 271 （4.1） 3.6 （7.4） 237 （3.4） 2.9 （7.1） 111 （6.3） 5.7 （12.1） 4.51 .001 3.19 .527

侵入症状 1710 2.0 （4.1） 550 1.5 （3.5） 271 1.3 （2.8） 238 1.1 （2.4） 111 2.3 （4.9） 5.79 ＜ .001

回避症状 1710 2.1 （4.3） 554 1.6 （3.7） 272 1.3 （3.1） 238 1.2 （3.3） 111 2.0 （4.2） 4.65 .001

過覚醒症状 1710 1.1 （2.8） 555 1.0 （2.5） 273 1.0 （2.2） 239 0.7 （1.9） 111 1.4 （3.4） 2.28 .058

AIS 1696（27.9） 4.1 （3.4） 545（29.9） 4.3 （3.7） 267（27.3） 4.1 （3.5） 237（27.4） 3.8 （3.2） 111（36.9） 4.8 （4.5） 1.75 .137 4.96 .292

K6，AUDIT，IES-R，AIS の（％）は，高得点者（基準値以上）の割合を示す
IES-R：3 月− 5 月＞ 10 月− 12 月；p=.010，1 月−＞ 10 月− 12 月；p=.089
侵入症状：3 月− 5 月＞ 6 月− 7 月；p=.059，3 月− 5 月＞ 8 月− 9 月；p=.030，3 月− 5 月＞ 10 月− 12 月；p=.005，1 月−＞
10 月− 12 月；p=.050
回避症状：3 月− 5 月＞ 6 月− 7 月；p=.075，3 月− 5 月＞ 8 月− 9 月；p=.046，3 月− 5 月＞ 10 月− 12 月；p=.016
過覚醒症状：3 月− 5 月＞ 6 月− 7 月；p=.059，3 月− 5 月＞ 10 月− 12 月；p=.070
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表 36．精神健康度に関する尺度得点の緊急作業日数別比較

≤5 日 ≤10 日 ≤30 日 ≤100 日 ≥101日

N （％） M （SD） N （％） M （SD） N （％） M （SD） N （％） M （SD） N （％） M （SD） F p χ2 p

K6 890 （6.0） 2.4 （3.8） 335 （8.4） 3.0 （4.5） 516 （8.9） 3.4 （4.3） 456（12.7） 4.0 （4.6） 731（15.5） 4.4 （5.0） 24.17 ＜ .001 44.99 ＜ .001

AUDIT 835（13.9） 8.1 （5.5） 310（15.5） 8.5 （5.9） 476（12.8） 7.9 （5.5） 414（15.5） 8.4 （5.7） 678（14.5） 8.0 （5.6） 0.91 .457 1.79 .774

IES-R 886 （2.3） 2.9 （6.8） 333 （3.0） 3.1 （8.1） 514 （3.3） 4.0 （9.7） 457 （6.1） 5.6（11.2） 732 （8.5） 7.6 （12.1） 28.40 ＜ .001 41.57 ＜ .001

侵入症状 889 1.1 （2.8） 336 1.3 （3.4） 515 1.6 （3.7） 459 2.1 （4.1） 736 2.9 （4.8） 24.49 ＜ .001 2.3 （4.9） 5.79 ＜ .001

回避症状 893 1.3 （3.2） 335 1.1 （2.8） 517 1.6 （4.0） 461 2.1 （4.5） 735 3.0 （4.9） 23.65 ＜ .001 2.0 （4.2） 4.65 .001

過覚醒症状 893 0.6 （1.8） 338 0.7 （2.3） 516 0.9 （2.7） 460 1.4 （3.2） 737 1.8 （3.4） 24.96 ＜ .001 1.4 （3.4） 2.28 .058

AIS 888（24.0） 3.7 （3.3） 332（24.1） 3.8 （3.4） 508（27.2） 4.1 （3.3） 455（35.6） 4.7 （3.8） 730（35.1） 4.7 （3.8） 11.47 ＜ .001 38.10 ＜ .001

K6，AUDIT，IES-R，AIS の（％）は，高得点者（基準値以上）の割合を示す
K6：5 日＜ 30 日；p=.001，5 日＜ 100 日；p ＜ .001，5 日＜ 101 日；p ＜ .001，10 日＜ 100 日：p=.010，10 日＜ 101 日；p ＜ .001
IES-R：5 日＜ 100 日；p ＜ .001，5 日＜ 101 日；p ＜ .001，10 日＜ 100 日；p=.004，10 日＜ 101 日；p ＜ .001，30 日＜ 100 日；
p=.086，30 日＜ 101 日；p ＜ .001，100 日＜ 101 日；p=.005
侵入症状：5 日＜ 100 日；p ＜ .001，5 日＜ 101 日；p ＜ .001，10 日＜ 100 日；p=.039，10 日＜ 101 日；p ＜ .001，30 日＜ 101 日；
p ＜ .001，100 日＜ 101 日；p=.004
回避症状：5 日＜ 100 日；p=.004，5 日＜ 101 日；p ＜ .001，10 日＜ 100 日；p=.011，10 日＜ 101 日；p ＜ .001，30 日＜ 101 日；
p ＜ .001，100 日＜ 101 日；p=.001
過覚醒症状：5 日＜ 100 日；p ＜ .001，5 日＜ 101 日；p ＜ .001，10 日＜ 100 日；p=.001，10 日＜ 101 日；p ＜ .001，30 日＜
100 日；p=.027，30 日＜ 101 日；p ＜ .001
AIS：5 日＜ 100 日；p ＜ .001，5 日＜ 101 日；p ＜ .001，10 日＜ 100 日；p=.004，10 日＜ 101 日；p=.003，30 日＜ 100 日；
p=.042，30 日＜ 101 日；p ＜ .036

表 37．精神健康度に関する尺度得点間の相関係数

K6 IES-R 侵入症状 回避症状 過覚醒症状 AUDIT AIS
N α /r p N α /r p N α /r p N α /r p N α /r p N α /r p N α

K6 2969 .900
IES-R 2938 .578 ＜.001 2963 .963 .963
侵入症状 2951 .551 ＜.001 2963 .950 .000 2977 .924
回避症状 2958 .517 ＜.001 2963 .936 .000 2968 .818 .000 2983 .907
過覚醒症状 2959 .583 ＜.001 2963 .919 .000 2970 .848 .000 2977 .778 .000 2985 .897
AUDIT 2732 .054 ＜.001 2728 .061 .001 2739 .068 .000 2741 .044 .022 2745 .057 .003 2751 .807
AIS 2927 .550 ＜.001 2923 .498 .000 2935 .480 .000 2940 .424 .000 2943 .535 .000 2722 .141 .000 2952 .854

同尺度間の数値は，クロンバッハのα係数

表 38．精神健康度に関する尺度得点と測定した尺度得点間の相関係数

K6 IES-R Intrusion Avoidance Hyperarousal AUDIT AIS
N r p N r p N r p N r p N r p N r p N r p

スティグマ 2947 .451 ＜.001 2943 .697 ＜.001 2956 .651 ＜.001 2962 .675 ＜.001 2964 .620 ＜.001 2733 .061 .001 2932 .373 ＜.001
日常場面の社会的支援 上司 2897 -.300 ＜.001 2894 -.260 ＜.001 2907 -.238 ＜.001 2912 -.242 ＜.001 2914 -.271 ＜.001 2694 -.024 .212 2881 -.307 ＜.001

同僚 2900 -.302 ＜.001 2900 -.251 ＜.001 2913 -.226 ＜.001 2917 -.237 ＜.001 2919 -.267 ＜.001 2699 -.014 .459 2886 -.304 ＜.001
家族・友人 2928 -.254 ＜.001 2926 -.186 ＜.001 2940 -.156 ＜.001 2943 -.163 ＜.001 2945 -.216 ＜.001 2716 -.043 .025 2911 -.250 ＜.001

緊急作業時の社会的支援 上司 2922 -.303 ＜.001 2918 -.278 ＜.001 2931 -.258 ＜.001 2937 -.250 ＜.001 2939 -.279 ＜.001 2712 .005 .801 2904 -.265 ＜.001
同僚 2927 -.279 ＜.001 2923 -.267 ＜.001 2936 -.249 ＜.001 2942 -.245 ＜.001 2944 -.264 ＜.001 2719 .017 .381 2910 -.261 ＜.001
家族・友人 2935 -.176 ＜.001 2932 -.160 ＜.001 2946 -.137 ＜.001 2951 -.157 ＜.001 2953 -.145 ＜.001 2724 -.036 .063 2918 -.185 ＜.001

ライフイベント 2969 .352 ＜.001 2963 .328 ＜.001 2977 .313 ＜.001 2983 .282 ＜.001 2985 .338 ＜.001 2751 .076 ＜.001 2952 .368 ＜.001
BSCP 積極的問題対処 2945 -.166 ＜.001 2943 -.067 ＜.001 2957 -.057 .002 2962 -.058 ＜.001 2964 -.095 ＜.001 2731 .029 .124 2929 -.089 ＜.001

問題解決のための相談 2943 -.165 ＜.001 2941 -.098 ＜.001 2954 -.078 ＜.001 2960 -.086 ＜.001 2962 -.118 ＜.001 2731 -.026 .177 2931 -.136 ＜.001
気分転換 2944 .073 ＜.001 2942 .094 ＜.001 2956 .096 ＜.001 2961 .094 ＜.001 2963 .082 ＜.001 2732 -.023 .223 2928 .028 .130
他者を巻き込んだ情動発散 2954 .218 ＜.001 2953 .186 ＜.001 2967 .162 ＜.001 2971 .164 ＜.001 2973 .207 ＜.001 2741 .054 .004 2940 .181 ＜.001
逃避と抑制 2941 .209 ＜.001 2940 .163 ＜.001 2953 .142 ＜.001 2958 .161 ＜.001 2960 .158 ＜.001 2731 .059 .002 2926 .200 ＜.001
発想の転換 2945 -.031 .093 2944 -.014 .457 2957 -.009 .620 2962 -.003 .891 2965 -.028 .134 2734 .032 .091 2931 -.070 ＜.001

SOC3-UTHS 2917 -.262 ＜.001 2914 -.177 ＜.001 2927 -.165 ＜.001 2933 -.157 ＜.001 2935 -.197 ＜.001 2711 .039 .040 2905 -.234 ＜.001
自尊感情 2924 -.417 ＜.001 2920 -.278 ＜.001 2933 -.254 ＜.001 2938 -.250 ＜.001 2941 -.293 ＜.001 2718 -.010 .594 2911 -.381 ＜.001
特性的自己効力感 2881 -.281 ＜.001 2881 -.165 ＜.001 2894 -.137 ＜.001 2897 -.160 ＜.001 2900 -.182 ＜.001 2681 .006 .766 2869 -.297 ＜.001
CD-RISC2 2899 -.314 ＜.001 2898 -.208 ＜.001 2912 -.190 ＜.001 2915 -.198 ＜.001 2917 -.216 ＜.001 2697 .030 .121 2883 -.302 ＜.001
仕事・家庭生活満足度 2920 -.390 ＜.001 2918 -.291 ＜.001 2931 -.271 ＜.001 2936 -.255 ＜.001 2938 -.319 ＜.001 2713 -.047 .015 2905 -.425 ＜.001
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表 39．精神健康度に関する尺度得点を従属変数とした重回帰分析の結果

K6 IES-R
b 95％ CI p β VIF b 95％ CI p β VIF

スティグマ .206 .181 – .232 ＜ .001 .281 1.18 .973 .924 – 1.022 ＜ .001 .608 1.18
日常場面の社会的支援上司 .053 -.070 – .176 .398 .029 4.44 -.365 -.600 – -.129 .002 -.092 4.44

同僚 -.148 -.282 – -.014 .030 -.076 4.61 .088 -.168 – .345 .500 .021 4.61
家族・友人 -.105 -.199 – -.011 .029 -.052 2.09 -.210 -.390 – -.029 .023 -.047 2.09

緊急作業時の社会的支援上司 -.170 -.292 – -.049 .006 -.102 5.11 .067 -.166 – .300 .572 .018 5.11
同僚 .113 -.019 – .244 .094 .063 5.23 -.196 -.449 – .056 .127 -.050 5.23
家族・友人 .061 -.014 – .137 .110 .037 1.99 .103 -.041 – .247 .162 .028 1.99

ライフイベント .581 .430 – .733 ＜ .001 .134 1.19 .843 .553 – 1.133 ＜ .001 .090 1.19
BSCP 積極的問題対処 -.131 -.211 – -.051 .001 -.069 1.76 .044 -.110 – .197 .578 .011 1.76

問題解決のための相談 -.019 -.090 – .052 .604 -.011 1.79 -.093 -.228 – .043 .180 -.026 1.79
気分転換 .069 .009 – .128 .023 .041 1.23 .189 .076 – .302 .001 .052 1.23
他者を巻き込んだ情動発散 .277 .162 – .392 ＜ .001 .086 1.25 .400 .179 – .621 ＜ .001 .057 1.25
逃避と抑制 .007 -.081 – .096 .871 .003 1.60 -.140 -.310 – .030 .106 -.029 1.60
発想の転換 .094 .022 – .165 .010 .049 1.35 .084 -.053 – .220 .228 .020 1.35

SOC3-UTHS -.033 -.092 – .025 .264 -.024 1.73 -.126 -.239 – -.014 .028 -.042 1.73
自尊感情 -.119 -.148 – -.091 ＜ .001 -.192 2.04 -.085 -.139 – -.030 .002 -.062 2.04
特性的自己効力感 .018 .001 – .034 .040 .053 2.45 .039 .006 – .071 .019 .053 2.45
CD-RISC2 -.141 -.254 – -.028 .015 -.054 1.80 -.084 -.300 – .132 .447 -.015 1.80
仕事・家庭生活満足度 -.366 -.495 – -.236 ＜ .001 -.116 1.63 -.073 -.321 – .175 .562 -.011 1.63
Adjusted R2 0.359 0.503

侵入症状 回避症状
b 95％ CI p β VIF b 95％ CI p β VIF

スティグマ .345 .325 – .365 ＜ .001 .559 1.18 .405 .384 – .427 ＜ .001 .602 1.18
日常場面の社会的支援上司 -.142 -.240 – -.044 .004 -.093 4.44 -.163 -.267 – -.058 .002 -.098 4.44

同僚 .097 -.009 – .204 .073 .060 4.61 .010 -.104 – .123 .865 .006 4.61
家族・友人 -.034 -.109 – .041 .375 -.020 2.09 -.050 -.130 – .030 .221 -.027 2.09

緊急作業時の社会的支援上司 .015 -.082 – .112 .762 .011 5.11 .079 -.024 – .182 .133 .051 5.11
同僚 -.115 -.219 – -.010 .032 -.076 5.23 -.076 -.188 – .035 .181 -.046 5.23
家族・友人 .028 -.031 – .088 .352 .020 1.99 -.009 -.072 – .055 .792 -.006 1.99

ライフイベント .349 .228 – .469 ＜ .001 .096 1.19 .225 .096 – .353 .001 .057 1.19
BSCP 積極的問題対処 .018 -.046 – .081 .585 .011 1.76 .026 -.042 – .094 .455 .015 1.76

問題解決のための相談 -.029 -.086 – .027 .304 -.021 1.79 -.036 -.096 – .024 .245 -.024 1.79
気分転換 .071 .024 – .118 .003 .051 1.23 .076 .026 – .126 .003 .050 1.23
他者を巻き込んだ情動発散 .122 .030 – .214 .009 .045 1.25 .124 .026 – .221 .013 .042 1.25
逃避と抑制 -.072 -.143 – -.002 .045 -.039 1.60 -.023 -.098 – .052 .550 -.011 1.60
発想の転換 .018 -.038 – .075 .524 .011 1.35 .040 -.020 – .101 .190 .023 1.35

SOC3-UTHS -.049 -.096 – -.002 .039 -.042 1.73 -.025 -.075 – .025 .329 -.019 1.73
自尊感情 -.038 -.061 – -.016 .001 -.073 2.04 -.022 -.046 – .002 .074 -.039 2.04
特性的自己効力感 .018 .005 – .031 .008 .064 2.45 .010 -.005 – .024 .183 .032 2.45
CD-RISC2 .005 -.085 – .095 .915 .002 1.80 -.083 -.179 – .013 .089 -.035 1.80
仕事・家庭生活満足度 -.039 -.142 – .064 .463 -.015 1.63 .054 -.056 – .163 .340 .018 1.63
Adjusted R2 0.426 0.450

過覚醒症状 AUDIT
b 95％ CI p β VIF b 95％ CI p β VIF

スティグマ .223 .208 – .237 ＜ .001 .510 1.18 .054 .012 – .097 .012 .055 1.18
日常場面の社会的支援 上司 -.060 -.129 – .009 .088 -.056 4.44 -.130 -.335 – .075 .213 -.053 4.44

同僚 -.019 -.094 – .056 .623 -.016 4.61 .103 -.120 – .326 .364 .039 4.61
家族・友人 -.126 -.179 – -.073 ＜ .001 -.104 2.09 -.109 -.266 – .048 .172 -.040 2.09

緊急作業時の社会的支援 上司 -.027 -.095 – .042 .442 -.027 5.11 .109 -.094 – .311 .292 .048 5.11
同僚 -.005 -.080 – .069 .885 -.005 5.23 .111 -.108 – .330 .321 .046 5.23
家族・友人 .083 .041 – .125 ＜ .001 .084 1.99 -.037 -.162 – .088 .562 -.017 1.99

ライフイベント .269 .184 – .355 ＜ .001 .105 1.19 .361 .108 – .613 .005 .062 1.19
BSCP 積極的問題対処 .000 -.045 – .045 .997 .000 1.76 .099 -.035 – .232 .148 .039 1.76

問題解決のための相談 -.028 -.068 – .012 .172 -.028 1.79 -.122 -.240 – -.005 .042 -.055 1.79
気分転換 .042 .009 – .075 .014 .042 1.23 -.133 -.232 – -.034 .008 -.059 1.23
他者を巻き込んだ情動発散 .154 .089 – .219 ＜ .001 .081 1.25 .237 .045 – .429 .015 .055 1.25
逃避と抑制 -.045 -.095 – .005 .078 -.035 1.60 .154 .007 – .302 .041 .052 1.60
発想の転換 .025 -.015 – .065 .222 .022 1.35 .079 -.039 – .198 .189 .031 1.35

SOC3-UTHS -.052 -.085 – -.019 .002 -.063 1.73 .116 .018 – .214 .020 .062 1.73
自尊感情 -.024 -.040 – -.008 .003 -.065 2.04 -.025 -.073 – .023 .304 -.030 2.04
特性的自己効力感 .011 .002 – .020 .023 .055 2.45 .006 -.022 – .034 .685 .013 2.45
CD-RISC2 -.006 -.069 – .058 .858 -.004 1.80 .098 -.090 – .286 .307 .028 1.80
仕事・家庭生活満足度 -.088 -.161 – -.015 .018 -.047 1.63 -.004 -.220 – .211 .968 -.001 1.63
Adjusted R2 0.426 0.022

AIS
b 95％ CI p β VIF

スティグマ .124 .103 – .146 ＜ .001 .207 1.18
日常場面の社会的支援 上司 -.103 -.207 – .000 .050 -.070 4.44

同僚 -.026 -.138 – .086 .650 -.016 4.61
家族・友人 -.105 -.184 – -.026 .009 -.063 2.09

緊急作業時の社会的支援 上司 -.006 -.108 – .096 .914 -.004 5.11
同僚 .010 -.101 – .120 .861 .007 5.23
家族・友人 .051 -.012 – .114 .111 .038 1.99

ライフイベント .647 .520 – .774 ＜ .001 .183 1.19
BSCP 積極的問題対処 .035 -.032 – .102 .310 .023 1.76

問題解決のための相談 -.015 -.074 – .044 .622 -.011 1.79
気分転換 -.016 -.066 – .033 .517 -.012 1.23
他者を巻き込んだ情動発散 .151 .055 – .248 .002 .058 1.25
逃避と抑制 .014 -.060 – .089 .705 .008 1.60
発想の転換 -.004 -.064 – .056 .892 -.003 1.35

SOC3-UTHS .009 -.040 – .059 .710 .008 1.73
自尊感情 -.065 -.089 – -.041 ＜ .001 -.128 2.04
特性的自己効力感 -.003 -.018 – .011 .628 -.013 2.45
CD-RISC2 -.080 -.175 – .015 .098 -.037 1.80
仕事・家庭生活満足度 -.460 -.569 – -.352 ＜ .001 -.179 1.63
Adjusted R2 0.320
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表 40．深刻な精神健康問題とストレス関連因子との関連（ロジスティック回帰分析の結果）

Model 1 Model 2 Model 3
オッズ比 95％ 信頼区間 p オッズ比 95％ 信頼区間 p オッズ比 95％ 信頼区間 p

緊急作業時の社会的支援 #
　上司 0.33 0.20 – 0.56 ＜ .001 0.48 0.28 – 0.82 .007 0.40 0.20 – 0.80 .010
　同僚 0.64 0.31 – 1.30 .215 0.69 0.33 – 1.44 .323 0.68 0.26 – 1.79 .431
　プライベート†† 0.84 0.54 – 1.29 .415 0.86 0.55 – 1.35 .517 0.91 0.55 – 1.53 .726
入構の時期‡‡
　5 月以前 1.00 1.00 1.00
　6 月 –7 月 1.07 0.67 – 1.72 .770 1.20 0.73 – 1.97 .469 1.21 0.74 – 1.99 .453
　8 月 –9 月 0.65 0.31 – 1.38 .263 0.78 0.36 – 1.69 .526 0.77 0.35 – 1.69 .519
　10 月以降 0.71 0.39 – 1.32 .283 0.84 0.44 – 1.60 .599 0.83 0.44 – 1.58 .579
作業期間（日）
　短期間（≤10） 1.00 1.00 1.00
　中期間（11–30） 0.92 0.51 – 1.65 .779 0.83 0.45 – 1.53 .557 0.63 0.20 – 1.96 .423
　長期間（≥31） 1.56 1.02 – 2.38 .039 1.09 0.70 – 1.69 .711 1.04 0.54 – 1.99 .910
作業内容 ¶¶
　土木建築 0.79 0.52 – 1.22 .290 0.73 0.47 – 1.13 .162 0.73 0.47 – 1.14 .168
　原子炉制御 1.31 0.88 – 1.95 .186 1.00 0.66 – 1.52 .981 1.00 0.66 – 1.52 .992
　線量管理 1.71 1.06 – 2.74 .028 1.57 0.96 – 2.58 .074 1.57 0.96 – 2.59 .075
　資材管理 1.06 0.64 – 1.75 .818 0.84 0.50 – 1.41 .504 0.83 0.49 – 1.40 .480
レジリエンス # 0.96 0.60 – 1.53 .860 0.97 0.61 – 1.55 .889
スティグマ # 5.05 3.06 – 8.34 .000 5.10 3.09 – 8.42 .000
ライフイベント｜｜｜｜ 3.12 1.83 – 5.31 .000 3.15 1.85 – 5.38 .000
年齢（歳） ≤29 1.00 1.00

30–39 0.76 0.19 – 3.07 .697 0.75 0.19 – 3.06 .694
40–49 0.70 0.19 – 2.64 .598 0.69 0.18 – 2.61 .588
50–59 0.51 0.14 – 1.93 .322 0.51 0.14 – 1.91 .317
≥60 0.66 0.17 – 2.51 .540 0.66 0.17 – 2.52 .544

婚姻状況 ## 0.88 0.54 – 1.44 .609 0.88 0.54 – 1.45 .624
教育歴 小・中学校 1.00 1.00

高等学校 0.63 0.34 – 1.15 .133 0.64 0.35 – 1.18 .152
専門学校・短期大学 0.38 0.16 – 0.88 .025 0.39 0.16 – 0.91 .029
大学・大学院 0.28 0.14 – 0.56 .000 0.29 0.14 – 0.57 .000

社会的支援の単純主効果
短期間（≤10days）
社会的支援 上司 0.74 0.34 – 1.60 .439

同僚 0.59 0.20 – 1.73 .340
プライベート†† 0.84 0.40 – 1.77 .655

中期間（11–30days）
社会的支援 上司 0.23 0.04 – 1.32 .099

同僚 0.61 0.05 – 7.28 .693
プライベート†† 1.10 0.34 – 3.62 .870

長期間（≥31days）
社会的支援 上司 0.37 0.16 – 0.88 .024

同僚 0.86 0.29 – 2.56 .783
プライベート†† 0.81 0.44 – 1.52 .517

モデル 1：交絡因子を未調整
モデル 2：レジリエンス，スティグマ，ライフイベント，婚姻状況，教育歴を調整
モデル 3：モデル 2 に加え，作業時間と社会的支援の交互作用を追加
＃　　各尺度得点の低群が対照群
††　配偶者，家族，友人からの支援
‡‡　全ての対象者が 2011 年の緊急作業に従事
¶¶　各々の作業に従事していない群が対照群
｜｜｜｜　過去 1 年にライフイベントを経験していない群が対照群
＃＃　最近結婚していない群が対照群
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A. 研究目的
東電福島第一原発緊急作業従事者の心理的影

響の評価は、質問紙調査と面接調査を併用して
いる。

面接調査については、平成 26 年度研究で構
造化面接法 1）である WHO 統合国際診断面接
法（WMH-CIDI）3.02）（ 以 下、CIDI） の コ ン
ピ ュ ー タ 版 面 接（computer-assisted personal 

interview：CAPI）によって実施している。平
成 27 年度、平成 28 年度は、実際に面接調査を
担当する保健師等（公益社団法人全国労働衛生
団体連合会の会員機関に所属）に対して、CIDI

（CAPI）の研修会を行ってきた。また、平成 28

年度は、1 名の検査終了ごとに、使用したパソコ
ンから、検査結果のデータが本部（放射線影響
研究所）に送られるよう、システムを整備した。

実際の検査は、平成 28 年 12 月より実施して
いる。

本年度の研究では、研修の実施状況をまとめ
るとともに、平成 30 年 1 月 31 日までの面接の
実施分を集計、解析した。

B．研究方法
1）構造化面接調査の研修

CIDI の指導資格のある講師によって、実際に
面接調査を担当する予定の保健師等を対象に、
約 4 時間の研修を実施した。

研修の内容は、平成 26 年度の試行と同様に、
CIDI の概要説明（約 1 時間）と、プログラムが
インストールされたパソコンを用いたロールプ
レイによる実技実習（約 3 時間）である。実習
中には、適宜質疑応答の時間を設けた。また、

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

原発緊急作業従事者の心理的影響の評価に関する研究―構造化面接法
研究分担者　廣　　尚典　産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学　教授

研究要旨
東電福島第一原発緊急作業従事者の心理的影響の評価は、質問紙調査と面

接調査を併用している。面接調査は、WHO 統合国際診断面接法（CIDI）の
コンピュータ版面接（CAPI）のうつ病モジュールを用いている。今年度は、
平成 27 年度、平成 28 年度に引き続き、当該構造化面接法に関する研修を実施
するとともに、実際の構造化面接調査を継続的に行い、その結果を分析した。

研修は、CIDI 研修の指導資格を有する講師が、計 50 名の保健師等に対して、
休憩を含む約 4 時間（講義 1 時間、実技実習 3 時間）実施した。

面接調査は、「東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究」の
一環として実施された臨床調査の健診を受検した緊急作業従事者のうち、研
究参加協力の得られた者に対して実施した。分析は、平成 30 年 1 月 31 日ま
でに検査を終了し、集計が完了した 1,380 名を対象とした。その結果、6 名

（0.4％）（最近 1 か月）、30 名（2.2％）（最近 12 か月）、93 名（6.7％）（生涯）
が DSM- Ⅳにおける「大うつ病性障害」（296.xx）、4 名（0.3％）（最近 1 か月）、
19 名（1.4％）（最近 12 か月）、52 名（3.8％）（生涯）が ICD-10 における「精
神病症状を伴わない重症うつ病エピソード」（F32.2、F33.2）に該当すると
判定された。災害前にうつ病の既往があった群では、なかった群に比べ、災
害後のうつ病発症率が有意に高いことも明らかになった。また、同時に実施
している質問紙調査における K6（うつ病および不安障害の評価尺度）によ
る評価結果は、本構造化面接法の結果と、中等度の連関を有していた。うつ
病に関する評価における K6 の有用性が示唆された。
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全体を通して、15 分程度の休憩を 3 回交えた。
研修で使用されたパワーポイントファイルを本
文末に添付した。

研修会場は、東京都内（平成 29 年 9 月 25 日）
および大阪市内（平成 29 年 11 月 3 日）の、防
音効果を有する貸会議室で、ともに 25 名の保
健師等が参加した。

研修終了後、2 会場とも研究分担者、研修講
師を交えた意見交換を行った。
2）構造化面接調査

平成 28 年 12 月からは、「東電福島第一原発
緊急作業従事者に対する疫学的研究」の一環と
して実施された臨床調査の健診を受検した緊急
作業従事者のうち、研究参加協力の得られた者
を対象として、CIDI のうつ病モジュールを開始
した。なお、緊急作業従事者に対する CIDI に

よる面接調査の実施は、産業医科大学倫理委員
会で承認を得ている。

C．研究結果
1）構造化面接調査の研修

研修は、2 会場とも円滑に進められた。過去
2 年間の参加者と合わせて、検査の実施可能者
は、計 215 名となった。
2）構造化面接調査

平成 30 年 1 月 31 日までに面接調査を受け、
集計の対象となった東電福島第一原発緊急作業
従事者は 1,380 名（すべて男性）であった。

CIDI によって、93 名（6.7％）が DSM- Ⅳに
おける「大うつ病性障害」（296.xx）、52 名（3.8％）
が ICD-10 における「精神病症状を伴わない重
症うつ病エピソード」（F32.2、F33.2）に該当す

表 1　CIDI によるうつ病の該当者

人数 （％） 平均 （標準偏差） 最高年齢 中央値 最低年齢 最頻値
DSM- Ⅳ
　1 か月有病者 6 （0.4）
　12 か月有病者 30 （2.2）
　生涯有病者 93 （6.7）
　　発症　（年齢） 39.2 （12.7） 67 40 6 40
　　　災害後　（年齢） 40 （2.9） 47.0 （9.5） 67 46 28.0 43
　　　災害前　（年齢） 53 （3.8） 33.3 （11.6） 54 34 6.0 40
　　最近の発症　（年） 41.2 （12.6） 68 42.5 14 45
　　　災害後の再発　（年齢） 10 （0.7） 40.8 （7.0） 51 42 27.0 44
　　持続期間　（年） 1.4 （2.3） 15 0.5 0.0 0.5
ICD-10
　1 か月有病者 4 （0.3）
　12 か月有病者 19 （1.4）
　生涯有病者 52 （3.8）
　発症　（年齢） 36.9 （12.5） 64 37 6 40
　　災害後　（年齢） 20 （1.4） 46.6 （9.6） 64 45 30.0 40
　　災害前　（年齢） 32 （2.3） 30.8 （10.1） 52 31 6.0 40
　最近の発症　（年） 38.2 （11.2） 68 39 14 40
　　災害後の再発　（年齢） 8 （0.6） 42.1 （5.6） 51 42 34.0 –
　持続期間　（年） 1.3 （1.9） 10 0.5 0.1 0.5

表 2　災害前のうつ病の既往と災害後のうつ病発症状況

うつ病の既往 人数 オッズ比 95％　信頼区間
DSM- Ⅳ
　なし 40 1.00
　あり 10 7.48 3.51 – 15.95
ICD-10
　なし 20 1.00
　あり 8 22.13 8.87 – 55.20

表 3　K6 値別（区分点 10 点）にみたうつ病該当者（DSM- Ⅳ）

K6 人数 （％） χ2 p オッズ比 95％信頼区間
<10 1 （0.1） 35.59 <.001 1.00
≥10 4 （4.7） 48.49 5.36 – 438.97
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る（カッコ内は、生涯有病率）と判定された。
うつ病の該当者について、発症の時期（災害

前・災害後・災害後の再発）別に集計した結果
を表 1 に示した。

災害後に発症した例に限定して、初発と再発
を比較したところ、DSM- Ⅳ、ICD-10 とも、う
つ病の既往歴があった群で発症の割合が高かっ
た（表 2、3）。

次に、質問紙調査における K6 値を 5 点（5

点以上）と 10 点（10 点以上）を区分点として
2 群に分け、CIDI による DSM- Ⅳおよび ICD-

10 のうつ病該当者の割合を比較したところ、い
ずれも K6 高群で DSM- Ⅳおよび ICD-10 双方
のうつ病該当者（1 か月有病者）の割合が高かっ
た（表 3 〜 7）。

また、この構造化面接の結果（1 か月有病者）

を外的基準とした K6 の ROC 曲線を図 1 および
2 に示した。AUC は、0.942（DSM- Ⅳ）、0.992

（ICD-10）であった。

D．考察
構造化面接調査は、開始後特記すべきトラブ

ルなく、順調に実施されている。
集計した 1,380 名におけるうつ病（DSM- Ⅳ

の 296.xx、ICD-10 の F32.2、F33.2）の生涯有
病率は、我が国の一般人口におけるそれ 2）と比
較し、高値とは言えなかった。ただし、今回の
対象者は大半が現在も就労している労働者であ
ると考えられ、年齢構成の面からも単純な比較は
できない。

うつ病の既往がある群では、ない群に比べて、
災害後のうつ病発症率が有意に高値であり、災

表 4　K6 値別（区分点 5 点）にみた（1 か月）うつ病該当者（DSM- Ⅳ）

K6 人数 （％） χ2 p オッズ比 95％信頼区間
<5 0 （0.0） 15.30 <.001 1.00
≥5 5 （1.9） 34.10 1.88 – 618.81

表 5　K6 値別（区分点 10 点）にみた（1 か月）うつ病該当者（ICD-10）

K6 人数 （％） χ2 p オッズ比 95％信頼区間
<10 0 （0.0） 34.79 <.001 1.00
≥10 3 （3.5） 83.45 4.27 – 1629.32

表 6　K6 値別（区分点 5 点）にみた（1 か月）うつ病該当者（DSM- Ⅳ）

K6 人数 （％） χ2 p オッズ比 95％信頼区間
<5 0 （0.0） 9.16 .002 1.00
≥5 3 （1.1） 21.54 1.11 – 418.29

図 1　CIDI（DSM- Ⅳ）を外的基準とした K6 の ROC 曲線 図 2　CIDI（ICD-10）を外的基準とした K6 の ROC 曲線
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害後の発症群には、一部に災害前からの持続群
が含まれている可能性があるものの、精神障害
の既往がある者に対しては、特にフォローアッ
プ及び適宜の支援が重要性が重要であると考え
られた。

また、CIDI の結果を外的基準とした K6 の
ROC 曲 線 に お け る AUC の 結 果 か ら、K6 は
CAPI と強い連関があると考えられた。CIDI の
実施時期と K6 の回答時期にタイムラグがある

（CIDI 実施日に K6 を含む質問票を配布し、回
答後郵送により返信してもらうよう求めたた
め）ことを考慮する必要があるが、本研究の対
象者において、K6 はうつ病に関する評価に使
用可能であると考えられた。

E．結論
東電福島第一原発緊急作業従事者の心理的影

響の評価で用いる CIDI（CAPI）の研修を、面
接の担当を予定している保健師等 50 名に対し
て追加実施した。研修は円滑に行われた。

CIDI によって、6 名（0.4％）（最近 1 か月）、
30 名（2.2％）（最近 12 か月）、93 名（6.7％）（生
涯）が DSM- Ⅳにおける「大うつ病性障害」（296.

xx）、4 名（0.3％）（最近 1 か月）、19 名（1.4％）
（最近 12 か月）、52 名（3.8％）（生涯）が ICD-

10 における「精神病症状を伴わない重症うつ病
エピソード」（F32.2、F33.2）に該当すると判定
された。災害前にうつ病の既往を有する労働者
では、その後のうつ病の発症率が高かった。K6

は、CIDI の結果との連関から、うつ病に関する
評価に有用であることが確認された。

G．研究発表
なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
なし

I．研究協力者
井上　彰臣（北里大学）
下田　陽樹（岩手医科大学）
野口　祐輔（産業医科大学）

日野亜弥子（産業医科大学）
真船　浩介（産業医科大学）
脇田　祐実（産業医科大学）
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別添：WMH-CIDIの研修の提示ファイル 
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1．インタビューの実際 
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3．コンピュータ支援面接（CAPI）の使用方法 
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労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

福島第一原子力発電所事故の緊急作業従事者における 
スティグマの関連因子（第 2 報）

研究分担者　重村　　淳　防衛医科大学校医学教育部精神科学講座　准教授 

研究分担者　廣　　尚典　産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学　教授 

研究協力者　井上　彰臣　北里大学医学部公衆衛生学　講師 

研究協力者　内野小百合　防衛医科大学校看護学科精神看護学講座　講師 

研究協力者　黒澤　美枝　国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 

　　　　　　　　　　　　成人精神保健部　客員研究員 

研究協力者　小林　佑衣　防衛医科大学校医学教育部精神科学講座　専修医 

研究協力者　小室　葉月　防衛医科大学校看護学科精神看護学講座　助教 

研究協力者　高橋　　晶　筑波大学医学医療系災害地域精神医学講座　准教授 

研究協力者　高橋　祥友　筑波大学医学医療系災害地域精神医学講座　教授 

研究協力者　日野亜弥子　産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学　助教 

研究協力者　真船　浩介　産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学　助教

研究要旨
五感で察知できない性質の災害は、多大な心理社会的影響を引き起こしや

すい。人々は、脅威の度合いを察知できないと、猛烈な不安・不確実性を自
覚する。それを和らげたい心理的機制が働くことが集団反応につながる。集
団反応の一つとして、特定の集団に対してネガティブな烙印（スティグマ
stigma）を与え、差別・中傷・誹謗・責任転嫁の対象とする現象が知られている。

福島第一原発事故においてもその傾向が見られ、電力会社職員など復旧作
業に従事する労働者が差別・中傷の対象となってきた。平成 28 年度の先行
研究（「福島第一原子力発電所事故の緊急作業従事者におけるスティグマの
関連因子（第 1 報）」）では、緊急作業従事者 1,572 名（平成 29 年 1 月末まで
の回答者）を対象として実態調査を実施したところ、スティグマには「若年
層」「最終学歴（高卒）」「作業日数が長いこと」「メンタルヘルス（心理的苦悩・
心的外傷後ストレス症状）」、「不眠症状」と関連していることが示唆された。

本研究では、対象者を平成 29 年度（平成 30 年 1 月末まで）に広げ、計 3,000

名を対象として 28 年度と同様の解析を実施した。具体的には、スティグマ
に関連する 14 項目（5 段階評価）の質問票結果について単変量解析を実施し、
昨年度の結果と比較検証した。

14 項目のうち、「まあまあある」「かなりある」「とてもある」の回答者
割合が多かった 3 項目は、28 年度同様、「自分の身分を隠した（28 年度：
11.5％、29 年度：13.9％）」、「仕事のモチベーションが下がった（28 年度：8.0％、
29 年度：9.4％）」、「自分の身分をいつわった（28 年度：6.0％、29 年度：6.5％）」
だった。スティグマ尺度の各項目における高得点者は、28 年度同様「若年層」

「（大卒・大学院卒と比べて）高校卒業者」「緊急作業が 101 日以上の者」で、
29 年度においては、年齢区分において 30 歳代に高得点が目立った。28・29

年度ともに、婚姻状況との関連は見られなかった。
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A．研究目的
本研究は、平成 23 年の東京電力福島第一原子

力発電所事故において緊急作業従事者が体験する
スティグマについて、人口統計学的因子、心身健
康関連尺度との関連を調べることを目的とする。

第 1 報である平成 28 年度調査では、平成 29

年 1 月末までの回答者 1,572 名を対象に解析し
た。第 2 報である本研究（平成 29 年度）では、
対象者を平成 30 年 1 月末までの回答者 3,000 名
に広げた。28 年度と同様の解析を実施し、その
結果を 28 年度・29 年度間で比較する。

背景
災害の中でも、五感で察知できない性質の災

害は、多大な心理社会的影響を引き起こしやす
い 1）。人々は、脅威の度合いを察知できず、猛烈
な不安・不確実性を自覚し、それを和らげたい心
理的機制が働くからである。その影響の一つとし
て、特定の集団に対してネガティブな烙印（スティ
グマ stigma）を与え、差別・中傷・誹謗・責任転
嫁の対象とする現象が知られている。

特定の集団のスティグマ化は、新規感染症
（SARS［severe acute respiratory syndrome］、
新型［H1N1］インフルエンザ、エボラ出血熱
など）や CBRNE 災害（化学［chemical］・生物

［biological］・放射性物質［radiological］・原子
力［nuclear］・爆発物［explosives］）の発生後
に生じることが知られてきた 2, 3）。特に、原子力
災害の文脈においては、広島・長崎の原子爆弾
被害者、チェルノブイリ事故の被災者がスティ
グマ化され社会問題となってきた 4）。

福島第一原発事故においても同様の傾向が見
られ、復旧作業に従事する労働者が差別・中傷

の対象となってきた。事故時に福島第一・第二
原子力発電所に勤務していた電力会社社員を対
象とした一連の調査では、体験した差別・中傷
体験が震災 1 年目・2 年目のメンタルヘルスに
影響を及ぼし 5, 6）、その影響は震災 4 年目まで持
続していた 7）。

平成 28 年度の先行研究（「福島第一原子力発
電所事故の緊急作業従事者におけるスティグマ
の関連因子（第 1 報）」、以下「28 年度調査」と
いう。）4）では、緊急作業従事者 1,572 名（平成
29 年 1 月末までの回答者）を対象として実態調
査を実施したところ、スティグマには「若年層」

「最終学歴（高卒）」「作業日数が長いこと」「メ
ンタルヘルス（心理的苦悩・心的外傷後ストレ
ス症状）」、「不眠症状」と関連していることが
示唆された。

本年度の研究調査（以下「29 年度調査」とい
う。）においては、平成 29 年度（平成 30 年 1

月末まで）に研究参加された対象者（計 3,000 名）
を対象に、28 年度調査と同様の項目を分析し、
28 年度・29 年度調査の結果を比較検証した。

B．研究方法
本研究は、厚生労働省労災疾病臨床研究事業

費補助金「東電福島第一原発緊急作業従事者に
対する疫学的研究」の「心理的影響調査分科会」
として実施されたものである。29 年度調査にお
いては、平成 28 年 1 月 20 日から平成 30 年 1

月末までの間、厚生労働省労災疾病臨床研究事
業費補助金「東電福島第一原発緊急作業従事者
に対する疫学的研究」の臨床調査の健診を受検
した者 3,000 名を対象とした。すなわち、この
対象者には、28 年度調査の対象者 1,572 名が含

スティグマ尺度の各項目は、28 年度同様、心理的苦悩・心的外傷後ストレ
ス症状・不眠との相関が認められた。28 年度に相関が見られなかった飲酒習
慣については、29 年度で過半数の質問項目で相関した。

これらより、緊急作業従事者の体験するスティグマは、28 年度同様、年齢
（特に 30 歳代）、最終学歴（高卒）、作業日数が長いこと、メンタルヘルス（心
理的苦悩・心的外傷後ストレス症状）、不眠症状と関連していることが示唆
された。
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まれている。
対象者は自記式調査として、同健診の「健康

と生活習慣に関する質問票」8）、心理的影響に
関する項目は「心の健康に関する質問票」9）を
記入した。取得した項目は、調査対象者の属性、
心理的苦悩、心的外傷後ストレス症状、飲酒習慣、
不眠、およびスティグマ尺度である。

属性については、人口統計学的属性（性別、
年齢、婚姻状況、最終学歴）および作業関連項
目（業務に従事した項目、従事した時間が多かっ
た項目、初めての入構日、緊急作業を行った日
数）を取得した。年齢については、28 年度調査
では連続変数として扱っていたが、29 年度調査
ではカテゴリー変数（29 歳以下、30 〜 39 歳、
40 〜 49 歳、50 〜 59 歳、60 歳以上）として扱い、
年代別の差異を詳しく検証した。

心 理 的 苦 悩（psychological distress）・ 心 的
外 傷 後 ス ト レ ス 症 状（posttraumatic stress 

disorder［PTSD］症状、心的外傷後ストレス反
応（posttraumatic stress responses）とも称され
る）、飲酒習慣、不眠症状の測定方法は、28 年
度調査で詳細を記した 4）。簡単にまとめると、
心理的苦悩、心的外傷後ストレス症状、飲酒習
慣、不眠症状の測定には、それぞれ日本語版の
K6 尺度 10）、改訂出来事インパクト尺度（IES-R：
The Impact of Event Scale-Revised）11）、 飲
酒習慣スクリーニングテスト（AUDIT：The 

Alcohol Use Disorders Identification Test）12）、
アテネ不眠尺度（AIS：Athens Insomnia Scale）13）

を用いた。
スティグマ尺度は、計 14 項目で構成される

自記式質問票である 14）。①周囲から受ける差別・
スティグマ、②自身が差別・スティグマを受け
ないための行為（いわゆる self-stigma）、③差別・
スティグマに関する恥じらい・自責、④仕事の
モチベーションを小項目として定めている。各
質問は 5 段階の Likert 尺度（0「全くない」、1「少
しある」、2「まあまあある」、3「かなりある」、
4「とてもある」）にて測定し、連続変数として
処理した。

統計解析としては、スティグマ尺度を従属変
数として、属性項目を独立変数として、その関

連を調べるために以下 3 点を実施した。1）参
加者の特徴を知るべく、属性の人数・割合、ス
ティグマ尺度の各項目の点数（平均・標準偏差）
を計算した。2）スティグマ尺度と属性との関
連を分散分析（Tukey 法による事後比較）で検
証した。3）スティグマ尺度と心理的苦悩・心
的外傷後ストレス症状・飲酒習慣・不眠との相
関について、相関係数（Pearson’s r）を算出した。
有意水準は p ＜ .05 とした。
（倫理面への配慮）「東電福島第一原発緊急作

業従事者に対する疫学的研究：心理的影響調査」
は、産業医科大学および防衛医科大学校の倫理
委員で、それぞれ平成 28 年 1 月 15 日および平
成 28 年 10 月 18 日に承認されている。

C．研究結果
表 1 に、調査対象者の属性を表した。対象者

3,000 名は全て男性で、年齢は 50 歳代がもっと
も多く 1,052 名（35.1％）、次いで 60 歳以上（887

名、29.6％）、40 歳代（796 名、26.5％）が多かった。
28 年度調査同様、8 割以上の者が既婚者（2,520

名、84.4％）で、最終学歴は 4 割以上が高校卒
（1,303 名、43.4％）、大学卒は 819 名（27.3％）、
大学院卒が 308 名（10.3％）だった。事故発生
日から平成 23 年 5 月末までの間に入構してい
たのは約 6 割だった（1,718 名、59.3％）。緊急
作業を行った日数は 5 日以内（896 名、30.3％）
から 101 日以上（741 名、25.1％）まで万遍な
く分布していた。

表 2 は、スティグマ尺度の各項目の点数であ
る。尺度の各項目は、0（全くない）〜 4（と
てもある）の 5 段階で評価されている。そのう
ち、「まあまあある」「かなりある」「とてもある」
の回答者が多く見られた上位 3 項目は「9．自
分の身分を隠した（418 名、13.9％）」、「14．仕
事のモチベーションが下がった（283名、9.4％）」、

「10．自分の身分をいつわった（194 名、6.5％）」
で、28 年度調査と同様の項目だった（表 3・図 1）。

表 4 には、スティグマ尺度の各項目と人口統
計学的因子との関連を示した。スティグマ尺度
の各項目における高得点者は項目別のばらつき
があるが、年齢においては 30 歳代〜 50 歳代が
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表 1　調査対象者の属性（N ＝ 3000）a

独立変数 n %
性別（男性） 3000 100.0

年齢
≤29 29 1.0

30–39 236 7.9

40–49 796 26.5

50–59 1052 35.1

≥60 887 29.6

婚姻状況
未婚 284 9.5

既婚（内縁・再婚を含む） 2520 84.4

離婚 145 4.9

死別 36 1.2

その他 2 0.1

不明 13 0.4

最終学歴
小・中学校 223 7.4

高等学校 1303 43.4

専門学校 156 5.2

短期大学・高等専門学校 162 5.4

大学 819 27.3

大学院 308 10.3

その他 29 1.0

業務に従事した項目
がれきの撤去や原子炉建屋のカバーリング作業、汚染水対策などの土木建築系の業務 1004 33.5

冷却設備、電源機能の回復、放水作業などの原子炉制御に直接かかわる業務 889 29.6

放射線管理部門などの線量管理にかかわらず業務 352 11.7

資材発注・検収・在庫管理、受け渡しなどの資材管理 368 12.3

その他（管理・技術・監督、警備、庶務、その他） 1857 61.9

従事した時間が多かった項目
がれきの撤去や原子炉建屋のカバーリング作業、汚染水対策などの土木建築系の業務 670 22.4

冷却設備、電源機能の回復、放水作業などの原子炉制御に直接かかわる業務 611 20.4

放射線管理部門などの線量管理にかかわらず業務 227 7.6

資材発注・検収・在庫管理、受け渡しなどの資材管理 93 3.1

その他（管理・技術・監督、警備、庶務、その他） 1393 46.5

初めての入構日
事故発生日〜平成 23 年 5 月末 1718 59.3

平成 23 年 6 月〜 7 月末 555 19.1

平成 23 年 8 月〜 9 月末 274 9.5

平成 23 年 10 月〜 12 月末 240 8.3

平成 24 年 1 月以降 112 3.9

不明 101 3.4

緊急作業を行った日数
5 日以内 896 30.3

6 〜 10 日 338 11.4

11 〜 30 日 517 17.5

31 〜 100 日 464 15.7

101 日以上 741 25.1

不明 44 1.5

a 30 年 1 月末までの総対象者。欠損値による対象者数の変動あり。
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60 歳代より高値で、特に 30 歳代の数値が高い
傾向が見られた。婚姻状況は、いずれの項目で
も関連性が見られなかった。学歴については、
大卒・大学院卒の者と比べて高校卒業者が高い
数値を示した。

初めての入構日とスティグマ項目との関連で
は、大半の項目で関連性が見られず、関連が見

られた一部項目においては、「事故発生日（平
成 23 年 3 月 11 日）〜平成 5 月末」の入構者
が、他の入構者より高値を示していた。緊急作
業を行った日数については、全ての項目につい
て「101 日以上」の者が「5 日以内」「6 〜 10 日」
より高値であった。また、スティグマ尺度 8．

「人々に脅かされた・嫌がらせを受けた」以外

表 2　スティグマ尺度の各項目の点数（N ＝ 3000）a

表 3　スティグマ尺度各項目の高得点者の割合
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の 13 項目においても、「101 日以上」の者が「11

〜 30 日」の者よりも高値だった。
表 5 では、スティグマ尺度の各項目と心理的

苦悩・心的外傷後ストレス症状・飲酒習慣・不
眠との相関が示されている。スティグマ尺度の
すべての項目は、心理的苦悩・心的外傷後スト
レス症状・不眠との相関が認められ、28 年度調

査と同様の結果を呈した。スティグマ尺度と飲
酒習慣との相関は、28 年度調査ではほとんど見
られなかった（項目 2．「人々に怖がられた」の
み見られた）が、29 年度調査では、過半数の項
目で飲酒習慣と相関した。 

図 1　スティグマ尺度各項目の高得点者の割合（28 年度調査［N ＝ 1572］・29 年度調査［N ＝ 3000］）

両年度ともに「自分の身分をかくした」「仕事のモチベーションが下がった」「自分の身分をいつわった」が上位 3 位を占めた。

表 4　スティグマ尺度の各項目と人口統計学的因子との関連
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D．考察
我々は、「東電福島第一事故緊急作業従事者

に対する疫学的研究」の心理的影響調査分科会
として、対象者の体験したスティグマについ
て、28 年度調査（平成 28 年 1 月 20 日から平成
29 年 1 月末までに回答した従事者 1,572 名）で

第 1 報を報告した。第 2 報である本調査（29 年
度調査）では、平成 28 年 1 月 20 日から平成 30

年 1 月末までに回答した従事者 3,000 名を対象
として同様の解析を実施し、28 年度調査と結果
を比較した。

29 年度調査の結果は 28 年度調査とおおむね

表 4　スティグマ尺度の各項目と人口統計学的因子との関連（続き）

表 5　スティグマ尺度の各項目と心理的苦悩・心的外傷後ストレス症状・飲酒習慣・不眠との関連 a
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同様で、スティグマ尺度の 14 項目のうち、高
得点者の回答者割合が多かった 3 項目は、「自
分の身分を隠した」、「仕事のモチベーションが
下がった」、「自分の身分をいつわった」であっ
た。スティグマ尺度の各項目における高得点者
は、28 年度調査同様「若年層」「（大卒・大学院
卒と比べて）高校卒業者」「緊急作業が 101 日
以上の者」だった。29 年度調査においては、年
齢を 10 歳ごとに区分したところ、30 歳代に高
得点者が見られた。一方、婚姻状況との関連は
28 年度調査・29 年度調査ともに見られなかった。

福島第一原発事故時、福島第一原発および第
二原発に勤務していた電力会社社員を対象とし
た一連の研究では、差別・中傷の体験が事故 1

年目（2 〜 3 か月後）・2 年目（14 〜 15 か月後）
の心理的苦悩・心的外傷後ストレス症状に関連
すること、その影響は事故 4 年目まで持続した
ことが報告されている 5-7）。しかし、これらの
研究では、差別・中傷の体験を「あり」「なし」
で尋ねるにとどまっていた。我々の知る限り、
福島第一原発事故の緊急作業従事者を対象とし
たスティグマを 14 項目、5 段階で調べた研究は、
28 年度調査が初めてである。対象者を増やして
実施された 29 年度調査でも同様の結果が示さ
れたことは、本研究の一貫性をある程度示唆し
ている。

スティグマ尺度の各項目における高得点者と
人口統計学的属性（年齢・学歴・婚姻状況）と
の関連については、原子力災害後の文脈におい
て、比較できる先行研究がない。災害の被災者
全般において、若年齢・教育歴を含む社会経済
的状況（socioeconomic status）・災害への曝露
量は、いずれもメンタルヘルスに悪影響を与え
ると報告されている 15-17）。災害の被災者全般に
おいて、婚姻状況とメンタルヘルスとの関連は
結果が一貫していなく 15）、本研究に有用となる
情報は現時点では得られていない。作業期間に
ついては、チェルノブイリ事故後 10 年のラト
ビア人緊急作業従事者 1,412 名を対象とした調
査 18）で、28 日以上の作業が心身症に関連して
いた。エストニアのチェルノブイリ事故作業員
4,810 名の調査 19）では、現場の滞在期間が死亡

率増加に関連していた。しかしながら、災害へ
の曝露量とスティグマとの関連は不明である。

スティグマ尺度の各項目は、28 年度調査・29

年度調査ともに、心理的苦悩・心的外傷後スト
レス症状・不眠との相関が認められた。スティ
グマと心理的苦悩・心的外傷後ストレス症状と
の関連性は、先の電力会社職員調査で述べた通
りである。我々の知る限り、チェルノブイリ事
故の作業員について、スティグマに関する調査
はない。一方で、うつ病および PTSD との関連
20）、自殺との関連 21, 22）は報告されている。スティ
グマと不眠との直接的関連を調べた論文は、原
子力災害での労働者のみならず、原子力災害被
災者においても報告がない。ただ、不安障害・
うつ病・PTSD には不眠が高頻度で併発するこ
とから、本研究の方向性に矛盾はないと考えら
れる。

28 年度調査において、スティグマと飲酒習慣
との有意な相関はなかったが、29 年度調査にお
いては、過半数のスティグマ項目において有意
に相関した。我々の知る限り、福島第一原発事
故作業員を対象としたデータは報告されていな
い。チェルノブイリ事故作業員においては、エ
ストニア人 4,810 名対象の調査 21）でアルコール
関連の癌増加、エストニア・ラトビア・リトア
ニア人 17,040 名の調査 22）で食道癌の増加、エ
ストニア人 3,680 名の調査 22）でアルコール関連
の診断増加が報告されてきた。28 年度調査と
29 年度調査との相違に、対象者増加以外の要因
があるかどうかを知ることはできない。ただ、
チェルノブイリ事故の作業員研究でアルコール
が大きな要因となっていることを鑑みると、本
研究の対象者においても、アルコール・メンタ
ルヘルス・スティグマとの相互関連を引き続き
検証する必要性がある。

本研究にはいくつかの方法論的限界がある。
本研究では自記式調査のため、面接調査と比べ
て精度が低い。対象者は、平成 30 年 1 月末ま
での臨床調査の健診受検者だが、調査時期のば
らつきが結果のばらつきを生じさせる可能性が
ある。また、臨床調査の健診の受検者と非受検
者との違いを本調査から知ることはできない。
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本調査は今後も対象者を増やしていく予定であ
り、28 年度調査、29 年度調査ともに予備的調
査にとどまっているし、ごく一部の独立変数を
単変量解析で分析したものにすぎない。来年度
は対象者をさらに増やし、多変量解析を実施す
る予定だが、それによって結果がさらに変動す
るかもしれない。

E．結論
「東電福島第一原発事故作業従事者に対する

疫学的研究」の心理的影響調査において、平成
30 年 1 月末までに回答した従事者 3,000 名を対
象として、解析を実施した（29 年度調査）。

緊急作業従事者として受けたスティグマ体験
の度合いを 14 項目の質問票で測定し、属性お
よびメンタルヘルスとの関連を調べた上で、28

年度調査（対象者：1,572 名）の結果と比較した。
スティグマの度合いは、28 年度調査および 29

年度調査において、年齢（28 年度調査：若年齢、
29 年度調査：30 歳代）、最終学歴（高卒）、作
業日数が長いこと、メンタルヘルス（心理的苦
悩・心的外傷後ストレス症状）、不眠症状と関
連していた。スティグマと飲酒習慣との関連は、
28 年度調査では見られなかったが、29 年度調
査では過半数のスティグマ項目において関連が
見られた。
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A．研究目的
死因・がん罹患調査では、東電福島第一原発

緊急作業従事者に対する疫学的研究の対象者の
追跡および生死の確認を行い、主要な帰結であ
る死因およびがん罹患情報の収集を行うことを
目的とする。

B．研究方法
対象者より、追跡および死因情報・がん罹患

情報の収集に関する同意を取得する。平成 29

年度は過年度と同様、下記の内容である。番号
は同意書からの抜粋のため欠番がある。

（1）東電、元請企業および緊急作業時の所属企
業が保有する、緊急作業の状況や被ばく線量
および法定健診の結果に関する資料の提供を
受けること。

（4）将来転居したときの変更後の住所、婚姻等
により改名したときの変更後の氏名等、およ
び生死の確認・追跡を行うに必要な情報を得
るために、法律で定められた手続きに従い、
住民票を照会すること。

（5）居住地の都道府県の地域がん登録、または
国立がん研究センターの全国がん登録よりが
ん罹患情報の提供を受けること。

（6）放射線作業従事者の法定健診の過去および
将来の結果を、健診実施機関より提供を受け
ること。

なお、帰結については、甲状腺検査に関し
て、下記の同意を得ている（甲状腺がん調査
分科会）。

（7）甲状腺検査（血液検査、超音波検査、細胞
診など）を受けた医療機関より、精密検査結
果および関連する診療情報の提供を受けるこ
と。ただし、照会内容、照会先医療機関等に
関しては、あらかじめ個別にあなたの同意を
得ることとします。（これまで受診されてい
ない方は、今後、受診された場合を想定して
お答え下さい。）
追跡は、調査対象者の厚生労働省による現況

調査やリサーチコーディネーター（RC）を通
して現況を把握する。対象者の死亡が確認され
た場合には、人口動態調査死亡票の目的外利用
手続きにより、死因等の情報を収集する。定期
的に対象者の居住する都道府県地域がん登録ま
たは全国がん登録（国立がん研究センター）に
対して研究対象者の名簿を提出して個人照合を
行って、がん罹患情報を収集する。

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究

死因・がん罹患調査
研究分担者　小笹晃太郎　公益財団法人放射線影響研究所広島疫学部長 

研究協力者　片山　博昭　公益財団法人放射線影響研究所情報技術部顧問 

研究分担者　祖父江友孝　大阪大学大学院医学系研究科社会環境医学講座環境医学教授 

研究分担者　吉永　信治　国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 

　　　　　　　　　　　　放射線防護情報統合センターリスク評価チームリーダー

研究要旨
本年度の本調査の健診受診者は 873 人（累計　3,991 人）であり、ほぼ全

員から追跡および主要帰結把握に関する同意が得られた。引き続き、対象者
全員に初回面接を行い、同意取得を進めることに努める。死亡者について、
統計法に基づき人口動態調査死亡票による死因調査を開始した。
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C．研究結果
本年度のうち集計された期間（平成 29 年 4

月 1 日より平成 29 年 12 月 31 日）の健診受診
者 873 人のうち、上記各項目への同意状況は（1）
が 862 人、（4） が 852 人、（5） が 862 人、（6）
が 866 人、（7）が 864 人であり、ほぼ全員が追
跡および主要な帰結把握に同意した。なお、平
成 29 年 12 月 31 日までの累計は、健診受診者
が 3,991 人、同意者は（1）が 3,958 人、（4）が 3,942

人、（5）が 3,969 人、（6）が 3,971 人、（7）が 3,975

人である。
また、対象者のうち調査開始以後に死亡した

と考えられる者が約 200 人となったため、人口
動態調査死亡票による死因調査を開始した。統
計法に基づく人口動態調査死亡票の目的外使用
の手続きを行い、平成 29 年 11 月 2 日付で、本
研究対象者を平成 23 年 3 月より平成 28 年末ま
での当該世代の死亡者と照合して死因情報を取
得する許可を得た。平成 30 年 2 月時点において、
照合作業の準備中である。

D．考察
調査参加者における追跡および死因・がん罹

患把握に関する同意率は高いが、引き続き対象
者全員への初回面接と同意取得を進める必要が
ある。死亡情報の取得について、当方で把握し
ている氏名、住所、生年月日、死亡年月日など
の情報によって、人口動態統計資料との照合が
正確に行えるかが課題である。

E．結論
東電福島第一原発緊急作業従事者に対する健

診参加者の中では、追跡調査内容に関する同意
は高率であったが、引き続き、対象者全員から
の同意取得を進める必要がある。死亡者の死因
情報の収集を開始した。

G．研究発表
なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
1．特許取得

なし
2．実用新案登録

なし
3．その他

なし

− 212 −



A．研究目的
本研究は、東京電力福島第一原子力発電所事

故（以下、「福島原発事故」という。）において
緊急作業に従事した作業員（以下、「緊急作業
従事者」という。）について、臨時の被ばく線
量限度（250mSv）が適用された平成 23 年 3 月
14 日から同年 12 月 16 日までの緊急作業に従事
した作業従事者（約 2 万人）を対象とした今後

の疫学的研究に資するため、緊急作業従事者の
被ばく線量を存在する実測データ並びに聞き取
り調査から得られた行動情報を用いて、より正
確的に再評価し、可能な限り科学的に正しい健
康影響との関係を追求する事を目的とする。ま
た外部被ばくによる線量を含めた甲状腺等価線
量が 100mSv を超えたとされる緊急作業従事者
に関して、これまでに被ばく線量を算定する過

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究

線量評価分科会報告

−緊急作業員の線量再構築に関する研究−
研究分担者　明石　真言　量子科学技術研究開発機構 

研究分担者　栗原　　治　量子科学技術研究開発機構 

研究分担者　数藤由美子　量子科学技術研究開発機構 

研究分担者　百瀬　琢麿　日本原子力研究開発機構 

研究分担者　小笹晃太郎　放射線影響研究所 

研究分担者　笠置　文善　放射線影響協会 

研究協力者　金　ウンジュ　量子科学技術研究開発機構 

　　　　　　谷　幸太郎　量子科学技術研究開発機構 

　　　　　　高田　千恵　日本原子力研究開発機構 

　　　　　　藤田　博喜　日本原子力研究開発機構 

　　　　　　辻村　憲雄　日本原子力研究開発機構

研究要旨
東電福島第一原発事故に伴う緊急作業に従事した作業者（緊急作業従事者）

の疫学的研究の一助として、既存の線量評価値をより正確的に再評価するこ
とを目的として、次の項目を実施した。内部被ばく線量については、特に重
要となる放射性ヨウ素等の体内摂取により受ける甲状腺について、個人の甲
状腺重量を考慮した甲状腺吸収線量の評価方法を考案した。既存の甲状腺等
価線量の評価値を甲状腺吸収線量に読み替え、これに個人の甲状腺重量を標
準人モデルの甲状腺重量（20g）で除した逆数を乗じることで近似値が得ら
れる。外部被ばく線量評価に関しては、その基データとなる個人線量計（電
子式線量計）の指示値から、実効線量や種々の組織の吸収線量を算定するた
めの換算表を整備した。また、保護マスクによるγ線遮へい効果を実験的に
評価し、目の水晶体の等価線量にほとんど影響しないことを確認した。その
他、次年度以降に行う緊急作業従事者の遡及的な生物学的線量推定のために、
必要となる安定型染色体の異常識別を行う画像解析ソフトウェア開発ととも
に、国際標準化機構（ISO）の枠組みにおいて遡及的線量評価法のプロトコー
ルの標準化に貢献した。
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程で適用された手法とは異なるアプローチによ
る評価を試み、より正確な線量を得る。さらに、
安定型染色体異常を指標とする生物学的線量評
価手法により、福島原発事故当時の緊急作業従
事者の外部被ばく線量を得る。

B．研究方法
（1）内部被ばく線量評価に関する研究

昨年度から引き続き、内部被ばく線量の基礎
となる甲状腺モニタ等の体外計測値の精度評価
を中心に研究を進めた。昨年度報告した高被ば
くを受けた緊急作業従事者 6 名を対象とした頸
部数値ファントムを用いた研究については概ね
終了した。同研究は、被検者の協力を得て取得
した本人の頸部 MR 画像から各組織の領域と境
界の情報を持たせた頸部数値ファントムを作成
し、これを用いて甲状腺に集積した放射性ヨウ
素（主に 131I）から放出されるγ線やβ線の輸
送シミュレーションを行うことにより精緻な物
理学的な線量評価を行うものである。図 1 に放
射線輸送シミュレーションを行った計算体系の
一例を示す。詳細は、昨年度の報告書を参考に
されたい［1］。その他、今後提供される予定であ
る緊急作業員の作業情報等を活用した内部被ば
く線量推計において、検討事項の 1 つとなる安
定ヨウ素剤の投与時期に応じた 131I 甲状腺摂取
率抑制効果について、体内動態モデルの解析に
基づく検討を行った。

（倫理面への配慮）
MR 画像に基づく頸部数値ファントムを用い

た研究については、量子科学技術研究開発機構
　放射線医学総合研究所（以下、放医研）の研
究倫理審査委員会の承認を得ており（研究承認
番号 16-009）、さらに被検者本人の同意を得て
実施した。

（2）外部被ばく線量評価に関する研究
外部被ばく線量評価に関する研究として、電

子式個人線量計の指示値に基づく実効線量・臓
器線量の評価手法について検討を行った。外
部被ばくによる防護においては、体表面に付
けた個人線量計で実測した実用量をもって実効
線量などの防護量の代替とする管理が一般に行
われる。しかしながら、事故時の線量評価や疫
学調査においては、その線量計の指示値を臓器
線量に関連付けるなどの必要がある。こうした
目的で、福島原発事故の緊急作業従事者が着
用していたものと同じ型式の電子式個人線量
計（Panasonic ZP-1460 シリーズ）について、
様々な方位から光子を照射したときに、成人男
性の形状を有する RANDO ファントム上でど
のような応答特性を示すかを調べた先行研究が
Tsujimuraらによって報告された［2］。本研究では、
当該データを再整理し、個人線量計の指示値か
ら、ICRP Publ. 74［3］及び Publ. 116［4］の実効線
量及び臓器線量に変換する係数を算出する。こ

図 1　放射線輸送シミュレーションを行った計算体系（右）とそのモデルとされた甲状腺計測の様子（左）
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こで、対象臓器は、赤色骨髄、肺、結腸、甲状
腺及び水晶体である。また、緊急作業従事者が
装着していた呼吸用保護具（全面マスク）によ
る光子の遮へい効果を調べるため、RANDO ファ
ントム頭部のうち眼のスライス部分（ただし、
組織等価材で模造したもの）の水晶体部分に組
織等価 TLD（蛍光体：Li2B4O7（Cu）、モデル：
Panasonic UD–807）を埋め込み、同量の光子を
照射したときの全面マスク有り無しでの TLD

指示値の変化を調べる。使用した全面マスクは、
重松製作所製 GM165DC（ダストフィルター：
S4N、チャコールフィルター：CA–L4CN）である。
線源は、平均エネルギー 83keV と 207keV の狭
スペクトル X 線及び 662keV の 137Cs γ線、照射
の向きは、正面（AP）と水平回転（ROT）で
ある。後者の向きは、放射性物質が周囲に一様
に堆積した環境下で作業者がランダムに動き回
るときの曝露状況に相当する。なお、選択した
光子エネルギー範囲は、事故時の主たるガンマ
線源である放射性ヨウ素（132I、131I 等）、さらに
133Xe のエネルギーをカバーする。図 2 に実験写
真を示す。

（倫理面への配慮）
本研究は、特定個人にかかわるものを対象と

するものではないので人権擁護上の配慮等を特
に必要としない。

（3）染色体分析による線量推計に関する研究
①国際標準化機構（ISO）に委員として参加し、

染色体異常を指標とした遡及的線量評価手法
の標準化を行う。

②多検体の染色体解析に備えて、画像解析ソフ
トウェアの開発を行う。

（4）尿中ヨウ素 -129 分析に関する研究
日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構（Japan Atomic 

Energy Agency、JAEA）では、内部被ばくに
係る甲状腺及び全身の精密測定を目的として
JAEA に来訪した緊急作業員 517 名から提供さ
れた尿試料の内、134Cs あるいは 137Cs が検出さ
れた 230 名の尿試料を現在も保管している。当
時、放射性セシウムについては測定したものの、
事故発生後 2 か月から 4 か月程度経過してから
の採取であったため、これらの試料中に含まれ
る短半減期の 131I は検出できず、その正確な内
部被ばく線量評価には情報が不足したままであ
る。しかし、131I の放射性同位体である長半減
期の 129I が検出できれば、環境モニタリングデー

図 2　実験写真

白色の部分は、組織等価プラスチック（京都科学製タフウォーター）板材の切削加工により製作した模造ファントム。

瞳の表面から 3mm の深さに TLD を埋め込んでいる。
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タ等を利用して、131I との同位体組成比からそ
の摂取量及び線量を推定することができると考
えられる。しかし、この尿中 129I を測定するた
めには、尿試料からヨウ素を抽出し、極低濃度
まで測定できる加速器質量分析法（Accelerator 

Mass Spectrometry、AMS）で測定する必要が
あるが、その確立された分析方法及び測定条件
は、今のところない。このため、本研究では、
文献等を参考に、その分析及び AMS 測定に係
る手法に係る検討を行ってきた。

今年度は、昨年度に引き続き、分析・測定法
に係る検討を継続するとともに、担当者等の尿
試料中に含まれる安定同位体である 127I と目的
核種である 129I 濃度を測定した。また、現在は
JAEA 青森研究開発センターの AMS を使用し
ているが、その今後の稼働予定等に係る情報収
集を行った。

（倫理面の配慮）
尿中ヨウ素 -129 分析においては、放医研の

研究倫理審査委員会の承認を得ている。（研究
承認番号 14-030）

C．研究結果
（1）内部被ばく線量評価に関する研究

研究対象とした 6 名は、いずれも原発事故直
後より放射線医学総合研究所（以下、「放医研」
という。）でフォローアップをしている東電職
員である。同 6 名は、日本原子力研究開発機構
において内部被ばく線量計測を受けた後、外部
被ばくと内部被ばくによる実効線量が 250mSv

を超過するおそれがあったことから、放医研で
も同様な計測を行った［5-7］。放医研による 6 名
の内部被ばくによる実効線量と甲状腺吸収線量
の評価結果は、表 1 に示すとおりであった。同
様な結果は、UNSCEAR 報告書にも掲載されて
いる［8］。甲状腺吸収線量の大部分は 131I の内部
摂取によるものであった。

MRI 画像に基づき個人の甲状腺体積を評価し
た結果、6 名の甲状腺体積には大きな違いがあ
ることを昨年度報告した［1］。今年度（平成 29

年度）の研究では、MRI 画像から作成した数値
ファントムを用いた放射線輸送シミュレーショ

ンにより、甲状腺中に集積した 131I から放出さ
れるγ線やβ線によって甲状腺に付与されるエ
ネルギー、及び、体外計測に使用したゲルマニ
ウム半導体検出器の甲状腺中 131I に対する応答

（γ線のみ）を計算した。前者については、1 放
射性崩壊当たりの甲状腺吸収線量となる甲状腺
における比実効エネルギー（Specific Effective 

Energy, SEE）を評価した。
シミュレーションの結果、SEE は甲状腺体

積（あるいは重量）の逆数を変数とする関数に
ほぼ一致することが示された。これは、吸収
線量の大部分が飛程の短いβ線によるためであ
る。すなわち、β線の全エネルギーが甲状腺に
付与されることになり、吸収線量は単純に甲状
腺体積の逆数に比例する形となる。γ線の SEE

への寄与はβ線のそれに比べて 5％前後であっ
た。ゲルマニウム半導体検出器の応答について
は、同検出器の校正に用いた物理ファントム（成
人の頸部及び甲状腺を模擬した模型）から得ら
れた甲状腺中 131I に対する全吸収ピーク効率が
3.18 × 10-3（counts/sec）/（photon/sec）と決
定されていたのに対し、6 体の個人の数値ファ
ントムから求められた全吸収ピーク効率は 1 体
を除き物理ファントムの全吸収ピーク効率より
も 10％前後大きかった。また、検出器位置のず
れなどを考慮しても、検出器が被検者の頸部か
ら極端に離れることが無い限りは全吸収ピーク
効率の変化は小さく、過小評価の可能性は低い
と判断された。

安定ヨウ素剤の服用時期に応じた 131I 甲状腺
摂取率抑制効果については谷らの報告がある［9］。
同報告では、過去の研究から得られた日本人の
体内動態パラメータ、及び、安定ヨウ素を過剰
に摂取した場合に発現する Wolff-Chaikoff 効果
を考慮した 131I の甲状腺摂取率をシミュレート
した結果を示している。Wolff-Chaikoff 効果は、
甲状腺内にヨウ素が一定量以上存在するとき
に、血液中から甲状腺への移行が一時的に停止
する効果であり、安定ヨウ素剤の通常の投与量

（ヨウ素換算で 1 回 76mg）で発現するものと考
えられる。131I 甲状腺摂取率抑制効果の試算の
結果は、131I を摂取する 1 日前から直前までに
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安定ヨウ素剤を服用した場合で 80％以上、一方、
131I を摂取後に投与した場合では抑制効果は急
速に減少し、12 時間後で 20％、1 日後では 7％
未満であった。

表 1　被験者 6 名の内部被ばくによる実効線量及び  
　　　甲状腺吸収線量

被検者 実効線量（mSv） 甲状腺吸収線量（Gy）
A 590 12
B 530 11
C 230 4.6
D 380 7.5
E 290 5.8
F 270 5.3

（2）外部被ばく線量評価に関する研究
電子式個人線量計の指示値に基づく実効線

量・臓器線量の評価のため、空気カーマ当たり
の個人線量計指示値を表 2 に示した。当時使用
された二種類の線量計（γ線用の ZP-1460 とγ
線・β線用の ZP-1461）とで特性に大きな違い
はない。表 3 に、空気カーマ当たりの実効線量
と臓器線量換算係数、さらにその係数と表 2 に
示した値との比から算出した、指示値から実効
線量及び臓器線量への換算係数を示す。ここで
は、ZP-1460 を胸中央に着けた場合の結果のみ
を示す。

図 3 及び図 4 に、頭部ファントムの瞳部分に
埋め込んだ TLD についての空気カーマ当たり
の指示値を示す。全面マスクなしの場合、TLD

指示値は理論値（空気カーマ× ICRP Publ. 74

の水晶体等価線量換算係数）と一致した。

（3）染色体分析による線量推計に関する研究
①国際標準化

2011 年作業当時の被ばく量を推定するために
は、ゴールドスタンダードと言われている二動
原体染色体分析法では不安定型染色体異常が減
少し（推定半減期 2 〜 4 年）、過小評価のおそ
れがある。このため、生物学的線量評価法とし
ては、安定型染色体異常を指標とする染色体分
析法を採用することとした。2015 年 ISO 会議で
本手法の審議が採択され、2017 年 6 月の本会議
で委員会原案（CD20046）を修正後、2018 年 2

月現在 DIS20046 として投票中である（4 月締切）。
②画像解析ソフトウェアの開発

線量評価のための染色体解析対象者は、2011

年 3 〜 12 月の緊急時作業者のうち、70mSv 以
上被ばくしたと考えられる 787 名（2016 年 5 月
10 日付の調査に基づく）である。このため迅速
な画像解析が必要であり、自動解析プログラム
の開発することとした。

2017 年度は FISH 法により検出される染色体
の構造異常を自動判別する基本的なソフトウェ
アを外部委託により開発した。

（4）尿中ヨウ素 -129 分析に関する研究
これまでの研究に基づき確立した尿中 129I 分

析法により、新たに担当者等の実尿試料 3 件か
らヨウ素を抽出した。ベンゼンを用いた溶媒抽
出、逆溶媒抽出を繰り返してさらに分離・精製
したのち、硝酸銀水溶液を加え、ヨウ化銀の沈

表 2　電子式個人線量計の空気カーマ当たりの Hp（10）指示値［2］
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殿を得た。これを乾燥し、ニオブ粉末を加えて
混合することにより AMS 測定用試料を作成し
た。得られた試料は JAEA 青森研究開発セン
ターの AMS で測定した。昨年度と比較してヨ
ウ素の回収率に大きな改善は見られず、AMS

の測定結果としては、129I 濃度は検出下限値未
満であった。

また、青森研究開発センターを訪問し、加速
器質量分析装置の担当者と情報交換を行った。
現在の環境中 129I 分析の概況、現地での分析手
法や測定装置の状況について情報提供を受けた
他、現在検討中の尿中 129I 分析法及び試料の調
製法に関する議論を行った。

D．考察
（1）内部被ばく線量評価に関する研究

他臓器における残留成分を無視すれば、甲状
腺の吸収線量はD ＝ 1.6E-10 ×SEE ×N によっ
て計算される。ここで、SEE は甲状腺における
比実効エネルギー（MeV/g per transformation）
であり、N は甲状腺中の 131I の総崩壊数である。
吸収線量の単位は Gy である。個人の甲状腺重
量を考慮した甲状腺吸収線量を算定するには、
個人の甲状腺重量によって補正した比実効エネ
ルギーと、作業状況や防護対策（安定ヨウ素剤
の服用状況や呼吸用保護具の着用状況）などを
反映した現実的な摂取シナリオから算定される
総崩壊数が必要となる。前者は、本研究の結果
から、個人の甲状腺重量を 20g で除した値の逆
数 1.0E-02 に乗じることで近似値を得ることが

表 3　空気カーマ当たりの実効（臓器）線量換算係数及び個人線量計指示値から実効（臓器）線量への換算係数
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できることが分かった。これらの数値は、線量
係数（Sv ／ Bq intake）を導出するために国際
放射線防護委員会（ICRP）が採用した標準人の
体格を模擬した数学ファントムにおいて定義さ
れる甲状腺モデルの重量及び比実効エネルギー
である［10］。上式から分かるように、摂取シナ
リオに変更がなければ、既存の甲状腺線量の評
価値（等価線量を吸収線量に読み替える）に個
人の甲状腺重量を 20g で除した逆数を乗じる
ことで、個人の甲状腺重量を考慮した甲状腺吸
収線を得ることができる。例えば、個人の甲状
腺重量が 10g であれば甲状腺吸収線量は倍に、
40g であれば半分になる。

甲状腺重量の個人差は相当大きいことが知ら
れており［11、12］、個人の甲状腺重量を考慮した
甲状腺吸収線量の評価は、緊急作業従事者の疫
学的研究においても重要になると思われる。本
研究の被検者 6 名については、内 4 名の甲状腺
重量が 20g より顕著に軽い（実際には甲状腺体
積が 20ml よりも顕著に小さい）ことが明らか
になった。今後 6 名の摂取シナリオの見直しを
行い、線量評価の精緻化を進める。なお、疫学
的研究の対象となるその他の緊急作業従事者に
ついては、健診時に行う甲状腺超音波検査によっ
て甲状腺サイズ（左右の甲状腺の長径、短径、
厚みから計算）を取得することが可能である。

安定ヨウ素剤服用による 131I 甲状腺摂取率抑
制効果は、摂取シナリオに比較的大きな影響を
及ぼすことが考えられる。現行の緊急作業員の

線量評価では、作業期間の初日あるいは震災翌
日の 3 月 12 日のみに放射性核種の摂取があっ
たとする保守的な摂取シナリオが仮定されてい
るため、原発事故直後から安定ヨウ素剤が効果
的に服用されていれば、131I からの内部被ばく
線量は低くなる可能性がある。各企業からの緊
急作業員の作業情報等に関するデータの提供は
ほぼ終了しており、今後、線量評価に必要とな
る項目の確認作業を進める予定である。

（2）外部被ばく線量評価に関する研究
電子式個人線量計の指示値に基づく実効線

量・臓器線量の評価を行うにあたり、個人線量
計の指示値（1cm 線量当量、Hp（10））から、
表 2 に示した換算係数を用いて、次式により実
効線量及び臓器線量を算定することができる。

E ＝ kE × M
Di ＝ kDi × M
De ＝ f × kDe × M

ここで、
M：Hp（10）指示値（mSv）
E：実効線量（mSv）
kE：指示値から実効線量への換算係数
Di：臓器 i の吸収線量（mGy）
kDi：指示値から臓器 i の吸収線量への換算係数
De：水晶体吸収線量（mGy）
kDe：指示値から臓器 i の水晶体吸収線量への換
算係数
f：全面マスクの遮へい係数

図 3　ファントム（瞳部分）に埋め込んだ TLD 指示値と
　　　水晶体線量の比較（白縦棒が実験値、灰色縦棒が
　　　理論値）

図 4　全面マスクありなしにおける TLD 指示値の変化
（白縦棒が全面マスクなし、灰色縦棒が全面マスクあり）
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γ線エネルギー 662keV においては、いずれ
の曝露条件においても kE は 0.73 〜 0.85 である。
このことは、当該個人線量計は、事故当時に緊
急作業従事者の外部被ばくによる実効線量を大
きく過小応答することなく適切に指示したこと
を意味する。この大小関係は、臓器の位置に依
存するも、一般的な傾向として、前方、水平回
転、等方照射いずれの場合においても、指示値
は、人体の表側にある臓器の線量に近い値を示
すことが確認された。特に、甲状腺の場合、kDi

はほぼ 1 であるため、Hp（10）をそのまま外部
被ばくによる甲状腺吸収線量とイコールとみな
して内部被ばくによる甲状腺線量に加算したと
しても、合計線量の推定に系統的なエラーをも
たらさない。一方、水晶体吸収線量については、
γ線の遮へい係数をエネルギーに関係なく 1 と
して差し支えないと思われる。

（3）染色体分析による線量推計に関する研究
遡及的線量評価法の国際標準化は順調に進ん

だ。2018 年 6 月の本会議で完了の予定である。
画像解析ソフトウェアの開発は 2018 年度継

続の予定である。目視では判別困難な染色体画
像の判定機能や集計結果の分析機能の付加を目
指す。

（4）尿中ヨウ素 -129 分析に関する研究
本分析法を適用した 129I 濃度の測定結果は、

ブランク試料と同様に検出下限値未満となっ
た。これは、今回使用した尿が担当者等のもの
であり、尿中の 129I 濃度が低いことによるが、
本法を用いて尿中 129I の分析は可能であること
を確認できた。今後は本分析法による検出下限
値を確認していくとともに、これに関係するヨ
ウ素の回収率を改善するための検討を進める。
また、現在採用しているヨウ素分離プロセスに
ついて、CL レジン等の別の樹脂を用いた分離
方法の検討を行い、分析法の回収率を改善する
予定である。

上記の分析―測定を確立させた後、順次、緊
急作業者の尿中 129I 濃度を測定していく予定で
ある。

E．結論
東電福島第一原発事故に伴う緊急時作業に従

事した作業員（緊急作業従事者）の疫学的研究
の一助として、既存の線量評価値をより正確的
に再評価するための検討を、内部被ばく線量評
価、外部被ばく線量評価、及び、生物学的線量
評価について行った。今年度（平成 29 年度）
の結論及び今後の予定は次のとおりである。

内部被ばく線量評価については、個人差の大
きい甲状腺重量を考慮した甲状腺吸収線量の評
価方法を考案した。疫学的研究の対象者の甲状
腺重量は、健診時に行う甲状腺超音波検査より
取得された甲状腺サイズによって求めることが
できる。また、放医研での甲状腺中 131I を対象
とした体外計測は、十分な精度で行われたこと
を確認した。次年度は、作業情報や安定ヨウ素剤
の服用状況等を考慮した内部被ばく線量評価につ
いて、確率論的手法を用いた方法を適用する。

外部被ばくに係る電子式個人線量計の指示値
に基づく実効線量・臓器線量の評価については、
緊急作業従事者が着用していた電子式個人線量
計について、その指示値を実効線量及び任意の
臓器線量に換算する係数を実験的に決定した。
本実験結果をもとに指示値を実効線量・臓器吸
収線量に換算できる。また、全面マスクのγ線
遮へい効果はほとんどないことが確認された。
今後、β線に対する遮へい効果を調べる。

2017 年度は染色体異常を指標とした遡及的線
量評価手法については、解析に必要となる画像
解析ソフトウェアの開発を行うなどの技術的な
準備を進めるとともに、プロトコールの国際標
準化への貢献した。

G．研究発表
1．論文発表
1）N. Kunishima, K. Tani, O. Kurihara. et al. 

Numerical simulation based on individual 
voxel phantoms for a sophisticated evaluation 
of internal doses mainly from 131I in highly-
exposed workers involved in the TEPCO 
Fukushima Daiichi NPP accident (submitted).
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2）数藤由美子．染色体異常を指標とした線量
評価法の運用と国際的な動向（招待発表）．
日本放射線影響学会第 60 回大会シンポジウ
ム（2017 年 10 月 28 日）
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J．その他
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A．研究目的
福島第一原発事故により、約 2 万人の作業者

が低線量放射線に被ばくし、すでに労災認定と
して、白血病が 3 例、甲状腺がんが 1 例認めら
れている。認定基準と放射線の生物影響は同じ
ではないと考えられる。放射線防護上、100mSv

以下の低線量被ばくの影響は科学的に証明され
ていないが、線量が増えれば比例して発がん可
能性も増すという「直線しきい値なし仮説」を
採用している。厚生労働省は「100mSv 以下で
の労災認定もあり得る」としている。

原爆被爆者などの疫学的研究から低線量影響
の数値が示されるが、統計学的な手法により有
意な差がないとしか説明できない。十分な科学
的データはなく、長期的に影響がないかどうか
は証明されていないが、生物学的影響を解析す
ることは重要である。

低線量放射線の研究で唯一科学的データを証
明できる現象は、放射線適応応答である。つま
り、あらかじめ低線量被ばくがあると、高線量
被ばくの影響が、単独被ばくの影響よりも軽減
する現象である。高線量被ばくの代わりに、い
かなる変異源（大量飲酒、喫煙）でも同様の現
象はみられる。

今回、放射線適応応答の現象と、酸化還元状

態を示す酸化ストレス状態を再度解析した。放
射線適応応答と DNA 修復不全の関与について、
照射後マウス各臓器における DNA 修復タンパ
クを蛍光免疫染色法によって解析した。さらに、
放射線適応応答特異的に反応する、長期間比較
的安定な miRNA の同定を試みる。

低線量放射線による影響評価の際に克服すべ
き重要な課題に、放射線感受性の個体差の問題
がある。この問題を克服するために、比較的低
線量照射で胸腺リンパ腫を発症するマウスモデ
ルを用いて、発症有／無マウスの比較解析から、
胸腺リンパ腫関連 miRNA の同定を試みる。

また、EML4-ALK 融合遺伝子が 5mGy 以上の
放射線量に被曝した原爆被爆者甲状腺乳頭がん
症例において、より頻繁に生じている知見から、
EML4-ALK 融合遺伝子が放射線誘発甲状腺乳頭
がんの有効なバイオマーカーとなる可能性が考え
られる。そこで、不死化ヒト甲状腺上皮細胞を用
いて試験管内 X 線照射実験を行い、照射細胞にお
けるEML4-ALK 融合遺伝子の出現を調べた。

B．研究方法
1．放射線適応応答の照射方法

8 週齢の C57BL マウスを用いて、照射方法は
昨年度と同様、0Gy（対照群）、0.02Gy、1Gy、

労災疾病臨床研究事業費補助金
分担研究報告書

放射線生物影響におけるバイオマーカーの検索
研究分担者　岡﨑　龍史　産業医科大学放射線健康医学　教授 

研究分担者　河井　一明　産業医科大学産業生態科学研究所職業性腫瘍学　教授 

研究協力者　楠　洋一郎　放射線影響研究所　部長 

研究協力者　盛武　　敬　産業医科大学放射線健康医学　准教授 

研究協力者　香﨑　正宙　産業医科大学放射線健康医学　学内講師

研究要旨
多数の福島第一原発緊急作業従事者が低線量被ばくしているが、その長期

的な健康影響は、様々な交絡因子があり、放射線のみの影響をいうのは難し
い。直接ヒトの生体資料を用いることは難しいが、純系であるマウス及び培
養細胞を用いて、放射線影響を分子生物学的および遺伝学的な観点から解析
し、バイオマーカーとなりうるかどうかを検討した。
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3Gy 及び 5Gy をそれぞれ単独照射した。さらに
0.02Gy と 3Gy の照射間隔を 96 時間空けて照射
した（0.02Gy ＋ 3Gy 群）。
2．酸化ストレスの解析

酸化ストレスは、1. で前述した、異なる照射
マウス群のマウスの血液中のグルタチオンな
らびに ESR を測定することによって評価した。
酸化型グルタチオン／グルタチオン（GSSG ／
GSH）測定キット（同仁化学）を用いて評価した。
3．放射線適応応答と DNA 修復との関係解析

1．で前述した異なる照射マウス群のマウス
から、肺、小腸、大腸の各臓器を摘出してホル
マリン保存し、後日まとめて DNA 二本鎖切断
マーカーである 53BP1 の蛍光免疫組織染色法を
用いて DNA 修復の挙動を解析した。
4．放射線適応応答に関連 miRNA 解析

1．で前述した異なる照射マウス群のマウス
から、照射後 24 時間と、8 週間後の時点で、ア
ニマルランセットを用いて顎下部より約 400ml

採血して 4℃で保存し、翌日遠心して血清を分
離し、− 80℃で長期保存した。各群 5 個体から
の血清を一つにまとめて全 RNA を抽出し、抽
出した各群の全 RNA を 2 つに分け、n ＝ 2 と
して Agilent SurePrint G3 Mouse miRNA array 

8x60K Rel. 21.0 アレイ解析を行った。
5．胸腺リンパ腫発症モデルマウス実験

高頻度で胸腺リンパ腫を発症する C57BL/6

マウスを用いて、8 週齢から、週 1 回 0.86Gy

と 1.16Gy を計 4 回照射する 2 群のマウス実験
を行った。胸腺リンパ腫発症期間は、照射後
100-200 日なので、照射後 2、10、18、26 週間
で、アニマルランセットを用いて顎下部より約
400ml 採血して 4℃で保存し、翌日遠心して血
清を分離し、− 80℃で長期保存した。各マウス
の、胸腺リンパ腫の発症有／無を確認した後、
これらのマウスの保存した血清から全 RNA を
miRNeasy Mini Kit を 用 い て 精 製 し、Agilent 

RNA6000 pico bioanalyzer を用いて質と量を確認後
に、Agilent SurePrint G3 Mouse miRNA array 

8x60K Rel．21.0 アレイ解析を行った。
6．EML4-ALK 融合遺伝子の試験管内誘導実験

X 線単一照射した不死化ヒト甲状腺上皮細胞

（Nthy–ori 3）を 8-10 日間培養した後に抽出し
た全 RNA から、遺伝子特異的プライマーを用
いて cDNA を合成し PCR 増幅を行った。

（倫理面への配慮）
産業医科大学でのマウス実験ならびに培養実

験は、動物実験、飼育倫理委員会及び遺伝子組
換え実験安全委員会の承認を受けている。

C．研究結果
1．放射線適応応答における GSH ／ GSSG の

経時的変化
最終照射から 2 及び 7 日目に GSH ／ GSSG を

測定した。2 日目では、総グルタチオン、還元
型 GSH 及び GSH ／ GSSG 比は、線量依存的に
減少していた。0.02Gy 前照射の効果は無くなっ
ていた。7 日目では、総グルタチオン、還元型
GSH、GSH/GSSG 比はすべて、5Gy 群でのみ減
少していた（図 1）。

図 1　放射線適応応答における GSH/GSSG の経時的変化
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2．8 週齢で照射したマウスの 40 週齢におけ
る ESR の変化
8 週齢に照射し、40 週齢測定した ESR 結果は

各群の間に有意な差はみられなかった（図 2）。

図 2　放射線適応応答における ESR の変化

3．放射線適応応答と DNA 修復との関係解析
放射線照射後 4 時間では、3Gy と 0.02 ＋ 3Gy

の両方で、二本鎖切断マーカー 53BP1 の明ら
かな増加が見られたが、3Gy 群に比べて 0.02 ＋
3Gy 群の小腸において 53BP1 フォーカスの有意
な減少が確認された。一方、照射後 24 時間で
はこれらの有意な違いはほとんど確認されなく
なった（図 3,4）。

図 3　各組織での 53BP1 フォーカス（赤色）

図 4　照射後 4 時間と 24 時間での 53BP1 フォーカス

4．放射線適応応答に関連 miRNA 解析
対照サンプルと他の 3 群の発現値の差が大き

かったため、アレイ間補正を行った。また、発
現変動遺伝子抽出は 1.5 倍以上、かつ 4 群のう

ち 1 群以上 Flag が Detected である miRNA を
抽出した。その結果、図 4 のように、各群とも
特異的な miRNA 発現群が得られた。現在、放
射線適応応答特異的 miRNA 発現変動遺伝子群
に標的を絞って解析中である（図 5）。

図 5　各照射群の miRNA 発現変化クラスター解析

5．胸腺リンパ腫発症モデルマウス実験
Kaplan 博士によって樹立された胸腺リンパ腫

形成モデルマウスのプロトールに従って実験を
行った（図 6、Kaplan and Brown, J Natl Cancer 

Inst, 1952）。

図 6　胸腺リンパ腫モデルマウス 2 群実験プロトコール

照射線量の異なる 2 群で異なる結果が得られ
たが（図 7）、胸腺リンパ腫の発症率は、原著論
文とほぼ同じ結果となった（図 8 右）。低線量
放射線では、ほとんど胸腺リンパ腫を引き起こ
さない可能性が示唆された。
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図 7　2 群間での胸腺リンパ腫発症率の違い

図 8　胸腺リンパ腫の確認と Kaplan 論文との比較

胸腺リンパ腫を確認後に（図 8 左）、死亡／
生存したマウスの保存血清から、それぞれ複数
マウスにおける、miRNA アレイ解析を行うサ
ンプルを選定した（図 9）。

　図 9　経時的に保存した放射線照射／非照射マウスの 
　　　　血清サンプル、十字架印は死亡したマウスを示す

現在、死亡／生存したマウスにおける miRNA

発現変動遺伝子群に標的を絞って解析中である。
6．ヒト甲状腺細胞における ALK 再配列の放

射線による誘発
5Gy での X 線照射により、不死化ヒト甲状腺

上皮細胞において、RET 再配列（RET ／ PTC1

および RET ／ PTC3）のみならず、ALK 再配
列（EML4-ALK variant 1 お よ び EML4-ALK 

variant 2）も検出された。また、0、0.2、1 あ
るいは 5Gy での X 線単一照射により、EML4-

ALK 融合は線量の増加に伴い高頻度で誘導され
た（表）。

表．EML4-ALK variant 1 の誘導頻度

照射 X 線量（Gy） 細胞 106 個あたりの誘導頻度
0 0

0.1 0.54
0.2 0.90
1.0 0.93
5.0 3.81

D．考察
1．酸化ストレス

今回の結果では、線量依存的な変化がみられ
たが、放射線適応応答の現象を捉えるような有
意な差はみられなかった。
2．放射線適応応答と DNA 修復との関係と、

放射線適応応答特異的 miRNA 解析について
本研究で、放射線照射後 24 時間では、すで

にほとんどの DNA 二本鎖切断の修復が完了し
ていることが明らかとなった。このことから、
DNA 二本鎖切断修復経路は放射線適応応答に
よる寿命延長にほとんど寄与していないことが
考えられる。

一方、放射線照射 24 時間後と 8 週間後におけ
る各群マウス血清を用いた miRNA アレイ解析結
果から、放射線適応応答特異的な miRNA グルー
プが同定されているので、グループ間の共通点
を比べることで、放射線適応応答関連 miRNA を
同定することが可能となることが考えられる。
3．胸腺リンパ腫発症モデルマウス実験による

個体差克服のための miRNA 解析
胸腺リンパ腫によって死亡／生存した独立マ

ウス個体数を増やして miRNA 解析を行うこと
で、同じように照射されたのにも関わらず死亡
／生存する機序に対する精度の高い胸腺リンパ
腫関連 miRNA を同定できる可能性が高くなる
と考えられる。
4．放射線誘発甲状腺乳頭がんのバイオマー

カーについて
低線量放射線照射でも不死化ヒト甲状腺上皮

細胞に EML4-ALK 融合を引き起こすことが明
らかにされた。この結果から、EML4-ALK 融
合遺伝子を生検あるいは血液試料を用いて検出
することにより、放射線で誘発された可能性の
ある甲状腺乳頭がんを特定することができるか
もしれない。
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E．結論
低線量放射線において、miRNA はバイオマー

カーとしての可能性がある。また、低線量放射
線被ばくにより放射線誘発甲状腺乳頭がんの
発症において EML4-ALK 融合遺伝子がバイオ
マーカーとなることが示唆される。

G．研究発表：
1．論文発表
• Mori K, Tateishi S, Kubo T, Kobayashi 

Y, Hiraoka K, Kawashita F, Hayashi T, 
Kiyomoto Y, Kobashi M, Fukai K, Tahara 
H, Okazaki R, Ogami A, Igari K, Suzuki K, 
Kikuchi H, Sakai K. Continuous Improvement 
of Fitness for Duty Management Programs 
for Workers Engaging in Stabilizing and 
Decommissioning Work at the Fukushima 
Daiichi Nuclear Power Plant. J Occup Health. 
2017; doi: 10.1539/joh. 17- 0150-CS.

• 吉田　健吾，楠　洋一郎．末梢血免疫細胞へ
の原爆放射線の長期影響とその修飾因子．放
射線生物研究　52（4）：350-363．2017

• Okazaki R, Ohga K, Yoko-O M, Kohzaki M. 
A Survey about the Radiation Effects and 
A Health Survey of Fukushima Inhabitants 
after the Fukushima Daiichi Nuclear Power 
Plant Accident, J UOEH（ 産 業 医 大 雑 誌 ）
2017; 39(4):277-290

• Sun L, Moritake T, Ito K, Matsumoto 
Y, Yasui H, Nakagawa H, Hirayama A, 
Inanami O, Tsuboi K. Metabolic analysis of 
radioresistant medulloblastoma stem-like 
clones and potential therapeutic targets. 
PLoS One. 2017 Apr 20;12(4):e0176162. doi: 
10.1371/journal.pone.0176162

• 盛武敬，茂呂田孝一，人見剛．実測法と推定
法による脳血管内治療患者の被ばく線量評価
　〜生物学的線量反応関係解明への応用可能
性〜．放射線生物研究．52（4），385-401,2017

2．学会発表
• I s h i g a k i  Y , M a t s u m o t o  Y , M o r i t a k e 

T,MatsunoY,Tanaka K.Agile way of risk 
awareness by smartphone-connected 
environmental sensors. 14th International 
Conference on Information Systems for Crisis 
Response and Management. Albi. France. 
2017 年 5 月

• 孫略，稲葉洋平，佐藤圭創，平山暁，坪井康次，
千田浩一，盛武敬．血中脂質ラジカル消去能
を指標とした放射線影響測定．第 70 回日本
酸化ストレス学会学術集会．つくば．2017 年
6 月．

• 孫略，五十嵐友紀，川崎祐也，李云善，河井
一明，佐藤圭創，平山暁，坪井康次，盛武敬．
虚血性心疾患患者に対する血中脂質ラジカル
消去能測定と関連因子の同定．第 70 回日本
酸化ストレス学会学術集会．つくば．2017 年
6 月

• 孫略，盛武敬，松本孔貴，Yuzi Wang，香﨑
正宙，大津山彰，岡﨑龍史，坪井康次．放射
線抵抗性がん幹細胞のエネルギー代謝特性．
第 70 回日本酸化ストレス学会学術集会．つ
くば．2017 年 6 月．

• 香﨑正宙，大津山彰，阿部利明，孫略，宮田
博規，馬田敏幸，盛武敬，岡﨑龍史．放射線
誘導 C57BL ／ 6 マウス胸腺リンパ腫の発生
閾値周辺領域解析に基づく胸腺リンパ腫関連
バイオマーカーの探索．第 54 回放射線影響
懇話会．福岡．2017 年 6 月

• 永元啓介，盛武敬，大石芳貴，孫略，渡辺
亮，村上誠一，岡﨑龍史．耳小骨 CT 撮影に
おける撮影方法の違いが局所被ばく線量に与
える影響．第 54 回放射線影響懇話会．福岡．
2017 年 6 月

• 茂呂田孝一，盛武敬，松崎賢，永元啓介，孫略，
石原隆宏，山田貴大，岡﨑龍史．DICOM-
RDSR 解析から見出される医療従事者の放射
線防護．第 54 回放射線影響懇話会．福岡．
2017 年 6 月

• 太神和廣，岡﨑龍史，横尾誠．原発事故の放
射線影響についてのアンケート−特に甲状腺
検査事業に対する意識調査結果について．日
本小児科学会福島地方会．福島．2017 年 6 月

− 227 −



• 松崎賢，盛武敬，茂呂田孝一，永元啓介，木
下弘子，笹山眞吾，山田貴大，太田篤志，和
田裕佑，石原隆宏，熊奈津代，梶木繁之，岡
﨑龍史．当院 IVR 施行医の被ばく防護に対す
る実態調査．日本産業衛生学会九州地方会学
会．熊本．2017 年 7 月

• 永元啓介，盛武敬，茂呂田孝一，松崎賢，高
山愛菜，孫略，渡辺亮，村上誠一，岡﨑龍史．
CT 検査における患者介助者の被ばく線量測
定．日本産業衛生学会九州地方会学会．熊本．
2017 年 7 月

• 茂呂田孝一，盛武敬，松崎賢，永元啓介，孫略，
石原隆宏，山田貴大，岡﨑龍史．DICOM-
RDSR を用いた線量管理の可能性．日本産業
衛生学会九州地方会学会．熊本．2017 年 7 月

• 岡﨑龍史，香﨑正宙，盛武敬，長谷川有史，
神田玲子，島田義也，松田尚樹，鈴木啓司，
加藤尊秋，横尾誠，大津山彰，鈴木克典，久
保達彦，立石清一郎，森晃爾．福島原発作業
者の放射線被ばくの不安に関するアンケート
調査．日本産業衛生学会九州地方会学会．熊
本．2017 年 7 月

• 孫略，稲葉洋平，佐藤圭創，平山暁，坪井康次，
千田浩一，盛武敬．被ばく影響の測定．平成
29 年度若手放射線生物学研究会専門研究会．
東京都・文京区．2017 年 9 月

• Okazaki R, Kohzaki M, Sun L, Suzuki K, 
Moritake T, Ootsuyama A. Radioadaptive 
response for prolongation of l ife span 
depend on p53. PS-12. 63th Annual Radiation 
Research Meeting. Cancun. Mexico. 2017 年
10 月

• Nagamoto K, Moritake T, Takayama A, Sun 
L, Watanabe R, Murakami S, Okazaki R. The 
rotation time alter local doses in the volume 
scanning CT for auditory ossicle. The 3rd 
International Conference on Radiological 
Science and Technology (ICRST)． 広 島．
2017 年 10 月

• 五十嵐友紀，孫略，李云善，川崎祐也，平川
晴久，河井一明，盛武敬．放射線被ばくによ
る DNA 損傷とアスコルビン酸が体内解毒シ

ステムに与える影響の評価．第 35 回産業医
科大学学会　第 29 回産業医学推進研究会全
国大会．北九州．2017 年 10 月

• 岡﨑龍史，太神和廣，横尾誠，香﨑正宙．原
発事故の放射線影響についてのアンケート−
特に甲状腺検査事業に対する意識調査結果につ
いて−．産業医大学学会．北九州．2017 年 10 月

• 吉田健吾，三角宗近，山田美智子，楠洋一郎．
放射線被曝と造血細胞恒常性―原爆被爆者で
の赤血球容積粒度分布幅の縦断的データ解
析．第 60 回日本放射線影響学会，京葉銀行
文化プラザ（千葉市）2017 年 10 月 25-28 日

• 孫略，稲葉洋平，佐藤圭創，平山暁，坪井康次，
千田浩一，盛武敬．電子スピン共鳴法を用い
た被ばく後の酸化ストレスレベルの測定．日
本放射線影響学会第 60 回大会．千葉．2017
年 10 月

• 岡﨑龍史．太神和廣．横尾誠．福島原発事故
の放射線影響についてのアンケート−特に甲
状腺検査事業に対する意識調査結果について
−．日本放射線影響学会第 60 回大会．千葉．
2017 年 10 月

• 岡﨑龍史．ワークショップ W7-3：福島原発
作業者の放射線不安に関するアンケート調
査．日本放射線影響学会第 60 回大会．千葉．
2017 年 10 月

• 岡﨑龍史．ワークショップ W4-1：産業医大
医学部における放射線教育並びに放射線教育
と不安アンケート調査について．日本放射線
影響学会第 60 回大会．千葉．2017 年 10 月

• 孫略，稲葉洋平，佐藤圭創，平山暁，坪井康次，
千田浩一，盛武敬．ラジカル消去能を指標と
した被ばく線量推定．第 56 回電子スピンサ
イエンス学会年会．東京都・目黒区．2017 年
11 月

• 川内覚，千田浩一，依田彰吾，細尾久幸，盛
武敬，濱田祐介，佐久間秀之，孫略，松丸祐司，
鶴田和太郎，堂福翔吾，田野政勝．血流改変
ステントを用いた脳動脈瘤治療における患者
被ばく線量．第 33 回 NPO 法人日本脳神経血
管内治療学会学術総会．東京都・港区．2017
年 11 月

− 228 −



• 二ツ矢浩一郎，盛武敬，掛田伸吾，藤本啓司，
永元啓介，村上誠一，茂呂田孝一，孫略，村
上優，真崎弘美，竹下洋平，興梠征典．脳血
管撮影時の水晶体防護−ファントム実験とモ
ンテカルロシミレーションによる検証−．第
33 回 NPO 法人日本脳神経血管内治療学会学
術総会．東京都・港区．2017 年 11 月．

• 川内覚，松丸祐司，盛武敬，安陪等思，庄島
正明，早川幹人，坂本肇，人見剛，濱田祐介，
鶴田和太郎，千田浩一，田野政勝．JSNET 防
護委員会で今後行う DRL 調査について．第
33 回 NPO 法人日本脳神経血管内治療学会学
術総会．東京都・港区．2017 年 11 月

• 盛武敬．脳外科医師から見た DRLs2015．第
33 回 NPO 法人日本脳神経血管内治療学会学
術総会．東京都・港区．2017 年 11 月

• Ishigaki Y, Moritake T, Matsumoto Y,Tanaka 
K: Development of CO2 Monitorand Alarm 
for Professional Drivers. Asia Pacif ic 
Symposium on Safety 2017, Kitakyushu 
International Conference Center, Kitakyushu, 
2017 年 11 月 30 日 -12 月 1 日

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
1．特許取得

なし
2．実用新案登録

なし
3．その他

なし

− 229 −



厚生労働省労災疾病臨床研究事業費補助金
東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究

平成29年度　総括・分担研究報告書

研究代表者　大久保  利晃

平成 30 年 3月

発行： 東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究事務局
 公益財団法人　放射線影響研究所　内
 〒732-0815　広島市南区比治山公園5－2
 電話（082）261-3131㈹　FAX（082）263-7279
印刷： 株式会社 タカトープリントメディア
 〒730-0052 広島市中区千田町3丁目2-30
 電話（082）244-1110　FAX（082）244-1199


